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※本計画は「消費者教育の推進に関する法律」第 10 条に基づ

く消費者教育推進計画の性格を併せ持った、府における消費生

活に関する総合的な計画です。 
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「大阪府消費者基本計画(第２期)の策定にあたって」 
 

 

 

大阪府においては、2025 年４月に「大阪・関西万博」が開催されます。 

そのテーマである「いのち輝く未来社会」は、「誰ひとり取り残さない持続可能な世

界の実現」をめざす、まさに持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）が達成された社会です。 

府では、大阪・関西万博が開催される 2025年に向けて、これまでの施策の延長線だ

けでなく、万博の先の未来を見据え、ＳＤＧｓの達成への貢献や先進技術等を活用し、

新たな施策展開を図っているところです。 

 

消費生活に係るＳＤＧｓのゴール 12「持続可能な生産と消費（つくる責任・つかう

責任）」では、持続可能な社会の形成に向け、事業者、消費者双方の自主的な行動が鍵

となりますが、その実現のためには、ベースとして府民の消費生活の安全・安心を確

保することが欠かせません。 

高度情報通信社会の進展、高齢化・独居化の進行、グローバル化の進展などに伴い、

消費者トラブルや消費者被害は一層多様化・深刻化しています。特に、高齢者を狙っ

た振り込め詐欺を始めとする特殊詐欺は、その手口が悪質・巧妙化し、被害に遭う高

齢者が後を絶たないほか、スマートフォンの急速な普及に伴い、若年者を中心にＳＮ

Ｓ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）やオンラインゲームに関するトラブ

ルが増加するなど、安全・安心を脅かす新たな課題も顕在化しています。 

 

こうした消費者行政をめぐる最近の状況や新たな課題等を踏まえ、このたび令和６

（2024）年度を目標年次とする「大阪府消費者基本計画（第２期）」を策定しました。 

本計画では、重点取組として、令和４（2022）年の改正民法の施行を踏まえた「若

年者への消費者教育の推進」と、消費者トラブルから地域で高齢者等を守る「見守り

ネットワークの設置」を位置づけ、また、ＳＤＧｓの達成に向け「人や社会、環境に

配慮した消費行動（エシカル消費）」の推進等の消費者施策に取り組んでまいります。 

 

市町村、事業者、事業者団体、消費者、消費者団体と相互に協力しながら第２期計

画を推進してまいりますので、皆様方の一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

結びに、本計画の策定にあたり、精力的にご審議をいただきました大阪府消費者保

護審議会の委員の皆様を始め、貴重なご意見を頂きました府民の皆様、関係各位に心

から御礼申しあげます。 

 

令和２（2020）年３月 

                      大阪府知事 吉村 洋文  
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第１章 計画の基本的な考え方  

 

１．計画改定の趣旨  

   消費者施策は、「大阪府消費者保護条例」（以下「府消費者保護条例」という。）（※９）に定

められているとおり、消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策として、消費者

の権利の確立や自立の支援等を基本理念とし、府民の消費生活の安全・安心を図ることを

目的とするものです。 

   府消費者保護条例において、知事は「消費者施策を計画的に推進するための基本的な計

画」を策定し、「消費者施策の基本的な方針や消費者施策を推進するために必要な事項」

を定めるとしています。 

大阪府では、府消費者保護条例に基づき、大阪府消費者基本計画（第１期）を平成 27

（2015）年３月に策定しました。この計画では、平成 27（2015）年度から令和元(2019)

年度までの５年間を対象として、府、市町村、事業者、事業者団体、消費者（府民）、消

費者団体がそれぞれの責務と役割を認識して主体的に責任ある行動をとり、お互いが協力

し合いながら、安全・安心な消費生活の実現、そのための「消費者市民社会」の構築をめ

ざすべき姿としています。 

また、基本目標として、「消費者の安全・安心の確保」、「消費者の自立への支援」、「消

費者教育に関する計画的な施策の推進」、「どこに住んでいても消費生活相談を受けられる

体制づくり」の４つを掲げ、目標ごとに具体的な取組を定め、毎年度、施策の実施状況に

ついて評価・検証を行いながら、消費者施策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

この間にも、高齢化の一層の進行に伴う高齢者の消費者被害の増加、急速なスマートフ

ォンの普及等に伴う電子商取引の進展、シェアリングエコノミー（共有型経済）（※16）等新

たな商取引形態の拡大、架空請求（※11）や暗号資産（仮想通貨）（※２）取引等の新たなトラブ

ルの発生など、消費生活をめぐる状況にも変化があり、府内の消費生活相談窓口には、毎

年コンスタントに７万件を超える相談が寄せられています。 

   また、平成 27（2015）年９月に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」（※17）を柱とする「持

続可能な開発目標のための 2030 アジェンダ」が国連において採択され、消費者には自ら

の行動が社会に影響を与えることの認識や、持続可能な消費の実践が求められています。 

さらに、平成 30（2018）年６月には、成年年齢を引き下げる改正民法が成立し、令和４

(2022)年４月から施行されるため、特に在学中に成年となる高校生を対象とした消費者教

育の充実が喫緊の課題となっています。 

   こうした状況を踏まえ、第１期の基本計画が令和元(2019)年度末をもって計画期間が終

了することから、府消費者保護条例の基本理念のもと、国の「第４期消費者基本計画」と

の整合性を図りつつ、大阪府消費者基本計画（第２期）を策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

(注)文中の（※１）～（※34）の用語については、81 ページに記載の「２．用語の説明」に詳細を記載して

おります。 



3 

 

２．計画の性格 

   大阪府消費者基本計画（第２期）は、府消費者保護条例第８条に基づく消費者施策を計

画的に推進するための基本計画として、「消費者教育の推進に関する法律」第 10条に基づ

く都道府県消費者教育推進計画の性格を併せ持った、府における消費生活に関する総合的

な計画です。 

   消費者施策の展開にあたっては、大阪府の関係部局が連携し、消費生活と関係する庁内

等の計画との整合を図ります。 

 

 【消費生活と関係する庁内等の計画等】 

名      称 計画期間 

新・大阪府地震防災アクションプラン    ２０１５～２０２４ 

大阪府地域福祉支援計画（第４期）    ２０１９～２０２３ 

大阪府障がい者計画（後期計画）（第４次）    ２０１２～２０２０ 

大阪府高齢者計画２０１８    ２０１８～２０２０ 

大阪府食の安全安心推進計画（第３期）    ２０１８～２０２２ 

住まうビジョン・大阪    ２０１６～２０２５ 

豊かな環境づくり大阪行動計画    １９９６～毎年更新 

環境教育等行動計画    ２０１３～概ね 10 年 

大阪府循環型社会推進計画    ２０１６～２０２０ 

大阪府ギャンブル等依存症対策推進計画 ２０２０～２０２２ 

Ｏｓａｋａ ＳＤＧｓ ビジョン ２０２０～２０３０ 

    

３．計画の期間 

計画の期間は、令和２(2020)年度から令和６(2024)年度までの５年間とします。 

 

４．消費者施策の基本的な考え方・理念 

 

 

 

 

 

 

現在の社会においては、高齢化、高度情報化や国際化の急速な進展とともに、社会経済

の発展により様々な商品、役務や販売方法が生み出されており、消費者問題は、一層、複

雑化、多様化しています。 

また、消費者の利便性が高まった反面、本来、取引において対等であるはずの消費者と

事業者の間には情報の質及び量、交渉力、資力等の格差が生じており、消費者被害につい

てその手口も悪質化・巧妙化するなど、消費者は不利な立場に置かれることが多くなって

います。 

【めざすべき姿】 

○府、市町村、事業者、事業者団体、消費者（府民）、消費者団体が、それぞれの責務と役

割を認識して主体的に責任ある行動をとること。 

○お互いが協力し合いながら、安全・安心で持続可能な消費生活の実現、「消費者市民社会」

の構築をめざすこと。 
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さらに、社会経済活動の高度化、グローバル化が進む中で、地球規模での貧困問題や環

境・資源問題等が課題になっており、事業活動はもとより、社会経済に大きな影響を与え

る消費活動においても人や社会、環境等に配慮した行動が求められています。 

こうした状況のもと、条例の基本理念である「消費者の権利の確立及びその自立の支援」

を図り、消費者が安全・安心な消費生活を送ることができる社会の実現をめざし、社会を

構成する消費者、事業者や行政などが、それぞれの責務と役割を認識し、協力し合い、一

体となって、消費者の安全・安心の確保、消費者の自立、消費者教育の推進、消費者被害

の未然防止と救済に向けて取り組んでいく必要があります。 

 

＜府の責務＞ 

府は、広域的な地方公共団体として、府域の消費者行政の中核機能を果たす必要があり

ます。消費者問題の状況等の把握に努め、事業者指導、消費者教育・啓発、商品テスト 

（※22）、企画運営、情報収集・発信などと有機的に連携させることにより、広域的・専門的

観点から、国や市町村などとの適切な役割分担のもと、効果的、効率的に消費者行政を推

進していきます。 

とりわけ、市町村に対しては、身近な消費生活相談や消費者への情報提供等を担う役割

が果たせるよう「必要な助言、協力、情報提供その他の援助」といった支援が必要です。

具体的には、解決が難しい相談事案等に対する助言や消費生活苦情審査委員会でのあっせ

ん（※１）等、職員・相談員のスキルアップのための研修、消費者施策推進に向けての技術的

援助、人材育成・情報提供等の支援に一層取り組みます。 

消費者に対しては、的確な情報提供、消費者教育や啓発を実施するとともに、消費者団

体が行う消費生活の安定及び向上に資する健全かつ自主的な活動に必要な支援を行いま

す。 

事業者に対しては、法律や条例に基づき、適切な指導、処分等について的確に行います。 

 

＜事業者、事業者団体の責務＞ 

事業者は、健全な消費生活の実現が、事業者や産業の発展にもつながるという観点にた

ち、関係法令を遵守（コンプライアンスの確立）するとともに、安全・安心な商品や役務

の提供、公正な取引、消費者のニーズや期待に応えることにより社会的責任を果たす消費

者志向経営に努める必要があります。また、そのため、消費者にわかりやすく情報提供を

行うことや苦情処理体制の確立を図ることも求められます。 

事業者団体は、消費者問題に関する事業者の活動や事例、社会情勢等の情報を収集し、

事業者や消費者等への提供、啓発イベントの実施や媒体の制作等により安全・安心な消費

生活の実現に向けての事業者の活動を支援することが期待されています。 

 

＜消費者（府民）、消費者団体の役割＞ 

消費者は、自主的・合理的に判断・行動できる自立した消費者となるとともに、社会が

あらゆる面でグローバル化している中で、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相

互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社

会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可



5 

 

能な社会の形成に積極的に参画する「消費者市民社会」の構築に努めていくことが求めら

れています。 

消費者団体は、消費者が責任ある行動を取り、安全・安心な消費生活を送ることができ

るよう、必要な情報収集と提供、啓発等の活動を行うとともに、消費者の声を集約し、表

明していくことなどに取り組んでいくことが期待されています。 
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第２章 消費生活をめぐる現状と課題 
 

１．消費者を取り巻く環境の変化 

（１）人口減少社会（少子高齢化社会）の進展 

平成 29(2017)年に国立社会保障・人口問題研究所が取りまとめた『日本の将来推計人

口』によると、日本の年齢別人口構成の長期的な推移は、昭和 35(1960)年には 5.7％だっ

た高齢化率（全人口に占める 65 歳以上人口の割合）が、平成 27(2015)年には 26.6％

となり、令和 47(2065)年には 38.4％まで上昇する見込みであり、我が国の高齢化は着実

に進展しています。 

○図表１ 日本の年齢別人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」報告書３ページ 

http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_ReportALL.pdf 

大阪府の人口は平成 27(2015)年 10 月の国勢調査では 884万人と、平成 22(2010)年の

同調査から約３万人減少し、同調査の開始以来初めて人口が減少しました。『大阪府の将

来推計人口について』（平成 30(2018)年８月推計）によると、30年後の令和 27(2045)年

には 748万人となり、30年間で 136 万人の急激な減少が見込まれています。 

特に、世代別人口の構成比を見ると、令和 27(2045)年には、高齢者（65歳以上）が全

体の 36.2％を占めると見込まれます。また、生産年齢人口（15歳～64歳）の割合は減

少を続け、令和 27(2045)年には、平成 27(2015)年の 61.3％から 53.5％まで減少し、年

少人口（０歳～14歳）の割合は、全体の 10.3％にまで減少すると予測されています。さ

らに、高齢者の中でもいわゆる後期高齢者（75 歳以上）の人口が平成 27(2015)年の 105

万人から令和 27(2045)年には 152 万人に増加し、人口に占める割合も 11.9％から

20.4％になると推計されています。 

また、平成 27(2015)年では、一般世帯 392 万世帯のうち、37.5％の 147万世帯が単独

世帯であり、その中の 37.8％の 56万世帯が高齢単独世帯となっています。『大阪府人口

ビジョン』（平成 28(2016)年３月）によると、令和 17(2035)年には、一般世帯のうち単

独世帯が 40.8％を占め、高齢単独世帯は、一般世帯の５～６世帯にほぼ１世帯の割合に

あたる 17.4％の 65万世帯になると見込まれています。 

http://www.ipss.go.jp/pp-zenkoku/j/zenkoku2017/pp29_ReportALL.pdf
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○図表２ 大阪府の世帯数・世帯構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府政策企画部「大阪府人口減少社会白書「人口減少」の潮流（H26.3 推計による改訂版）」16 ページ 

http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/10938/00122693/tyouryuu_26.6.pdf 

一般に年齢が上がるにつれて認知症の発症率や要介護率が上昇するとされていること

から、総人口の減少に加え、このような人口構成や世帯構成の変化が、社会保障や経済

活動、府民の暮らしなど幅広い分野で影響を及ぼすことが考えられます。 

現在、商品・役務に起因する事故や悪質事業者による不当な契約など、様々な消費者

トラブルが発生していますが、特に高齢者の場合は、判断力の低下や身体能力の衰えな

どにより、消費者トラブルに巻き込まれるリスクが高まると考えられます。また、高齢

単独世帯が増えることで、周囲の目が届かずに、消費者トラブルに巻き込まれた際に誰

出典：2010(H22)年までは総務省「国勢調査」。将来推計については、大阪府住宅まちづくり部推計。 

（注）高齢世帯数のデータは 1980年(S55)以降とする。 
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43％ 
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大阪府の世帯数・世帯構成の推移と将来推計（1970(S45)～2035(H47)） 

http://www.pref.osaka.lg.jp/attach/10938/00122693/tyouryuu_26.6.pdf
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にも相談できずに一人で抱え込むといった問題が大きくなっていくことも考えられます。 

 

（２）高度情報通信社会の進展・商品や取引形態の多様化 

総務省が毎年公表している『通信利用動向調査の結果』の令和元年公表分（平成

30(2018)年調査）によると、世帯別の主な情報通信機器の保有状況について、スマート

フォンを保有している世帯の割合が平成 22(2010)年の調査開始以来、昨年初めて固定電

話やパソコンを保有している世帯の割合を上回り、令和元(2019)年調査では 79.2％に達

しました。また、スマートフォンと携帯電話・ＰＨＳを合計したモバイル端末全体の保

有率は 95.7％と、おおむね 95％前後で推移をしており、携帯電話・ＰＨＳからスマート

フォンに置き換わっている状況が認められます。さらに、インターネットの利用者の割

合は、全体で 79.8％で、スマートフォンが 59.5％、パソコンが 48.2％と、こちらもス

マートフォンがパソコンを上回っています。60 歳以上においては、まだパソコンの利用

が上回っていますが、今後、さらにスマートフォンの利用が進むものと見られます。 

○図表３ 情報通信機器の普及状況 

 

総務省「平成３０年通信利用動向調査ポイント」3 ページ 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/190531_1.pdf 

また、我が国のＢtoＣ（※30）電子商取引の市場規模が平成 19(2007)年の 5.3 兆円から平

成 29(2017)年には 16.5兆円と、10年間で約３倍に増加しているほか、家計におけるイ

ンターネットを通じた世帯あたりの支出総額も、平成 29(2017)年には１世帯当たり月平

均で約３万円となっており、10年前の 10 倍に増加しています。 

インターネット取引には、店舗の営業時間を気にする必要がない、自宅で商品や役務

の価格や内容をじっくり比較できる、移動時間や交通費がかからないなどのメリットが

あることから、急速に普及が進んでいるものと考えられます。その一方で、インターネ
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ットの匿名性、非対面性、操作の容易性等を悪用した詐欺的商法等に利用されることが

あり、また、インターネットオークション、オンラインフリーマーケット等に見られる

ように、多種の事業者が関与してサービスが組み立てられていることもあり、消費者に

とって、誰がどこまでの責任を負っているのかが特定しにくく、トラブルが発生した際

も解決が困難である場合が多くなっています。 

この結果、消費生活相談の販売購入形態別割合の推移においても、「店舗販売」が減少

する一方、「インターネット通販」が増加し、平成 29(2017)年には、「インターネット通

販」の割合が 26.0％となり、「店舗販売」の 25.2％を上回りました。ここで言う「イン

ターネット通販」は、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、

アダルト情報サイトに代表される、ウェブサイトを利用したサイト利用料、オンライン

ゲーム等のデジタルコンテンツも入っており、より相談件数が増加しているのは、デジ

タルコンテンツ以外のいわゆる通常のインターネット通販となっています。 

 

（３）グローバル化の進展 

国際化の進展に伴い、食料品、衣料品、電気製品等の様々な商品が我が国

に輸入されて流通することとなり、私たちは日常生活においても数多くの外

国産の商品に囲まれて生活しています。また、近年では、先述した情報化の進展と

も相まって、インターネット等を通じて消費者が知らないうちに海外の事業者と越境取

引（※５）を行うことが生じており、消費者の取引は今や国内にとどまらずグローバル化が

進展していると言えます。 

また、平成 30(2018)年６月に閣議決定された「未来投資戦略 2018」では、

外国人材の活躍推進策として、令和４(2022)年末までに 20,000 人の高度外国

人材の認定をめざすとともに、令和２(2020)年までに外国人留学生の受け入

れを 30 万人まで増やすことが、重要な評価指標の一つとして掲げられています。 

平成 29(2017)年 12 月までに高度外国人材として認定された外国人数は

10,572 人、平成 29(2017)年５月時点の大学・大学院などの高等教育機関にお

ける外国人留学生は 188,384 人です。平成 31(2019)年４月の改正出入国管理

及び難民認定法（以下「改正出入国管理法」という。）の施行などにより、今

後、さらに定住外国人が増加することは間違いありません。 

海外との取引や外国人との取引でトラブルが生じた場合には、法律、商慣習、文化、

言語の違いなどから、解決が困難となることが考えられます。 

 

（４）キャッシュレス化の推進等 

平成 29（2017）年６月に閣議決定された「未来投資戦略 2017」において、令和９(2027)

年までにキャッシュレス決済比率を４割程度とすることが、重要な評価指標の一つとし

て掲げられました。平成 29(2017)年のクレジットカードと電子マネーによる決済額は、

民間最終消費支出（名目値、２次速報値）の 21.0％で、今後 10 年間でキャッシュレス

決済比率をほぼ倍増する計画になっており、キャッシュレス化の進展は避けられない状

況です。 
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○図表４ キャッシュレス支払手段の例 

 

経済産業省「キャッシュレス・ビジョン 平成 30 年 4 月」4 ページ 

http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180411001/20180411001-1.pdf 

キャッシュレス化の推進は、労働者人口の減少を踏まえて、実店舗等の無人化や省力

化、現金資産の見える化と流動性向上、不透明な現金流通の抑止による税収向上や、支

払いデータの利活用による消費の利便性向上と活性化を図るものとされています。 

キャッシュレスの支払手段は、大きく分類するとクレジットカードに代表されるポス

トペイ（後払い）と、交通系電子マネーなどに代表されるプリペイド（前払い）、銀行系

デビットカードに代表されるリアルタイムペイ（即時払い）の３つに分けられます。平

成 30(2018)年４月に経済産業省が発表した「キャッシュレス・ビジョン」によると、平

成 28(2016)年の民間最終消費支出に占める割合は、ポストペイが 18.0％、プリペイドが

1.7％、リアルタイムペイが 0.3％とされています。 

スマートフォンの急速な普及に伴い、今後は、ＱＲコードやＮＦＣ（近距離無線通信

規格）を用いるモバイルウォレットによるリアルタイムペイ（ただし、プリペイドやポ

ストペイも可能）が増えることが想定されます。 

また、流通事業者によるポイントサービスや航空事業者によるマイレージプログラム

など、通貨に類似する価値の取引が増大しており、平成 29(2017)年には、世界的な暗号

資産（仮想通貨）ブームが起こりました。 

決済方法や取引形態が多様化することにより、消費者の利便性が向上する一方で、金

銭価値が見えにくいため、これまで以上に複雑かつ高度な金銭管理能力が求められるよ

うになってきました。情報セキュリティに関する基本的な対策や知識を十分に持たずに

利用した場合の危険性が高まることが懸念されます。また、キャッシュレス化はパスワ

ード等個人を特定する情報の活用を前提としており、加齢や健康状態等により金銭管理

が困難になったり、消費者トラブルに巻き込まれる可能性も考えられます。 

なお、消費者金融の過剰な貸し付けにより社会問題化した多重債務問題は、数次の貸

金業法の改正と厳しい指導監督により、業者数が最多時の 27分の１にまで減少し、上限

金利の引下げや返済能力を超えた貸付の禁止（総量規制の導入）の効果もあって、一定

鎮静化しています。また、総量規制の対象外だった銀行カードローンについても、平成

29(2017)年から一定の自主規制が行われています。 

http://www.meti.go.jp/press/2018/04/20180411001/20180411001-1.pdf
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しかし、一方で最高裁判所の司法統計年報によると、自己破産の件数は、平成 28（2016）

年から平成 30（2018）年まで連続で増加傾向にあります。 

今後、キャッシュレス（ポストペイ）化の進展により、実際の収入以上の商品や役務

の購入が可能になること、さらには令和４（2022）年に成年年齢を引き下げる改正民法

が施行されること等により、新たな多重債務問題を引き起こすことが懸念されます。 

 

（５）持続可能な社会の形成 

平成 27(2015)年９月、「国連持続可能な開発サミット」において、「持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ）」を中核とする、「持続可能な開発のための 2030アジェンダ」が採択され

ました。ＳＤＧｓは、17の目標と 169 のターゲットで構成され、平成 28(2016)年１月に

正式に発効した、令和 12年（2030）年までの国際目標です。 

ＳＤＧｓの目標 12 では「持続可能な生産・消費形態を確保する（つくる責任・つかう

責任）」が掲げられ、世界全体の一人当たりの食糧の廃棄の半減や、人々があらゆる場所

において、持続可能な開発及び自然と調和したライフスタイルに関する情報と意識を持

つようにすることなどが盛り込まれています。 

    大阪府では、2025 年大阪・関西万博の開催都市として、世界の先頭に立ってＳＤＧｓ

の達成に貢献するＳＤＧｓ先進都市をめざして取組みを進めており、令和２（2020）年

3 月にはオール大阪でＳＤＧｓの新たな取組の創出を図っていくことを目的とした「Ｏ

ｓａｋａ ＳＤＧｓ ビジョン」を策定しました。このビジョンにおいても、大阪・関西

万博に向けて重点的に取り組んでいくゴールの一つとして、「ゴール 12『持続可能な生

産と消費』」を位置付けています。 

消費者庁において、平成 29(2017)年４月に持続可能なライフスタイルへの理解を促進

するため、「倫理的消費調査研究会」が設置され、そのとりまとめの中で人や社会・環境

等に配慮した消費行動を示した「エシカル（倫理的）消費」（※３）という新しい活動概念

が打ち出されました。具体的な消費行動の例として、「人への配慮」として障がい者支援

につながる消費、「社会への配慮」としてフェアトレード商品等の消費、「環境への配慮」

としてエコ商品、リサイクル製品、資源保護等に関する認証付き商品等の消費、「地域へ

の配慮」として、地産地消、被災地産品の応援消費などが挙げられています。 

また、令和元(2019)年５月、食品ロスの削減を総合的に推進することを目的とした「食

品ロスの削減の推進に関する法律」が成立し、食品ロスの削減に関し、国、地方公共団

体等の責務等を明らかにするとともに、地方公共団体は国の基本方針を踏まえ、食品ロ

ス削減推進計画を定めるよう努めなければならないこと等が規定されました。国及び地

方公共団体は、消費者、事業者等に対する教育及び学習の振興、普及啓発等や食品関連

事業者の取組に対する支援に関し必要な施策を講ずるものと明記されています。 
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（出典）国際連合広報センターホームページ 

 

（６）国における消費者行政の動き 

社会構造の変化により消費者問題が複雑化する中で、国においては、平成 21(2009)年

９月に消費者庁及び消費者委員会設置法が制定されました。消費者庁の設置に伴い、こ

れまで関係省庁それぞれで所管していた関係法令は消費者庁で一元的に所管されること

になり、平成 25(2013)年には、食品表示法が制定されて、これまで農林物資の規格化及

び品質表示の適正化に関する法律（以下「ＪＡＳ法」という。）や食品衛生法、健康増進

法でそれぞれ定められていた食品表示に関する規定が整理、統合されるなど、関係法令

の改正が行われました。 

国の消費者政策は、消費者基本法第９条の規定に基づいて策定される「消費者基本計

画」に沿って進められています。現在は、平成 27(2015)年３月に閣議決定された「第３

期消費者基本計画」により、毎年、消費者を取り巻く状況の変化を踏まえて「消費者基

本計画工程表」が改定され、関係府省庁等が講ずべき具体的施策の取組予定が示されて

います。令和２(2020)年３月に、次期計画となる第４期消費者基本計画が策定されまし

た。 

また、地方における消費者行政の体制整備の取組として、平成 27(2015)年３月に「地

方消費者行政強化作戦」が策定・公表され、消費生活センターの設立促進や見守りネッ

トワークの構築など５つの政策目標を掲げ、地方消費者行政推進交付金の制度を通じて

都道府県及び市町村の消費者行政の充実・強化を支援しています。平成 30(2018)年度か

らは、「地方消費者行政強化交付金」（※25）制度が創設され、ＳＤＧｓに関連する施策や経

済社会環境の変化に対応した地方消費者行政の体制整備などの施策に積極的に取り組む

地方公共団体を支援することとしています。 

さらに、平成 27(2015)年７月から、消費生活相談窓口のより一層の周知を図るため、

住民の最寄りの消費生活相談窓口を全国共通の３桁の電話番号「１８８（いやや!）」番

により案内する消費者ホットライン（※21）がスタートしています。 
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２．府における消費者相談等の状況 

（１）府内消費生活相談窓口に寄せられた消費生活相談の概要 

[１] 消費生活相談件数の推移 

平成 30(2018)年度に大阪府内の消費生活相談窓口が受け付けた相談件数は 73,817 件で、

平成 26(2014)年度以降、70,000件から 76,000件程度で推移しています。 

○図表５ 相談件数の推移 

 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

契約当事者の年代別で見ると、平成 26(2014)年度以降、60 歳以上で相談全体の 30％

以上を占め、約３件に１件の割合となっています。特に 70 歳以上は概ね 15,000 件前後

で推移していた件数が、平成 30(2018)年度には約 17,000 件となり、全相談件数に占め

る割合も約４件に１件となっています。 

 

○図表６ 契約当事者の年代別件数 

件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比 件数 構成比

1,500 2.0%

１８～１９歳 749 1.0%

6,684 9.0% 6,716 8.9% 6,460 8.5% 6,051 8.6% 5,961 8.1%

9,280 12.5% 8,771 11.6% 8,328 10.9% 7,227 10.3% 6,841 9.3%

12,191 16.4% 11,873 15.7% 11,486 15.0% 10,045 14.3% 9,683 13.1%

8,991 12.1% 9,044 12.0% 9,588 12.6% 9,026 12.9% 9,596 13.0%

4,319 5.9%

21,876 29.6%

６５～６９歳 4,941 14.7%

７０～７４歳 5,798 7.9%

７５～７９歳 5,016 6.8%

８０歳以上 5,225 7.5% 6,121 8.3%

10,462 14.0% 12,249 16.2% 13,817 18.1% 13,106 18.7% 14,034 19.0%

74,463 100.0% 75,461 100.0% 76,355 100.0% 70,105 100.0% 73,810 100.0%

2.2% 1,213 1.7%

15,153 20.1% 14,867

13.2%

19.5%

9,245

8,967

13.2%

2,070 2.8% 1,699

9,585 12.7%

２９年度２８年度２７年度
契約当事者

３０年度２６年度

２０歳未満

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

10,110

12.8%

その他・不明

計

６０～６４歳

６５歳以上

2,173 2.9%

10,063 13.5%

14,619 19.6%

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 
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市町村消費生活センターの新設など、市町村の相談体制強化の取組が進んだことによ

り、府消費生活センターへの相談割合は概ね 11％となっており、住民に身近な市町村消

費生活相談窓口が重要な役割を担っています。 

 

○図表７ 市町村と府センターの相談件数 

26 27 28 29 30

市町村 65,969 67,018 67,528 62,472 65,557

大阪府消費生活センター 8,494 8,443 8,833 7,633 8,260

合計 74,463 75,461 76,361 70,105 73,817

市町村 88.6 88.8 88.4 89.1 88.8

大阪府消費生活センター 11.4 11.2 11.6 10.9 11.2

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

相談件数

割合

年度

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」及び「大阪府消費生活センター各

年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

[２] 相談内容の特徴 

(ア)内容別の特徴 

商品・役務別の相談件数では、平成 26(2014)年度以降インターネット関連の相談が上

位になっています。「デジタルコンテンツ」は、平成 29(2017)年度以降、減少傾向にあ

りますが、依然として最も多い相談となっています。 

インターネット関連では、「インターネット接続回線」（自宅で利用する光回線等イン

ターネット回線）、「移動通信サービス」（携帯電話・スマートフォン等の通信回線）に関

する相談は、平成 27(2015)年度以降概ね減少傾向にあるものの、なお相談の上位を占め

ています。 

また、ハガキ・メールによる架空請求は、平成 28(2016)年度の 206件から平成 29(2017)

年度は 1,614 件に急増し、平成 30(2018)年度も 1,805 件と増加しています。 

 直近の平成 30(2018)年度の相談の特徴を見ると、６月の大阪府北部地震や、９月の台

風 21号など自然災害の影響による相談が寄せられ、例年に比べ「工事・建築」、「賃貸ア

パート」、「損害保険」といった内容が増加しています。また、平成 28(2016)年４月から

の電力の小売り完全自由化に伴い、電気に関する相談が平成 28(2016)年度 311 件だった

ものが平成 29(2017)年度は 509件、さらに平成 30(2018)年度は 1,242件が寄せられまし

た。新規参入業者からの訪問販売や電話勧誘販売により、意図せず電気事業者の契約先

が変わってしまったなどのトラブルが主な相談内容となっています。 
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○図表８ 相談の多い商品・役務（上位 20 位） 

順位 商品・役務 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

1 デジタルコンテンツ 13,491 12,728 13,077 8,690 7,533

2 賃貸アパート 2,719 2,878 2,707 2,888 3,190

3 工事・建築 1,887 1,793 1,763 1,759 2,956

4 健康食品 1,257 1,708 2,470 2,376 2,347

5 移動通信サービス 1,764 2,207 2,175 2,063 2,152

6 食料品（健康食品以外） 201 2,193 1,986 2,070 1,931

7 インターネット接続回線 2,336 2,911 2,833 2,308 1,903

8
ハガキ・メールによる架空請求

（デジタルコンテンツを除く）
251 261 206 1,614 1,805

9 化粧品 761 826 1,047 1,384 1,789

10 新聞 1,590 1,544 1,529 1,563 1,353

11 電気 178 255 311 509 1,242

12 フリーローン・サラ金 1,751 1,530 1,353 1,179 1,123

13 医療 1,183 1,138 1,130 1,071 1,106

14 テレビ放送サービス 852 985 929 1,170 1,053

15 自動車 990 1,001 1,112 995 988

16 紳士・婦人洋服 892 793 835 1,078 915

17 携帯電話（スマートフォンを含む） 1,030 1,122 998 897 908

18 生命保険 752 685 701 558 675

19 ファンド型投資商品 865 617 436 406 661

20 損害保険 377 377 368 345 606  

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

○図表９ デジタルコンテンツの具体的内容 

商品・役務 ２6年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

有料サイトの架空請求 2,426 2,747 4,846 3,805 2,106

アダルト情報サイト 8,004 6,654 4,856 1,733 1,427

サクラサイト（出会い系サイト） 835 774 693 667 688

オンラインゲーム 348 371 355 354 395

偽セキュリティソフト 6 28 185 121 296

その他のデジタルコンテンツ※ 1,872 2,154 2,142 2,010 2,621

計 13,491 12,728 13,077 8,690 7,533
 

※その他のデジタルコンテンツには、情報商材、セキュリティソフトなどを含む 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

平成 30(2018)年度契約当事者年代別の商品・役務別相談件数では、デジタルコンテン

ツは、80歳以上を除き、どの年齢層においても最も多い相談となっています。 

    20 歳代未満では、健康食品、化粧品に関する相談が多く、20 歳代では賃貸アパート、

エステティックサービス、内職・副業などの相談が上位を占めています。30 歳代、40
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歳代、50 歳代では、賃貸アパート、健康食品の相談が、60 歳代、70 歳代では工事・建

築、ハガキ・メールによる架空請求が多くなっています。80 歳以上は工事・建築、新聞

に関する相談が上位を占めています。 

 

○図表１０ 契約当事者年代別 相談の多い商品・役務【上位 10位】 

件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数

1
デジタルコ
ンテンツ

508
デジタルコ
ンテンツ

820
デジタルコ
ンテンツ

731
デジタルコ
ンテンツ

1,250
デジタルコ
ンテンツ

1,265
デジタルコ
ンテンツ

1,206
デジタルコ
ンテンツ

906
工事・建
築

413

2 健康食品 91
賃貸ア
パート

526
賃貸ア
パート

637
賃貸ア
パート

500 健康食品 483
工事・建
築

481
工事・建
築

661 新　聞 398

3 化粧品 89
エステ
ティック
サービス

288
移動通信
サービス

223 健康食品 408
賃貸ア
パート

394
ﾊｶﾞｷ・ﾒｰﾙ
による架
空請求

443
ﾊｶﾞｷ・ﾒｰﾙ
による架
空請求

543
食料品
(健康食
品以外)

268

4
紳士・婦
人洋服

37
移動通信
サービス

214 健康食品 177 化粧品 327
工事・建
築

372 健康食品 337
インター
ネット接続
回線

365
デジタルコ
ンテンツ

240

5
移動通信
サービス

35
内職・副
業

192
インター
ネット接続
回線

170
移動通信
サービス

321 化粧品 345
インター
ネット接続
回線

306 新　聞 327 健康食品 227

6 履　物 33 化粧品 180
紳士・婦
人洋服

166
工事・建
築

283
移動通信
サービス

328
移動通信
サービス

283
移動通信
サービス

327
ﾊｶﾞｷ・ﾒｰﾙ
による架
空請求

214

7
自動車
(バイクを
含む）

27
インター
ネット接続
回線

139
食料品
(健康食
品以外)

158
インター
ネット接続
回線

251
インター
ネット接続
回線

254 化粧品 262
食料品
(健康食
品以外)

326 電　気 172

8 コンサート 24
紳士・婦
人洋服

120 化粧品 157
食料品
(健康食
品以外)

193
食料品
(健康食
品以外)

239
食料品
(健康食
品以外)

259 健康食品 277
インター
ネット接続
回線

147

9 補習教育 22 自動車 120
工事・建
築

150
紳士・婦
人洋服

191
ﾊｶﾞｷ・ﾒｰﾙ
による架
空請求

177
賃貸ア
パート

216
テレビ放
送サービ
ス

255
テレビ放
送サービ
ス

146

10
賃貸ア
パート

22
フリーロー
ン・サラ金

118 医　療 144 自動車 188
フリーロー
ン・サラ金

166 新　聞 192 電　気 249
移動通信
サービス

129

総計 1,500 5,959 6,838 9,682 9,596 9,262 10,813 6,121

８０歳以上６０歳代 ７０歳代
順位

２０歳代 ３０歳代 ４０歳代 ５０歳代２０歳未満

    備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

また、暗号資産（仮想通貨）に関する相談は、平成 26(2014)年度の 21 件から年々増加

し、平成 30(2018)年度は 602件に急増しました。相談内容は、暗号資産（仮想通貨）で儲

ける方法の情報商材購入トラブルや未上場の暗号資産（仮想通貨）で儲ける投資など、暗

号資産（仮想通貨）に便乗した詐欺的な儲け話や投資話が主な内容でした。 

〇図表１１  暗号資産（仮想通貨）に関する相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 
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 (イ)販売方法別の特徴 

販売購入形態別相談件数では、平成 26(2014)年度以降、「通信販売」に関する相談が最

も多く寄せられており、うちインターネット通販が概ね 70％を占めています。次いで「店

舗購入」、「訪問販売」の順で、大きな変化の傾向は見られません。 

 

○図表１２ 販売購入形態別相談件数 

販売購入形態 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

通信販売 24,564 24,140 26,233 22,151 23,080

（インターネット通販） (17,218) (16,847) (18,640) (15,123) (15,775)

店舗購入 22,274 22,480 21,234 19,956 20,396

訪問販売 7,296 7,401 6,895 6,734 7,532

電話勧誘販売 5,296 4,916 4,373 3,463 3,181

マルチ・マルチまがい 804 982 1,048 776 749

その他無店舗 745 809 716 660 726

訪問購入 689 727 666 618 560

ネガティブ・オプション 177 207 293 246 209

不明・無関係 12,515 13,669 14,872 15,480 17,365

計 74,360 75,331 76,330 70,084 73,798
 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

インターネット通販の相談内容を見ると、最も多いのは「デジタルコンテンツ」ですが、

平成 29(2017)年度以降減少傾向にあり、「健康食品」、「化粧品」の相談が年々大幅な増加

傾向にあります。お試しだと思い購入したところ、定期購入になっていた等のトラブルが

めだっています。 

 

○図表１３ インターネット通販の相談内容 

 
備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

[３] 契約当事者の年代別の相談の特徴 

 (ア)65歳以上の高齢者 

65 歳以上が契約当事者の相談件数は、平成 26(2014)年度以降概ね増加傾向にあり、約

19,000 件から、22,000 件で推移しています。全相談件数に占める割合も年々増加し、平

成 30(2018)年度には約 30％となり、全相談の３件に１件に迫り高い割合となっています。 

商品・役務 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

デジタルコンテンツ 11,189 10,409 10,842 6,897 5,739

健康食品 205 560 1,162 1,401 1,486

化粧品 126 291 462 770 1,162

紳士・婦人洋服 322 306 365 638 534

架空請求メール（デジタルコンテンツを除く） 44 68 75 177 304
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○図表１4高齢者の相談件数と全相談件数に占める割合（65歳以上） 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

平成 30(2018)年度の商品･役務別の最も多い相談は、「デジタルコンテンツ」の 1,771 件

ですが、「新聞」(839 件)や「ハガキ・メールによる架空請求」(1,038件)が、全相談件数

に占める 65歳以上の割合がそれぞれ 62％、57.5％と、非常に高くなっています。 

 

○図表 1５ 高齢者の相談の多い商品･役務(上位 10 位） 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

平成 30(2018)年度の販売購入形態別の相談状況を見ると、「訪問購入」（※32）、「訪問販売」

（※33）、「電話勧誘販売」については、全相談件数に占める割合が、それぞれ 63.2％、49.2％、

48.4％と非常に高くなっています。これは、他の年代層と比べ、在宅機会が多いことが要

因の一つと考えられます。 

件数では、「通信販売」（5,192件）が最も多く、次いで「店舗購入」（5,135 件）が多く

寄せられました。 

順  全体   

   うち 全体に占 

位   65 歳以上 める割合 

 総件数 73,798 21,875 29.6% 

1 デジタルコンテンツ 7,533 1,771 23.5% 

2 工事・建築 2,956 1,350 45.7% 

3 
ﾊｶﾞｷ・ﾒｰﾙによる架空請求

(ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂを除く) 
1,805 1,038 57.5% 

4 新 聞 1,353 839 62.0% 

5 食料品（健康食品以外） 1,931 725 37.5% 

6 インターネット接続回線 1,903 694 36.5% 

7 健康食品 2,347 638 27.2% 

8 移動通信サービス 2,152 611 28.4% 

9 電 気 1,242 521 41.9% 

10 テレビ放送サービス 1,053 478 45.4% 
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○図表 1６ 高齢者の相談の多い販売形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

認知症等の高齢者に関する相談は、この５年間において 629 件から 710件で推移してい

ます。また、本人以外からの相談は相談全体の概ね 80％となっています。 

 

○図表 1７ 認知症等の高齢者に関する相談件数 

平成２6年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

認知症等の高齢者に関する相談件数 680 630 710 647 629

契約者が相談者と同一 150 98 144 113 123

契約者が相談者と異なる 525 525 558 524 498

無回答（未入力） 5 7 8 10 8  

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

全般的に相談者が住民に身近な市町村の窓口を利用している傾向の中で、特に 65 歳以

上の相談者では、その割合がさらに高くなり 90％以上となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  全 体    

   うち 全体に占 

    65 歳以上 める割合 

総件数 73,798 21,875 29.6% 

通信販売 23,080 5,192 22.5% 

店舗購入 20,396 5,135 25.2% 

訪問販売 7,532 3,702 49.2% 

電話勧誘販売 3,181 1,539 48.4% 

訪問購入 560 354 63.2% 

その他無店舗 726 236 32.5% 

マルチ・マルチまがい（※34） 749 77 10.3% 

ネガティブ・オプション（※28） 209 63 30.1% 

その他 17,365 5,577 32.1% 
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○図表 1８ 65 歳以上の高齢者の相談先別相談件数 

割合（％） 割合（％）

54,902 100.0 55,400 100.0

府センター 6,789 12.4 府センター 6,662 12.0

市町村 48,113 87.6 市町村 48,738 88.0

19,561 100.0 20,061 100.0

府センター 1,705 8.7 府センター 1,781 8.9

市町村 17,856 91.3 市町村 18,280 91.1

割合（％） 割合（％）

56,071 100.0 50,792 100.0

府センター 6,994 12.5 府センター 5,822 11.5

市町村 49,077 87.5 市町村 44,970 88.5

20,290 100.0 19,313 100.0

府センター 1,839 9.1 府センター 1,811 9.4

市町村 18,451 90.9 市町村 17,502 90.6

割合（％）

51,942 100.0

府センター 6,079 11.7

市町村 45,863 88.3

21,875 100.0

府センター 2,181 10.0

市町村 19,694 90.0

内訳

相談者年齢

６５歳未満

６５歳以上

内訳 内訳

相談先 相談先

平成２８年度 平成２９年度

件数（件） 件数（件）

相談先 相談先

相談先

内訳

平成２７年度

件数（件）

相談先

内訳

平成２６年度

内訳
６５歳未満

相談先

相談者年齢
件数（件）

相談者年齢
平成３０年度

件数（件）

６５歳以上

相談先

内訳

内訳

６５歳以上

相談先

内訳

６５歳未満

相談先

内訳

 
※大阪府内における 65 歳未満、65 歳以上の相談者の各年度相談件数。 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

(イ)若年者層の相談の特徴 

20 歳代以下の若者が契約当事者の相談件数は減少傾向が見られ、平成 26(2014)年度の

8,849件から平成 30(2018)年度は 7,459件となっています。また、全相談件数に占める割合

は 10％程度で、同様に減少傾向が見られます。 
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○図表 1９ 若者の相談件数と全相談件数に占める割合（20歳代以下） 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

平成 30(2018)年度の商品･役務別の相談状況を見ると、「エステティックサービス」（305

件）と「内職・副業」(210件)は、全相談件数に占める 20歳未満の割合が、それぞれ 54.3％、

43.7％と非常に高くなっています。 

件数では、「デジタルコンテンツ」が最も多く 1,328 件、次いで賃貸アパート 548 件、

エステティックサービス 305件となっています。 

○図表２０ 若者の相談の多い商品･役務(上位 10 位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

平成 30(2018)年度の販売購入形態別の相談状況を見ると、「マルチ・マルチまがい」（371

件）については全相談件数に占める 20歳未満の割合が 49.5％と非常に高くなっています。

件数では、通信販売（3,162 件）、次いで店舗購入（2,311 件）が多く、この３つで 20 歳

代以下全体の 70％以上を占めています。 

順  全体    

   うち 全体に占 

位    20 歳代以下 める割合 

 総件数 73,798 7,459 10.1% 

1 デジタルコンテンツ 7,533 1,328 17.6% 

2 賃貸アパート 3,190 548 17.2% 

3 エステティックサービス 562 305 54.3% 

4 化粧品 1,789 269 15.0% 

5 移動通信サービス 2,152 249 11.6% 

6 内職・副業 481 210 43.7% 

7 健康食品 2,347 206 8.8% 

8 紳士・婦人洋服 915 157 17.2% 

9 インターネット接続回線 1,903 152 8.0% 

10 自動車 988 147 14.9% 
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○図表２１ 若者の相談の多い販売購入形態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：「大阪府内の消費生活窓口 平成３０年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

20 歳に比べ、18 歳、19 歳の相談件数は少なくなっています。これは民法の未成年者

契約の取消が抑止力として働いていることが要因の一つと考えられます。 

令和４(2022)年４月の改正民法の施行により、未成年者契約の取消が適用されなくな

る 18 歳、19 歳の消費者被害の防止が大きな課題であり、若年層への消費者教育を充実

していく必要があります。 

 

○図表２２ 18歳から 21 歳の年齢別相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大阪府内における 18 歳から 21 歳の平成３０年度契約当事者別相談件数。 

備考：令和元年５月３１日現在 PIO-NET（※29）登録件数により抽出。 

  全体    

   うち 全体に占 

   20 歳代以下 める割合 

総件数 73,798 7,459 10.1% 

通信販売 23,080 3,162 13.7% 

店舗購入 20,396 2,311 11.3% 

訪問販売 7,532 581 7.7% 

マルチ･マルチまがい 749 371 49.5% 

電話勧誘販売 3,181 134 4.2% 

その他無店舗 726 86 11.8% 

ネガティブ・オプション 209 12 5.7% 

訪問購入 560 7 1.3% 

その他 17,365 795 4.6% 
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(ウ)危害及び危険に関する相談の特徴 

この５年間において、危害に関する相談（商品・役務・設備に関連して身体に怪我、

病気等の危害を受けたという相談）は 800 件から 968 件で推移しています。 

「化粧品」、「医療」、「健康食品」による危害件数が上位を占め、特に化粧品は、平成

30(2018)年度は 138件に増加しています。 

○図表２３ 危害件数 

商品・役務 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

化粧品 118 91 86 118 138

医療 141 107 120 106 111

（うち美容医療） (55) (31) (41) (30) (36)

健康食品 29 73 137 131 108

食料品（健康食品以外） 133 116 108 83 93

外食 62 60 56 33 32

エステティックサービス 62 43 45 37 21

パーマ 33 23 21 28 17

医薬品 9 16 17 11 17

洗浄剤等 11 8 11 17 13

家具類 15 11 16 12 13

賃貸アパート 22 13 10 16 13

その他 287 287 299 237 224

計 968 848 926 829 800  

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 

 

危険に関する相談(危害を受けたわけではないが､そのおそれのある相談)は、平成

26(2014)年度の 396件から年々減少傾向が見られ、平成 30(2018)年度は 249 件となっていま

す。 

○図表２４ 危険件数 

商品・役務 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

食料品（健康食品以外） 72 72 38 41 28

空調・冷暖房機器 21 33 18 24 24

自動車 51 35 19 25 22

携帯電話（充電器を含む） 10 8 11 10 17

電子レンジ類 11 7 5 8 10

自転車・用品 20 13 12 24 9

（うち電動自転車） (9) (7) (5) (17) (3)

照明器具 14 15 6 4 8

医療 4 5 3 1 8

パソコン・パソコン関連用品 7 10 7 8 7

テレビジョン 5 2 8 7 7

その他 181 181 154 104 109

計 396 381 281 256 249  

備考：「大阪府内の消費生活窓口 各年度消費生活相談の概要」より抽出 
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（２）特殊詐欺の発生状況 

  「特殊詐欺」とは、面識のない不特定の者に対し、電話その他の通信手段を用いて、預貯

金口座への振込みその他の方法により、現金等をだまし取る詐欺をいい、振り込め詐欺（オ

レオレ詐欺（※10）、架空請求詐欺、融資保証金詐欺及び還付金等詐欺（※12））及び振り込め詐欺

以外の特殊詐欺（金融商品等取引名目の特殊詐欺、ギャンブル必勝情報提供名目の特殊詐欺、

異性との交際あっせん名目の特殊詐欺及びその他の特殊詐欺）を総称したものをいいます。 

平成 30(2018)年中の全国の特殊詐欺認知件数は 16,496 件で、前年に比べて 9.4％減少し

ました。被害額は 363.9億円と４年連続で減少したものの、認知件数・被害額共に高水準で

推移しており、依然として深刻な情勢となっております。 

オレオレ詐欺が認知件数 9,145件、被害額 188.9億円、架空請求詐欺が認知件数 4,844件、

被害額 138.4 億円、還付金等詐欺が認知件数 1,904 件、被害額 22.5 億円でした。 

平成 29(2017)年に大幅に増加したオレオレ詐欺は、平成 30(2018)年も前年比で認知件数

が増加しました。 

平成 29(2017)年に大幅に増加した架空請求詐欺は、平成 30(2018)年は前年比で認知件数

が減少した一方で、被害額は増額しました。 

オレオレ詐欺と架空請求詐欺の２手口で認知件数全体の 84.8％を占めています。また、金

融商品・役務や通信手段の変化に合わせた新しい手口による被害が発生しており、2019年度

は役所の職員や銀行員等になりすまし、キャッシュカードを別のカードにすり替えてだまし

取る、キャッシュカードすり替えによる窃盗の被害が急増しています。 

平成 29(2017)年に減少に転じた還付金等詐欺は、平成 30(2018)年も認知件数・被害額共

に前年比で大幅に減少しました。 

 

○図表 2５ 平成３０年の特殊詐欺認知・検挙状況等について 

 

備考：警察庁「平成３０年の特殊詐欺認知・検挙状況等について（確定値版）」1 ページより抽出 

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/sousa/sagi.html 

 

同様に府内について見ると、平成 30(2018)年中の特殊詐欺認知件数は 1,622 件、被害額は

約 35.8億円で、認知件数は前年より増加したものの、被害額は前年から減少しています。 

なお、警察庁がまとめた「平成 30年の特殊詐欺認知・検挙状況等について（確定値版）」

によれば、特殊詐欺被害者の 78.1％が 65 歳以上の高齢者です。 

 

 

https://www.npa.go.jp/publications/statistics/sousa/sagi.html
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○図表 2６ 大阪府下の特殊詐欺認知件数と被害額の推移 

 

※被害金額は、キャッシュカード手交型の特殊詐欺における ATM 引出（窃取）額を含む。 

※特殊詐欺【窃盗】は、平成 30 年の統計から計上している。 

  備考：大阪府警察ホームページ「特殊詐欺関係情報より」 

https://www.police.pref.osaka.lg.jp/seikatsu/tokusyusagi/hassei/6648.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.police.pref.osaka.lg.jp/seikatsu/tokusyusagi/hassei/6648.html
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（３）悪質事業者に対する関係法令等による行政処分、指導等の状況 

府内の消費生活センターには、高齢者をはじめ多くの消費者から事業者による消費者被害

に関する相談が寄せられています。府では、訪問販売や訪問買取などの特定の取引形態を規

制する特定商取引に関する法律（以下、「特定商取引法」という。）（※27）や、消費者の自主的

かつ合理的な選択を阻害する表示や景品等を規制する不当景品類及び不当表示防止法（以下

「景品表示法」という。）（※31）、不当な取引行為を広く規制する府消費者保護条例等の法令に

基づいて、悪質な取引行為を行う事業者に対して、厳正な行政処分、指導、情報の公表等を

行っています。 

○図表２７ 関係法令に基づく悪質事業者への処分・指導 

《特定商取引法及び府条例並びに景品表示法に基づく処分・指導件数》（単位：件） 

H26 H27 H28 H29 H30 R1(*5)

95 84 62 69 131 143

40 34 28 32 58 77

55 50 34 37 73 66

0 1 0 0 4 12

業務停止命令 0 1 0 0 1 3

指示 0 0 0 0 1 4

業務禁止命令(*1) - - - - 2 5

公表(*2) 0 0 0 1 0 0

勧告（行政指導） 1 1 0 1 3 0

指導（行政指導）(*3) 5 2 0 1 1 7

33 16 28 58 55 47

30 13 27 50 46 33

3 3 1 8 9 14

0 0 0 0 6 6

15 8 7 5 12 10

大阪府
消費者

保護条例

景
品
表
示
法

行政処分合計

内
訳

国による措置命令

都道府県による処分(*4)

大阪府による処分（措置命令）

大阪府による行政指導

特
定
商
取
引
法

行政処分合計

国による処分

都道府県による処分

大阪府による処分内
訳

*1 特定商取引法に基づく業務禁止命令は、H29.12.1から施行（実際の処分は H30～） 

*2 大阪府消費者保護条例第 29条第 1項第 1号に基づく公表 

*3 大阪府消費者保護条例に基づく指導には、特定商取引法に基づく指導を含む。 

*4 景品表示法に基づく都道府県の H26-27の処分は指示、H28以降は措置命令 

*5 令和元年度の件数は、R2.3.30現在  

 

（４）消費生活センター以外の相談窓口の受付状況 

府が消費生活センター以外で平成 30(2018)年度に受け付けた相談件数は以下のとおりです。 

〇「住宅相談」住宅まちづくり部都市居住課  2,435 件 

〇「悪質商法 110 番」警察本部生活安全部生活経済課  392 件 

〇「医療相談」健康医療部保健医療室保健医療企画課   806 件 

〇「外国人相談」 府民文化部都市魅力創造局国際課  1,624件 

〇「府政相談」府民文化部府政情報室  15 件 
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○大阪府ホームページ「消費生活事典」のアクセス件数　

H27 H28 H29 H30

31,812 31,208 26,827 28,291

３．大阪府消費者基本計画（第１期）期間中における取組実績と課題 

 「第１節 消費者を取り巻く環境の変化」において、国レベルの社会経済情勢について触

れましたが、府においても同様の傾向が見られます。また、そのような社会経済情勢の中で

府内の相談状況の特徴等を「第２節 府における消費者相談等の状況」において記載しまし

た。 

 第 1期計画期間中、４つの基本目標に基づき消費者施策を推進してきましたが、主な取組

の実績や課題について整理しました。 

 

（１）４つの基本目標における取組と課題 

＜基本目標１ 消費者の安全・安心の確保＞ 

[１] 法令等に基づく事業者指導 

スマートフォンやタブレット端末等の情報通信機器の急速な普及により、誰もが、ど

こにいても、インターネットを通じて多くの情報を得ることが可能となった反面、膨大

な量の情報が氾濫し、何が正しい情報であるかを正確に理解することが困難な状況も生

じています。 

消費者と事業者の取引においては、インターネットを通じた取引が年々増加する等、

その取引の態様は多様化しており、知識、経験、資力等において事業者に劣る消費者が  

トラブルや被害に巻き込まれるケースが依然多く存在しています。 

府では、悪質な取引行為などを行う事業者について、庁内関係部局、府警察本部、府

内市町村、国及び他の都道府県等と連携し、特定商取引法や景品表示法、府消費者保護

条例などに基づき、厳正な行政処分、指導、情報の公表等を行うとともに、消費者被害

の未然防止の観点から、法令等の説明会の実施など事業者への情報提供に取り組みまし

た。 

また、消費者が安全・安心に消費生活に必要な製品の使用や役務の提供が受けられる

よう、生産から消費に至る各段階において監視指導体制の整備や表示の適正等の取組を

推進するとともに、食品衛生法や食品表示法、景品表示法など法令に基づく事業者への

指導等に取り組みました。 

法令等に基づく事業者指導については、消費者問題の現状を踏まえ、国において、特定

商取引法、景品表示法等の法改正が数次にわたり実施されており、今後も、消費者取引

の適正化や危害防止の観点から、事業者に対し、適切な情報提供を行うとともに、違法、

不当な事案については、法令や府消費者保護条例に基づいて、厳正な行政処分、指導、

情報の公表等を的確に行うことが必要です。 

 

[２] 消費者への情報提供 

消費者に対し、消費生活に関する知識、

消費者事故や悪質事業者による消費者被

害の情報、事業者がめざす経営方針を自

ら定めた行動基準（自主行動基準）など

を、情報誌・チラシ・リーフレットや府ホームページ・メールマガジン、啓発イベント

など様々な媒体や機会を活用し、迅速、かつ適切に情報提供しました。 
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消費者フェアの様子 

   

(space          )   

さらに、従来のポスターやホームページによる情報発信だけで

は若年者に伝わりにくい状況があり、今後はスマートフォンを使

用したＳＮＳ（※４）等の積極的な活用等の工夫を行い、より一層

発信力を高めることが必要です。また、一方で、情報が行き届き

にくい高齢者等には、電子媒体での周知・啓発に加え、「府政だ

より」のように紙媒体でのチラシやリーフレット等による情報発

信が効果的な場合もあり、対象とする世代等消費者の特性等に配

慮したきめ細かなアプローチ方策を検討することが必要です。 

 

＜基本目標２ 消費者の自立への支援＞ 

  [１] 高度情報通信化への対応 

飛躍的な技術の進歩による社会の発展により、国際化、高度情報化などが進展し、様々

な商品、役務、取引手法等が生み出され、生活の質や利便性の向上をもたらす一方で複

雑な社会を出現させ、消費者は事業者に対して、情報の質及び量、交渉力、資力等の格

差により、不利な立場に置かれています。 

このような状況の下で、消費者が自主的かつ合理的な判断のもとに商品や役務を選択

し、安全・安心な消費生活を送るためには、悪質商法の手口や消費者事故情報などの必

要な情報の迅速な提供、消費者教育や啓発による自立した消費者の育成が、社会状況や

消費者の特性にも配慮しつつ行われることが必要です。 

様々な社会経済情勢の変化の中で、消費者自身も知識の習得や情報収集に努め、被害

に遭わないよう主体的・合理的に判断・行動できる消費者になることが求められていま

す。しかし、スマートフォンの急速な普及等により、幅広い年齢層でインターネット関

連のトラブルが後を絶たず、今後も益々進展していく高度情報通信化に対応した施策を

推進していくことが必要です。 

 府では、社会経験も浅く、判断能力が未熟な若年者を対象にウェブサイトによる注意

喚起やネットリテラシーの向上を図る取組を実施してきました。 

今後も一層、消費者教育の中で、消費者が生活していくための情報利用能力（情報リ

テラシー）を強化するとともに、消費者自身の情報セキュリティ意識の向上を図ること

○消費者フェアの来場者数推移

H27 H28 H29 H30

3,594 2,692 3,178 2,793
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が必要です。 

H27 H28 H29 H30

5,319 3,933 4,373 2,480

○若者向けウェブサイト「インターネットはいろいろな

トラブルとつながっている」アクセス件数

 

 

[２] 環境に配慮した消費生活の推進 

府では、これまでリサイクルや省エネなどの取組を推進するための啓発活動や、グリ

ーン購入、再生品の普及、環境教育、環境保全活動など、様々な環境に配慮した消費生

活の推進に取り組んできました。 

それに加え、国連において採択された、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に

先頭に立って貢献するＳＤＧｓ先進都市をめざし、近年地球規模で問題となっている河

川や海洋におけるプラスチックごみによる汚染の防止に率先して取り組むため、平成

31(2019)年１月に、大阪府市共同で「おおさかプラスチックごみゼロ宣言」を行いまし

た。本宣言では、使い捨てプラスチックの削減、３Ｒ（リディユース、リユース、リサ

イクル）のさらなる推進、プラスチックごみのポイ捨ての防止、プラスチック代用品の

活用などに取り組むことを表明しています。また、令和元（2019）年 6月に開催された

「Ｇ２０大阪サミット」では、海洋プラスチックごみによる新たな汚染を 2050 年までに

ゼロにすることをめざす「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」が共有されました。 

今後も環境に配慮した取組を継続的に進めていくとともに、ＳＤＧｓを踏まえ、消費 

者一人一人が、人や社会、環境等に配慮した持続可能な消費の実践に取り組んでいくこ

とが必要です。 

 

[３] 高齢者、障がい者、若者等への支援 

消費者の自立を支援する一方で、高齢者・障がい者等自

立困難な消費者の存在を前提として、誰一人取り残さない

という姿勢で、消費者保護、消費者の権利の尊重に取り組

むことが重要です。 

府では、高齢者、障がい者等の消費者被害を未然に防止

し、拡大を防止するため、地域で活動する福祉行政関係者、

民間事業者、消費者団体等と連携した「見守り」活動の充

実に取り組んできました。 

これまで福祉関係者を対象とした「見守り者向けハンド

ブック」を作成し、様々な機会を活用して福祉関係者に見

守りの協力を依頼してきました。これに加え、平成 28(2016)年度には、事業者向けの「見

守りハンドブック」を作成し、府と包括連携協定を締結した事業者やコンビニエンスチ
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ェーン、宅配事業者等と連携した、従業者による高齢者の見守りの取組を継続的に実施

しました。 

 

   また、地域における消費者被害防止の

ための啓発や見守り活動への参加協力、

消費者トラブルの相談窓口へ

の誘導などを行う「消費のサ

ポーター」（※20）制度を運用し、

アウトリーチ型の支援を推進

しました。 

 

しかし、今後更に高齢化が進行する中で、府内の相談件数で高齢者が占める割合は高

く、被害も高額化する傾向を踏まえ、支援策を強化する必要があります。 

事業者、地域人材等との連携や、消費生活協力団体等への委嘱等の方法により、見守

り活動を充実させるとともに、市町村の消費生活センター、行政の福祉部局、医療機関、

地域包括支援センター、警察署等が連携したネットワークを構築し、地域の身近なとこ

ろで高齢者等を見守る「消費者安全確保地域協議会（高齢者等の見守りネットワーク）」

（※18）の設置を推進していくことが必要です。府内市町村において令和元(2019)年９月現

在、９市に設置されていますが、市町村における取組が進むよう、情報提供など継続的

な働きかけを行うことが必要です。 

 

＜基本目標３ 消費者教育に関する計画的な施策の推進＞ 

平成 24(2012)年 12 月に施行された消費者教育の推進に関

する法律（以下「消費者教育推進法」という。）では、「消費

者教育」及び「消費者市民社会」の定義が示され、消費者教

育の推進にあたっては、幼児期から高齢期までのライフステ

ージに応じて体系的に行われるとともに、年齢や障がいの有

無等の特性や、学校、地域、家庭、職域等の場の特性等に応

じた適切な方法により、多様な主体や他施策との連携を図り

つつ効果的に行われなければならないこととされています。 

府では、消費者教育において各ライフステージの具体的な

アクションを示す「大阪府消費者教育の取組に関するイメー

ジマップ（ライフステージに応じた身に付ける能力の考え

方）」を平成 28(2016)年３月に作成するとともに、消費者教育の総合的、体系的かつ効

果的な推進に関して構成員相互の情報の交換や調整等を行う「消費者教育推進地域協議

会」（※19）を平成 30(2018)年９月に設置しました。 

また、消費者教育を担う多様な関係機関や担い手をつなぐためには、消費者教育に関

する専門的な知識を持ち、間に立って調整を行うコーディネーター的な役割が重要であ

るため、府消費生活センターに消費者教育コーディネーターを設置しました。 

 

○ミニ講座等実施回数の推移

H27 H28 H29 H30

実施回数 162 173 168 158

受講者数 6170 6280 6391 4843

○消費のサポーター登録者数の推移

H27 H28 H29 H30

128 124 146 157
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○教職員研修の回数、参加人数の推移

H29 H30

回数 5 5

参加者 67 79

[１] 高校生等への消費者教育の取組 

府では、これまで、学習指導要領による教育指導【（小学５・６年 家庭科）、（中学 

技術・家庭科）、（高等学校 家庭科・公民科）（支援学校）】を実施するとともに、高校

生が消費生活に関する基本的な知識を習得し消費者市民社会を形成する人材育成を図

るため、平成 28(2016)年度に高校生向けの消費者教

育教材「めざそう！消費者市民」を作成し、府内すべ

ての高等学校と支援学校高等部に配布しました。平成

29(2017)年度からはこの教材を活用し一部の府立高

等学校等をモデル校に指定し、アクティブラーニング

型の授業（モデル授業）を展開するとともに、教職員研修を実施しました。また、モデ

ル授業の成果等を記載した実践事例集を作成し配布しました。平成 30(2018)年度には、

消費生活相談員や教員等指導者を対象に、消費者契約法や特定商取引法等についてわか

りやすく解説した「消費者法ガイド」を作成し配布しました。 

改正民法が施行される令和４(2022)年４月からは、18 歳、19 歳の若年者は親の同意

なく自由に契約を締結することができるようになります。また民法の未成年者契約の取

消の保護制度が適用されなくなることから、悪質事業者などの新たなターゲットになる

ことが懸念され、とりわけ、在学中に 18歳を迎える高校生等 10代後半の世代に対する

実践的な消費者教育の実施が喫緊の課題となっています。高等学校段階までに、契約に

対する基本的な知識や考え方の習得、消費者の権利と責任への理解を図ること、消費者

としての主体的な判断や責任ある態度を養うことが必要です。 

改正民法の施行を見据え、府内すべての高等学校等において消費者教育教材を活用

した実践的な消費者教育の実施が早急に必要です。 

 

[２] 大学等の高等教育、地域、家庭、職域における消費者教育の取組 

消費者被害の防止や消費者市民社会を担う次世代を育成するために、学校における消

費者教育の実施に加え、大学等の高等教育の場や地域社会、家庭、職域における消費者

教育の実施が不可欠です。大学生期を対象とした消費者教育では、平成 28(2016)年度か

ら実施している「大学生期における消費者教育推進事業」にお

いて、消費者教育・啓発に関する大学生のボランティア活動の

リーダー（大阪府消費者教育学生リーダー）（※７）の養成やボラ

ンティア活動の支援等を行いました。 

研修会、学習会などへ講師を派遣する出前講座では、小学

校・中学校・高等学校以外にも、障がい者のサークルや専門学

校、地域住民の集まり等に出向き、消費者教育を行いました。 

また、幅広い年代の多くの方に消費者教育に関心を持っても

らうため、大阪府の広報担当副知事の「もずやん」が「消費者

教育推進大使」として消費者庁から委嘱され、啓発の場で活動するなど取組を続けてい

ます。 

若年者を対象とした消費者教育や高齢者を対象とした地域における見守り活動等は重

要な課題として取組が進められていますが、若年者や高齢者等に比べ、成人一般への消

©2014 大阪府もずやん 
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費者教育の取組が十分に実施されていない現状があることから、地域や職域における消

費者教育を今後一層推進していくことが必要です。 

 

＜基本目標４ どこに住んでいても消費生活相談を受けられる体制づくり 

―消費者被害の早期解決と救済に向けて―＞ 

[１] 消費生活相談体制の充実・強化 

消費者基本法では、消費者の安全と、商品及び役務について消費者の自主的かつ合理

的な選択の機会が確保され、消費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済される

ことが、消費者の権利であるとしています。こうした消費者の権利を守るためには、「ど

こに住んでいても公平かつ平等に消費生活相談を受けられる体制づくり」が重要です。 

このため、府消費生活センターでは、平成 21(2009)年度から、消費者行政活性化基金

の活用により、専門的・広域的相談等の受付や苦情処理、情報提供・啓発等の充実・強

化を図るとともに、市町村消費生活センターの中核センターとして市町村消費生活相談

窓口の整備や相談員の研修等による市町村相談窓口の充実のための支援を行ってきまし

た。 

その結果、平成 22(2010)年度には、府内

の全市町村において消費生活相談窓口が

設置され、相談体制の空白地域は解消され

ました。平成 29(2017)年度には人口５万

人以上の全市町及び人口５万人未満の 10

町村のうち４町村（広域対応含む）で消費者安全法の基準を満たす消費生活センターが

設立されました。「平成 30 年度地方消費者行政の現況調査」における都道府県と市区町

村等の相談対応状況（相談分担率）では、府は平成 24(2012)年度以降、府１割、市町村

９割となっており、概ね住民に身近な市町村において相談対応が実施されていると言え

ます。 

また、消費者安全法で定められた府の事務である「市町村に対する必要な助言、協力、

情報の提供その他の援助」に基づき、市町村消費生活相談員等の相談業務を支援するた

め、巡回訪問や経由相談を実施するほか、消費生活相談員の専門性の向上を図るため、

相談員の育成と資質向上のための各種研修会等の実施や府が独自で運営する消費生活相

談窓口専用ウェブサイト等の活用を図っています。 

さらに、消費者問題の早期解決のため、市町村において解決が難しい案件への対応な

ど、消費者被害救済のため、条例の規定による、あっせん・調停の活用に努めました。 

 

[２] 消費生活センターの周知・啓発 

消費者トラブルを防止し、被害を適切に救済するためには、不安を感じたら、どこに

住んでいても住民に身近な消費生活センターに消費生活相談を受けられる体制を構築す

ることが重要ですが、その際には、消費生活センターの名称や連絡先、役割を広く府民

に理解してもらうことが不可欠です。 

    平成 27(2015)年３月に消費者庁が、全国共通の電話番号から身近な消費生活相談窓口

を案内する「消費者ホットライン１８８」を開設・周知していますが、その「名前・番

○大阪府内の４年間の消費生活相談件数の推移

H27 H28 H29 H30

75461 76361 70105 73817
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号・内容のいずれか」の認知度は消費者庁の「平成 30 年度消費者意識基本調査」によ

れば、25.4％に留まっています。 

府では、ホームページ、啓発チラシ、冊子、ポスター等において、府内の消費生活セ

ンターや消費者ホットライン１８８の周知・啓発に努めていますが、今後もあらゆる機

会を通じてその存在を広め、認知度を向上させることが必要です。 

さらに、改正出入国管理法の施行を踏まえ、定住外国人を対象とした消費生活相談へ

の対応の充実・強化を検討する必要があります。 

 

 

消費生活事典：府内市町村の消費生活相談窓口 

 

[３] 中核センターとしての府の役割 

近年の消費者トラブル・相談は、適用される法律が多岐にわたる複雑なものや海外の

相手との取引など、消費者の自主交渉で解決することが困難な内容が増加しています。

府は、市町村消費生活センターの中核センターとして、複雑化・高度化した消費生活相

談に対して助言やあっせん等を行うとともに、こうした相談に対応する消費生活相談員

の育成と資質向上に取り組んできました。 

引き続き、中核センターとして高度で専門的な知識が必要とされる相談に対応すると

ともに、増加している外国人の消費生活相談への対応が必要です。 
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（２）国の地方消費者行政強化作戦における府の状況 

   国においては、第３期消費者基本計画を踏まえ、どこに住んでいても質の高い相談・救

済を受けられ、安全・安心が確保される地域体制を全国的に整備するため、「地方消費者

行政強化作戦」が展開され、当面の政策目標が設定されました。この間の大阪府の実績は

以下のとおりですが、今後も、市町村への取組の支援が必要です。 

 

地方消費者行政強化作戦「当面の政策目標」 大阪府の取組状況（平成30年度）

＜政策目標１＞相談体制の空白地域の解消
１－１　相談窓口未設置の自治体（市町村）解消

　府内全市町村に相談窓口を設置（平成22年度）

＜政策目標３＞適格消費者団体の空白地域の解消
３－１　適格消費者団体が存在しない3（東北、北陸、四
国）ブロックの設立支援

（近畿ブロックは特定適格消費者団体　１団体設立済）

＜政策目標４＞消費者教育の推進
           （全都道府県・政令市）
４－１　①消費者教育推進計画の策定
　　　　②消費者教育推進地域協議会の設置

　
　①H27.3府策定済、H28.2堺市策定済、H30.3豊中市策定済
　②H26.11堺市、H30.9大阪府、H31.3大阪市 設置済
 
　

＜政策目標５＞「見守りネットワーク」の構築
５－１　消費者安全確保地域協議会の設置※２
　　　　人口5万人以上の全市町

　　９ /　３３市　で設置（R1.9現在）
　設置済：八尾、和泉、交野、岸和田、豊中、
　　　　　門真、箕面、大阪、枚方

＜政策目標２＞相談体制の質の向上
２－１　消費生活センターの設立促進
　①人口5万人以上：全市町村
　②人口5万人未満：50％以上※１

【消費生活相談員】
２－２　市町村の50％以上に配置

２－３　資格保有率を75％以上に引き上げ

２－４　研修参加率を100％に引き上げ（各年度）

　①５万人以上の全３３市で設立済み
　②４町村　/　１０町村

   93.0%  （全国平均83.4%）

 　98.8%  （全国平均73.9%）

 　93.9%  （全国平均81.3%）

備考
※１　未設置の６町村（島本、豊能、能勢、忠岡、田尻、岬）
※２　見守りネットワーク設置済の市町村（八尾、和泉、交野、岸和田、豊中、門真、箕面、大阪、枚方）
の設置に至る経緯については、概ね以下の３パターンに分類される。
・既存の地域安全ネットワーク会議に高齢消費者の被害の予防・防止を追加して消費生活センターが参画し
たもの
・既存の地域包括ケアシステム等福祉関係の会議に高齢消費者の被害の予防・防止を追加して消費生活セン
ターが参画したもの
・既存の会議とは別に高齢消費者の被害の予防・防止を目的にネットワーク会議を設置したもの
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第３章 消費者施策の方向性と展開 

１．消費者施策の方向性 

消費生活をめぐる現状とこれまでの取組を踏まえ、計画を体系的に推進していくため、４

つの基本目標からなる施策の方向性を設定し、具体的に施策を展開していきます。 

 

＜基本目標１ 消費者の安全・安心の確保＞ 

商品・役務の安全性の確保のため、事業者に対する適正でわかりやすい情報の提供、消費者に対

する適切で正確な情報の提供、関係法令や条例に基づき悪質な事業者に対する厳正な処分や指導等

を行い、消費者被害の未然防止と拡大防止を図ります。 

 １ 商品・役務の安全性の確保 

 ２ 消費者取引の適正化 

 ３ 消費者への情報提供 

 ４ 個人情報の保護 

 ５ 物価安定対策と適正な税の転嫁 

＜基本目標２ 消費者の自立への支援＞ 

高度情報通信化等社会状況の変化や消費者の特性にも配慮しつつ、悪質商法の手口、消費者事故

情報などの必要な情報の提供や、消費者教育、啓発等により自立した消費者の育成を行います。 

また、ＳＤＧｓを踏まえ、人や社会、環境等に配慮した消費行動である「エシカル（倫理的）消

費」の理念を広く普及啓発し、消費者の持続可能な社会の形成に貢献する消費行動を促進していき

ます。 

１ 高度情報通信社会への対応 

 ２ 持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の推進 

 ３ 高齢者、障がい者等への支援 

＜基本目標３ 消費者教育の推進＞ 

自ら考え行動する自立した消費者を育成するため、消費者教育を体系的、総合的に推進していく

とともに、その重要性について、広く周知を図っていきます。 

また、自らの消費行動が社会に与える影響と役割を自覚し、人や社会、環境等に配慮した消費行

動を通じて、持続可能な社会が実現できるよう支援していきます。 

１ 消費者教育推進の基本的な方向 

 ２ ライフステージに応じた多様な場における消費者教育の推進 

 ３ 消費者教育の担い手の育成と活用 

＜基本目標４ 消費生活相談体制の充実＞ 

広域的で高度な案件に対応できる府の消費生活相談体制の充実に取り組むとともに、消費者に最

も身近な存在である市町村の相談窓口の整備・充実に努めます。 

 １ 府の消費生活相談体制の充実・強化 

 ２ 市町村相談体制への支援 

 ３ 消費者問題の早期解決支援 
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２．重点的な取組と実施状況の把握・検証 

（１）重点取組 

基本目標１～４の中で、特に喫緊の課題である２項目を計画期間中の「重点取組」として設

定します。また重点取組を推進していく上で、毎年度動向を注視していくべき指標（参考指標）

を設定します。 

 

[１] 重点取組１ 

成年年齢を 18 歳に引き下げる改正民法の令和４（2022）年４月施行を踏まえ、在学中に成

年となる高校生等に対する実践的な消費者教育を推進するため、教育委員会等と連携し府内す

べての高等学校等で消費者教育を以下の４点について重点的に取り組みます。 

・新学習指導要領が実施されるまでの間、先行で特例として実施される家庭科、社会科等で 

の実践的な消費者教育の周知徹底と早期実施 

・「社会への扉」等の実践的な消費者教育教材等の活用 

・「消費者教育コーディネーター」等の育成・活用及び実務経験者の学校教育現場での活用 

・教員研修等による消費者教育の指導力強化 

【重点取組１における参考指標】 

「社会への扉」等の消費者教育教材を活用して消費者教育を実施した府内高校等の比率 

 

[２] 重点取組２ 

超高齢化社会の進展を踏まえ、消費者被害から高齢者、障がい者等を守るため、府内全市町

村での消費者安全確保地域協議会等の見守りネットワークの設置とより効果的な運営が行わ

れるよう、市町村の支援に取り組みます。 

・消費のサポーターをはじめ高齢者等向け講座の充実強化と地域における講座開催等の支 

援・調整 

・弁護士等の専門家との連携による見守りネットワークづくりに向けた環境整備 

・警察との連携による高齢者等を狙い撃ちにする特殊詐欺被害や消費者被害の防止 

・消費者安全確保地域協議会等の効果的運営に向けた研修等での好事例の情報交換機会の 

 設定 

【重点取組２における参考指標】 

市町村における消費者安全確保地域協議会等見守りネットワークの設置の比率 

 

（２）その他の参考指標 

重点取組１、２に加え、基本目標１～４の施策を推進していく上で、毎年度動向を注視して

いくべき指標（参考指標）を設定します。 

[１] 参考指標１： 

府及び市町村消費生活センターで受け付けた、契約当事者の年代別件数と割合 

  市町村相談窓口の必要性・重要性や若年者への対応の必要性等に関するエビデンスを継続 

的に把握し、施策に活かしていきます。 

【検証方法】契約当事者の年齢区分のうち、高齢者及び若年者の年齢区分を細分化し、相談 

の傾向をより詳細に分析。    
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 [２] 参考指標２： 

国の地方消費者行政強化作戦の「政策目標」に係る府内の状況 

  国の第４期消費者基本計画との整合性を図るため、府内の状況を継続的に把握します。 

【検証方法】地方消費者行政強化作戦 2020「政策目標」について、国の調査を活用 

 ※国の第３期消費者基本計画の地方消費者行政強化作戦「当面の政策目標」については、 

  第２章＜基本目標４＞「（２）国の地方消費者行政強化作戦における府の状況」を参照。 

消費者庁　地方消費者行政強化作戦2020「政策目標」

＜政策目標１＞消費生活相談体制の強化

　１－１　消費生活センター設置市区町村の都道府県内人口カバー率90％以上【改】

＜政策目標２＞消費生活相談の質の向上

　２－１　消費生活相談員配置市区町村の都道府県内人口カバー率90％以上【改】

　２－２　相談員資格保有率75％以上

　２－３　相談員の研修参加率100％（各年度）

　２－４　指定消費生活相談員配置（全都道府県）【新】

＜政策目標３＞消費者教育の推進等

　３－１　消費者教育教材「社会への扉」等を活用した全国での実践的な消費者教育の実施【新】

　３－２　若年者の消費者ホットライン１８８の認知度30％以上（全国）【新】

　３－３　若年者の消費生活センターの認知度75％以上（全国）【新】

　３－４　消費者教育コーディネーターの配置の推進（全都道府県、政令市）【新】

　３－５　消費者教育推進地域協議会の設置、消費者教育推進計画の策定
         （都道府県内の政令市及び中核市の対応済みの割合を50％以上）【改】

　３－６　講習等（出前講座を含む）の実施市区町村割合75％以上【新】

　３－７　エシカル消費の推進（全都道府県＆政令市）【新】

　３－８　消費者志向経営の普及・推進（全都道府県）【新】

　３－９　食品ロス削減の取組の推進（全都道府県、政令市）【新】

＜政策目標４＞高齢者等の消費者被害防止のための見守り活動の充実

　４－１　消費者安全確保地域協議会設置市区町村の都道府県内人口カバー率50％以上【改】

　４－２　地域の見守り活動に消費生活協力員、協力団体を活用する市区町村の都道府県内
          人口カバー率50％以上【新】

　４－３　見守り活動を通じた消費者被害の未然防止、拡大防止【新】

＜政策目標５＞（特定）適格消費者団体、消費者団体の活動の充実【改】

＜政策目標６＞法執行体制の充実（全都道府県）【新】

＜政策目標７＞地方における消費者政策推進のための体制強化

　７－１　地方版消費者基本計画の策定（全都道府県、政令市）【新】

　７－２　消費者行政職員の研修参加率80％以上（各年度）【新】

【新】新規設定
【改】指標等が改定されたもの  
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３．消費者施策の展開 

 ＜基本目標１ 消費者の安全・安心の確保＞ 

（１）商品・役務の安全性の確保 

消費者が安全に安心して消費生活に必要な製品の使用や商品・役務の提供が受けられる

よう、生産から消費に至る各段階において監視指導体制の整備や表示の適正化、危害防止

や品質向上等のための試験検査・研究への取組を推進するとともに、事業者に対し法令に

基づく指導等に取り組みます。 

＜具体的な取組＞ 

・製品関連被害防止・救済のための商品テスト【府民文化部】 

・消費者保護条例に基づく危害防止【府民文化部】 

・消費生活用製品の監視取締り【府民文化部】 

・家庭用品品質表示の指導取締り【府民文化部】 

・高圧ガス・ＬＰガス・火薬類（がん具煙火）の指導取締り【政策企画部】 

・電気用品安全法、ガス事業法の指導取締り【政策企画部】 

・医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品、指定薬物及び毒物劇物に関する監視指導 

【健康医療部】 

・健康食品安全対策事業【健康医療部】 

・食品衛生に関する監視取締り【健康医療部】 

・食品衛生知識の普及【健康医療部】 

・有害物質を含有する家庭用品の監視取締り【健康医療部】 

 

（２）消費者取引の適正化 

不当な取引行為を行う事業者の実態を把握し、庁内関係部局、府警察本部、国、近畿ブ

ロック始め、他の都道府県及び府内市町村等と連携し、特定商取引法、府消費者保護条例、

宅地建物取引業法などの法令や条例に基づき、厳正な行政処分、指導等に積極的に取り組

みます。 

また、特定商取引法の一部を改正する法律が平成 29（2017）年に施行され、ＳＮＳによ

るアポイントメントサービスや美容医療契約が新たに規制の対象に追加される等、事業者

による違法・悪質な勧誘行為等を防止し、消費者の利益を守る取組が進められています。

府においても、消費者の自主的かつ合理的な選択の機会を確保するため、商品・役務に関

する表示及びそれらの価格等に関する表示の適正化が図られるよう景品表示法等の関係

法令に基づく指導、処分、検査等に取り組みます。 

一方で、消費者と事業者との取引形態が多様化していく中、それに対応した法改正等も

行われていることから、事業者においても法令等の正確で十分な理解が必要です。消費者

被害の未然防止の観点からも、事業者に対して的確に情報提供がなされるよう取り組みま

す。 

[１] 不当な取引行為の防止等 

 府消費者保護条例、旅行業法、宅地建物取引業法等に基づき、不当な取引行為等につい 

て、指導取締り、適正な指導等を行うとともに、事業者を対象とした関係法令の説明会を

行います。  
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＜具体的な取組＞ 

・消費者保護条例等に基づく不当な取引行為及び訪問販売等の指導取締り等【府民文化部】 

  ・前払式特定取引業者の指導監督等【府民文化部】 

  ・ゴルフ場等の会員契約に関する不当な行為の指導取締り【府民文化部】 

・消費者行政関連会議、研修会の出席【府民文化部】 

・事業者に対する関係法令の説明会の実施【府民文化部】 

・旅行業法に基づく府知事登録業者への適正指導 

（報告徴収及び立入検査等）【府民文化部】 

・自動車運転代行業者への適正指導（報告徴収及び立入検査等）【都市整備部】 

・宅地建物取引の適正指導【住宅まちづくり部】 

 

[２] 価格・商品の表示、広告等の適正化 

  食品衛生法、ＪＡＳ法及び健康増進法の食品の表示に関する規定を統合して平成

27(2015)年４月に施行された食品表示法が、経過措置期間を経て令和２(2020)年４月に完

全施行されます。また、令和 4(2022)年４月からは輸入品を除く全ての加工食品について、

一番多い原材料の原産地の表示が義務付けられるなど、消費者が食の安全・安心に関連す

る情報について自ら確認し、商品を選択できる機会が今後ますます増加していきます。 

府では、食品表示法の改正を踏まえ、その順守に努めるとともに、景品表示法、家庭用

品品質表示法、薬事法等の法令に基づき、事業者の監視、指導、取締りを行います。また、

必要に応じ公正取引協議会や事業者団体に対し適切な対応を要請したり、事業者を対象に

法令順守を目的とした啓発、説明会等を行います。 

＜具体的な取組＞ 

・不当景品・不当表示の指導取締り【府民文化部】 

・家庭用品品質表示の指導取締り（再掲）【府民文化部】 

・事業者に対する関係法令の説明会の実施（再掲）【府民文化部】 

・医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品、指定薬物及び毒物劇物に関する監視指導 

（再掲）【健康医療部】 

・食品衛生に関する監視取締り（再掲）【健康医療部】 

・食品表示適正化推進事業【健康医療部】 

・米穀等の産地情報に関する表示の適正化の推進【環境農林水産部】 

・適正な計量の確保【商工労働部】 

 

（３）消費者への情報提供 

消費者が自主的かつ合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消費生活を送るために

は、消費者事故や悪質事業者による消費者被害の情報、消費者が商品や役務を選ぶ際の目

安として、事業者がめざす経営方針を自ら定めた行動基準（自主行動基準）、消費生活に

関する知識など、必要な情報が迅速、かつ適切に提供されるよう促します。 

その際、府は、広域的地方公共団体として、国や他の都道府県、市町村、消費者団体等

関係団体とも連携し、消費生活に必要な幅広い情報の収集と分析を行うなど、内容の充実

に努めるとともに、イベントの活用など消費者がアプローチしやすいよう工夫しながら情
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報提供を行います。 

ホームページのＷＥＢサイト「消費生活事典」をよりわかりやすく、見やすい内容に改

良するとともに、スマートフォンを使用したＳＮＳ等の活用を図り、若年者への情報発信

の方策について検討します。 

地震・風水害等の大規模災害や、感染症の急速なまん延時に消費者から寄せられた相談等

に対し適切に対応するとともに、非常時に乗じた悪質商法等の情報収集に努め、府民等へ

の情報提供や注意喚起を迅速に行います。 

 

  ＜具体的な取組＞ 

・消費者保護条例に基づく危害防止（再掲）【府民文化部】 

・消費生活情報の提供【府民文化部】 

・ウェブサイトの運用【府民文化部】 

・若者向けウェブサイトの運営【府民文化部】 

・消費者問題講演会の開催（府市連携事業）【府民文化部】 

・消費者フェアの実施【府民文化部】 

・消費者保護条例に基づく自主行動基準の策定・届出【府民文化部】 

・総合案内の運営及び消費者啓発事業の実施（府市連携事業）【府民文化部】 

・○新 災害時等における消費者被害の防止【府民文化部】1 

・○新 製品による事故防止の情報提供【府民文化部】 

・福祉サービス第三者評価事業の推進【福祉部】 

・高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく「サービス付き高齢者向け住宅の登録・閲覧制度」 

 【福祉部・住宅まちづくり部】 

・感染症の予防に関する知識の普及【健康医療部】 

・救急医療の適正利用【健康医療部】 

・献血意識の高揚【健康医療部】 

・栄養知識の普及【健康医療部】 

・生活習慣病予防に関する知識の普及【健康医療部】 

・医薬品の適正使用の推進【健康医療部】 

・薬物乱用防止対策の推進【健康医療部】 

・健康食品安全対策事業（再掲）【健康医療部】 

・住居衛生対策事業【健康医療部】 

・○新 ギャンブル等依存症に関する知識の普及【健康医療部】 

・大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度【住宅まちづくり部】 

・住宅瑕疵担保履行法にかかる情報提供【住宅まちづくり部】 

・大阪の住まい活性化フォーラムにおけるリフォーム・リノベーションの普及・啓発【住宅まちづくり部】 

・大阪の住まい活性化フォーラムにおける『大阪版・空家バンク』の設置【住宅まちづくり部】 

・大阪府住宅リフォームマイスター制度【住宅まちづくり部】 

                                                   

○新の取組については、第１期計画期間中より実施されているもので第２期計画に新しく記載した

もの、及び第２期計画策定年度に初めて実施する取組を含む。 
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・「大阪・工事監理の星」制度への支援【住宅まちづくり部】 

・防犯に配慮した共同住宅等に係る設計指針の公表【住宅まちづくり部】 

・建築物に附属する特定の設備等の安全確保【住宅まちづくり部】 

・建築基準法及び建築士法に基づく情報提供等【住宅まちづくり部】 

・宅地建物取引及び建設工事請負契約に関する啓発【住宅まちづくり部】 

 

（４）個人情報の保護 

個人情報についてはみだりに公開されないことはもとより、自己の情報を自らコントロ

ールできることが原則です。しかし、高度情報化の進展の中で、従来想定されていない形

で個人情報が流出する事例や、ビジネスその他で利活用される事例が多く生じています。 

府消費者保護条例は「消費生活において消費者の個人情報が侵害されない権利」を条文

で謳っており、消費者の利益を保護する視点から施策の実施に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・相談事業等を通じた個人情報保護にかかる事業者への注意喚起【府民文化部】 

・センター内の個人情報の適正管理【府民文化部】 

 

（５）物価安定対策と適正な税の転嫁 

府民の生活に必要な商品や生鮮食料品（生活関連物資）について、価格が高騰した時に

買占めや売惜しみなど、安定した供給を阻害する不適正な行為が行われた場合には、関係

法令や条例に基づき、不適正な行為の是正を勧告するなど、生活関連物資の安定した供給

の確保に努めます。 

また、地震・風水害等の大規模災害や、感染症の急速なまん延時に生活関連物資の安定し

た供給が確保できるよう、価格・需給動向等の監視に努めます。 

さらに、令和元(2019)年 10 月の消費税率 10％の引き上げに伴い、消費税転嫁対策特別

措置法に基づき同法で禁止されている消費税の転嫁を阻害する表示及び転嫁拒否等の行

為に関する情報を相談窓口で受け付けるなど、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保に向け

た取組を行います。 

＜具体的な取組＞ 

・生活二法（※23）の適正な運用【府民文化部】 

・府消費者保護条例による緊急措置【府民文化部】 

・○新 災害時等における生活関連商品の価格・需給動向等の監視【府民文化部】 

・大阪市消費者物価指数の作成【総務部】 

・青果物価格安定対策事業【環境農林水産部】 

 ・中央卸売市場事業【環境農林水産部】 

・地方卸売市場の運営の指導【環境農林水産部】 
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＜基本目標２  消費者の自立への支援 ＞ 

（１）高度情報通信社会への対応        

インターネットが国民生活や社会経済活動に不可欠な社会基盤として定着し、電子マネ

ー決済やＱＲコード決済（※13）等の普及によりキャッシュレス社会が到来するなど、今やサ

イバー空間は国民の日常生活の一部になっています。 

一方で、身に覚えのないサイト利用料が未払いである旨の請求メールが届き「法的手続

きをとる」などと脅迫される「架空請求メール詐欺」、インターネット通販やネットオー

クションなどで代金を振り込んだにもかかわらず商品が届かず、連絡も取れなくなる「ネ

ット通販、ネットオークション詐欺」等悪質化、巧妙化した詐欺行為が起こっています。

また、国内の暗号資産（仮想通貨）交換業者のネットワークが不正アクセスされ暗号資産

（仮想通貨）が不正に送信される新たな手口によるサイバー犯罪が発生しており、社会的

な影響も大きく、治安を阻害する脅威となっており、早急な対応が求められています。 

このため、サイバー犯罪の取締を推進するとともに、被害を防止するためのキャンペー

ンや大阪府警察ホームページ、リーフレット等を活用した広報啓発活動、府民・児童・企

業に対するサイバー犯罪被害防止教室等を実施します。 

消費者と事業者間での適正な取引の確保、被害の未然防止、拡大防止の観点からの事故

事例、取引に関する知識等の様々な情報提供や啓発、消費者教育を推進します。 

特にスマートフォン等の普及が進む中で、キャッシュレス化の拡大やＳＮＳやオンライ

ンゲームの利用が増加しており、社会経験や専門知識が少なく被害に遭いやすい若年者と

ともに、高齢者等についてもインターネットに関連する消費者トラブルが増加しているこ

とから被害防止に向けた取組を進めます。 

また、インターネットなどの情報にアクセスできない情報弱者への配慮（デジタル・デ

ィバイドへの対応）にも努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・消費生活情報の提供（再掲）【府民文化部】 

・中核的センター機能充実強化研修【府民文化部】 

・市町村相談員総括者研修【府民文化部】 

・消費者教育講師派遣【府民文化部】 

・若者向けウェブサイトの運営（再掲）【府民文化部】 

・消費のサポーター養成・更新講座【府民文化部】 

・高齢者向け「消費者問題ミニ講座」への講師派遣【府民文化部】 

・大阪の子どもを守るネット対策事業【政策企画部】 

・「大阪の子どもを守るサイバーネットワーク連絡会議」における関係機関等との連携【教育庁】 

・サイバー犯罪に対する指導・取締り【警察本部】 

・不正アクセス行為の再発防止のための援助【警察本部】 

・インターネットバンキングや偽ショッピングサイト被害等における消費者に対する広報啓発活動 

 【警察本部】 

 

（２）持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の推進 

インターネット社会やグローバル化、技術革新の進展等により、消費者を取り巻く社会
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経済環境が大きく変化する状況においては、消費者保護の視点のみならず、多面的に考え、

主体的に判断する消費者が主役となって、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合

理的に行動し、さらには自らの選択・行動によってより良い社会の形成をめざしていくと

いう視点が重要です。 

世界的規模で環境破壊が進行し、将来にわたって持続可能な社会の形成に貢献するライ

フスタイルへの転換が求められている中で、物品の生産や購入、使用方法等についての事

業者や消費者の行動が重要な意味を持つものとなっています。 

例えば、事業者は消費者との関係において、ＣＳ（顧客満足）をめざした取組に力を入

れていますが、宅配便の再配達の増加や使い捨てプラスチック製品の大量生産など、消費

者の利益や利便性の追求が、環境汚染などの問題を引き起こしています。 

事業者はＳＤＧｓを理解した消費者志向経営により、消費者はＳＤＧｓを意識した行動

の変革により、事業者、消費者双方がＳＤＧｓについての理解を深め、再配達削減への取

組やプラスチック製品の削減など、持続可能な社会の形成に貢献する消費行動を促進して

いくことが求められています。 

このような主体的・能動的な行動は、消費者市民社会の形成に参画する消費者を育成し

ていくことに繋がっていきます。 

これらのことを踏まえ、人や社会、環境等に配慮した消費行動を実践していく上で、具

体的な行動を示した「エシカル（倫理的）消費」の理念を、次世代を担う若年者層を始め、

広く府民にわかりやすい言葉で普及啓発し、理解の促進を図り、日々の暮らしの中でエシ

カル消費を選択できるよう、府民意識の醸成に向けた取組を推進します。 

また、「大阪ブルー・オーシャン・ビジョン」の早期達成に貢献するため、令和２（2020）

年７月から始まる全国一律のレジ袋有料化を踏まえたマイバッグの普及促進や使い捨て

プラスチック削減などの府民啓発等を行うとともに、食品ロスを削減するため、国の基本

方針や府内の食品ロスの実態を踏まえた「大阪府食品ロス削減推進計画」の令和２年度中

の策定を進める等、循環型社会（３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル））の取組を

更に推進していきます。 

その他、低炭素・省エネルギー社会の構築に向けた情報提供や啓発、環境教育に取り組

むとともに、輸送に係る環境負荷の軽減等のために「大阪産
もん

」など大阪府産の農林水産物

の地産地消を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

・太陽光パネル設置普及啓発事業【環境農林水産部】 

・府民参加型太陽光発電促進事業【環境農林水産部】 

・グリーン購入の推進【環境農林水産部】 

・環境教育・環境保全活動の推進【環境農林水産部】 

・省エネ行動の実践の促進【環境農林水産部】 

・温暖化「適応」推進事業【環境農林水産部】 

・リサイクル社会推進事業【環境農林水産部】 

・○新 プラスチック対策推進事業【環境農林水産部】 

・○新 食品ロス削減対策推進事業【環境農林水産部】 

・生活排水対策の推進【環境農林水産部】 

・エコカーの普及促進【環境農林水産部】 

・駐車時におけるアイドリングストップの推進【環境農林水産部】 
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・おおさか交通エコチャレンジ推進運動【環境農林水産部】 

・大阪エコ農業総合推進対策事業【環境農林水産部】 

・大阪産（もん）ブランド化の推進【環境農林水産部】 

・○新 府内の福祉施設で働く障がい者が生産する製品の認知度向上【福祉部】 

・○新 消費者フェアの実施（再掲）（エシカル消費の推進含む）【府民文化部】 

 

（３）高齢者、障がい者等への支援 

消費生活相談件数や特殊詐欺認知件数において高齢者の占める割合が高い状況が続い

ています。障がい者についても、身体、知的、精神などの障がいによる様々な特性に乗じ

た悪質な事案も発生しています。こうした情報を収集し、適切な対応につなげていく必要

があります。特に特殊詐欺については、その撲滅に向けて、高齢者やその家族、地域等の

防犯意識を高める啓発活動や地域ぐるみによる防犯活動に一層取り組んでいきます。 

高齢者、障がい者等特に配慮を要する消費者の被害の未然防止、拡大防止のためには、

消費者としての自立を支援する以前に、家族や地域、施設、事業者など周囲の人々による

「見守り」が重要であり、「府包括連携協定」や「府高齢者にやさしい地域づくり推進協

定」等の活用により、事業者等と連携した消費者被害防止の取組を推進します。また、民

生委員やＣＳＷ（コミュニティ・ソーシャル・ワーカー）等の福祉関係者との有機的な連

携を図りながら、高齢者、障がい者等特に配慮を要する消費者の身近にいる人々への適切

な情報提供等に努めます。 

また、高齢者等の消費者被害の防止のため、消費者安全確保地域協議会等の見守りネッ

トワークの設置について、市町村の取組を支援することにより、府内すべての市町村に設

置されるよう働きかけます。また、既設の市についても、より効果的な運営が行われるよ

う、実績等について相互に情報を交換する場の設定などについて検討します。 

＜具体的な取組＞ 

・高齢者等の見守り者対象の講座の実施【府民文化部】 

・消費のサポーター養成・更新講座（再掲）【府民文化部】 

・高齢者向け「消費者問題ミニ講座」への講師派遣（再掲）【府民文化部】 

・消費生活情報の提供（再掲）【府民文化部】 

・事業者等と連携した高齢者、障がい者等への見守り強化（再掲）【府民文化部】 

・○新 「高齢者・障がい者等の消費者被害に関する連絡会」の開催【府民文化部】 

・特殊詐欺等被害防止に向けた広報啓発活動【府民文化部・警察本部】 

・地域権利擁護総合推進事業【福祉部】 

・日常生活自立支援事業【福祉部】 

・福祉サービスに関する苦情解決【福祉部】 

・障がい福祉サービスに関する相談・苦情解決のための体制づくり【福祉部】 

・介護保険制度における相談・苦情解決体制の推進【福祉部】 

・圧着ハガキの郵送による広報啓発活動費（特殊詐欺対策）【警察本部】 

・「おおさか特殊詐欺被害防止コールセンター」の開設【警察本部】 

・○新 市町村消費者行政職員等研修会の実施（再掲一部抜粋）【府民文化部】 

・○新 消費のサポーター事業における地域安全センターとの連携【府民文化部】【政策企画部】 
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＜基本目標３ 消費者教育の推進＞ 

（１）消費者教育推進の基本的な方向 

[１] 消費者教育の総合的な推進 

消費者教育に関する施策の推進にあたっては、体系的、総合的かつ効果的に推進してい

くため、消費者教育に関する情報を積極的に収集し「大阪府消費者行政推進本部会議」（※８）

の構成員等と情報共有するとともに、学識経験者、消費者団体、事業者団体で構成する「大

阪府消費者教育推進地域協議会」において情報交換及び調整等を行い、ライフステージに

応じた消費者教育の推進に努めます。 

 

[２] 次世代を担う消費者の育成 

小学生・中学生・高校生等若年者を対象とした消費者教育や啓発事業を通して、被害に

遭わないというだけでなく、自らの消費行動が社会にもたらす影響と役割を自覚し、持続

可能な社会の実現に貢献する「消費者市民社会」の構築をめざして行動していく次世代を

担う消費者の育成に努めます。 

 

[３] 成年年齢引き下げに対応した若年者に対する消費者教育の充実 

改正民法が平成 30(2018)年６月に成立し、令和４(2022)年４月から施行されるため、社

会経験が少なく知識も十分に備わってない若年者は、トラブルに巻き込まれるおそれがあ

り、18歳、19歳の若年者の消費者被害の増加が懸念されます。 

国は「消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成 30(2018)年３月 20日変更）」の中

で、当面の重点事項として取り組むことが求められる「若年者への消費者教育」を具体的

に推進するため、関係４省庁が連携し、平成 30(2018)年度から令和２(2020)年度の３年間

を集中強化期間とする「若年者への消費者教育の推進に関するアクションプログラム」を

策定しました。 

   令和４(2022)年４月からの改正民法の施行を踏まえ、府においても、契約の重要性など 

基本的な知識や対処方法等を身に付けてもらうため、集中的な啓発を実施します。 

具体的には、府内全ての中学２年生と高校２年生を対象にした、生徒が遭遇しやすい消

費者トラブルや基本的な知識等を掲載した啓発チラシの作成・配布に加え、消費者トラブ

ルの事例等をわかりやすく紹介するチラシ等を作成し、府内全ての高校１年生へ配布しま

す。また、消費者教育コーディネーターの育成と活用により、学校等において消費者教育

教材を活用した出前授業の実施に取り組みます。 

学校の授業や集中的な啓発活動に取り組むことで、すべての高等学校等で消費者庁作成 

の「社会への扉」や大阪府作成の「めざそう！消費者市民」等の消費者教育教材を活用し

た消費者教育が実施されるようめざします。     

 

[４] ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進 

消費者教育は、ライフステージ（幼児期、小学校期、中学校期、高校生期、成人期）の

各段階に応じて、継続性を持って体系的に行っていく必要があります。平成 28(2016)年に

作成した「大阪府消費者教育の取組に関するイメージマップ（ライフステージに応じた身

に付ける能力の考え方）」を活用し、体系的かつ効果的に取組を進めていきます。 
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[５] 消費者の特性に対する配慮、場の特性に応じた方法での実施 

年齢、障がいの有無、性別、その他の消費者の特性に配慮するとともに、学校、地域、

家庭、職域、その他の様々な場の特性に応じた適切な方法により、効果的に行っていき

ます。  

 

[６] 各主体との連携・協働の推進 

 （ア）府と市町村 

住民に一番身近な市町村において消費者教育が充実されるよう、消費者教育講座の内

容等について府が持つノウハウの提供、他の優れた取組事例の情報提供や市町村職員研

修会等の実施などにより、市町村の取り組みを支援していきます。 

また、市町村における消費者教育の推進体制の整備に向けて、市町村への理解の促進

を図るとともに、各地域の実情を踏まえた支援を行っていきます。 

（イ） 消費者行政担当部局と教育委員会 

学習指導要領が平成 29(2017)年及び平成 30(2018)年に改訂され、消費者教育に関する

教育内容の充実が図られました。新学習指導要領に基づく消費者教育を効果的に推進す

るため、消費者行政担当部局と教育委員会が、更なる連携を図り、協働して施策を推進

していきます。 

（ウ）消費者団体、事業者及び事業者団体 

消費者団体、事業者及び事業者団体等の多様な主体間による情報交換や協議が行われ

ることにより、消費者教育を推進する施策への協力などが行われるよう、これら団体の

連携・協働を推進していきます。 

 また、事業者及び事業者団体には、消費者に対し情報を正しく提供するよう、働きか

けていきます。 

（エ）消費生活に関連する教育との連携推進 

「持続可能な社会を形成する」視点から、「エシカル消費」、環境や資源、エネルギー

等に関わる「環境教育」、「食品ロスの削減」や適切な食生活、食の安全性等に関わる「食

育」、その他、「金融・金銭教育」、「情報リテラシー教育」、「国際理解教育」、「日常生活

に関連する法教育」等、幅広く日常の消費生活や事業活動に関連する教育との連携を図

りつつ推進することにより相乗効果を図ります。 

 

（２）ライフステージに応じた多様な場における消費者教育の推進 

消費者教育推進法により学校、大学、地域、家庭、職域等における消費者教育の推進が

求められています。消費者教育の取組を進めることにより、消費者自らが被害や事故にあ

わない行動を可能にするとともに、他方、悪質商法等の加害者にならないという視点も含

め、ライフステージに応じた多様な場を活用し、消費者教育に取り組みます。 

具体的には、学校（小学校・中学校・高等学校・支援学校等）等において、それぞれの

発達段階に応じた消費者教育の推進に努めるとともに、民法改正を踏まえた高等学校等に

おける消費者教育の充実・強化に早急に取り組みます。 

大学等における消費者教育については、自立した判断能力を備え、消費者市民社会の実

現に向け積極的に活動を行うことができる人材の育成に取り組みます。 
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若年者や高齢者に比べて、重点的な取組が行われていない成人期（成人一般）に対して

は、この世代が、地域の住民であり、また事業所等に勤務する労働者としての側面を持つ

方も多いことから、消費者団体や事業者団体等と連携し、地域や職域の場において情報発

信や学習機会の提供等を行うことにより消費者教育を推進していきます。 

 

[１] 学校（小学校・中学校・高等学校・支援学校等）等における消費者教育 

学校における消費者教育については、小学校・中学校・高等学校・特別支援学校の学

習指導要領に基づき、これまでも消費生活に関する教育等を児童・生徒の発達段階に応

じて行ってきましたが、平成 29(2017)年及び平成 30(2018)年に改訂された小学校・中学

校、高等学校・特別支援学校の新学習指導要領では、下記のとおり、児童・生徒の「生

きる力」を育むことをめざし、生涯にわたり学習する基盤が培われるよう、基礎的な知

識及び技能を習得させるとともに、これらを活用して、課題を解決するために必要な思

考力、判断力、表現力等の能力を育み、主体的に学習に取り組む態度を養うことを目標

としています。 

指導にあたっては、児童・生徒の興味・関心を引き付ける身近な事例等を取り上げな

がら、消費者教育の実施に取り組みます。 

 

（ア）〈小学校〉社会科では、地域に見られる販売の仕事については、学習の問題を追究・

解決する活動を通して消費者の多様な願いを踏まえ、売り上げを高めるよう工夫して行

われていることを理解し、考察するよう指導することとしています。 

家庭科では、買物の仕組みや消費者の役割がわかり、物や金銭の大切さと計画的な使

い方について理解すること、購入に必要な情報を活用し、身近な物の選び方や買い方を

考え、工夫することなど売買契約の基礎を指導することとしています。 

（イ）〈中学校〉社会科では、市場経済の基本的な考え方や金融などの仕組みや働きについ

て理解するとともに、消費者の保護について消費者の自立の支援なども含めた消費者行

政の取組について理解するよう指導することとしています。 

技術・家庭科では、消費者の基本的な権利と責任について理解するとともに、計画

的な金銭管理の必要性、売買契約の仕組み、消費者被害の背景とその対応について知り、

生活に必要な物資・サービスの選択、購入に必要な情報を活用して購入について考え、

工夫することができるよう指導することとしています。 

（ウ）〈高等学校〉家庭科では、消費生活の現状と課題、消費行動における意思決定や契約

の重要性、消費者保護の仕組みについて理解し、消費者の権利と責任を自覚して行動で

きるよう指導することとしています。 

公民科では、具体的な主題を設定し、他者と協働して追究したり、課題を解決したり

する活動を通して、多様な契約及び消費者の権利と責任、市場経済の機能と限界、金融

の働きなどについて、必要な知識及び技能を身に付けることができるよう指導すること

としています。 

 （エ）〈支援学校〉小学校、中学校、高等学校に準じた消費者教育を各教科等において実施

しています。 

日用品の取り扱い方や金銭の使い方、情報モラルや消費者トラブルの未然防止など、
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個々の教育的ニーズに対応した適切な指導や必要な支援を通して、自立と社会参加に向

けて育成をめざす資質・能力を身に着けることができるよう指導することとしています。 

   ＜具体的な取組＞ 

    ・消費者教育講師派遣（再掲）【府民文化部】 

     ・消費者教育教材活用推進（再掲）【府民文化部】 

・若者向け啓発資料の作成【府民文化部】 

・○新 成年年齢引下げに伴う集中啓発事業【府民文化部】 

・若者向けウェブサイトの運営（再掲）【府民文化部】 

・夏休み若者向け特別啓発事業（再掲）【府民文化部】 

・大阪の子どもを守るネット対策事業（再掲）【政策企画部】 

・住まい・まちづくり教育の普及【住宅まちづくり部】 

・学習指導要領に基づく消費者教育【教育庁】 

・「大阪府金融広報委員会」との連携【教育庁】 

 

[２] 大学等における消費者教育 

改正民法の施行により、すべての学生が成年となる大学等においては、高等学校段階

までに身に付けた知識等を踏まえ、一人ひとりの学生が、契約に関する知識や契約に伴

う権利、責任並びに消費者として主体的に判断し、責任をもって行動できる能力を高め

る機会を持つことが重要となります。また、次代の社会、経済を担う成人として主体的

に消費者市民社会の形成に参画するための資質を習得できるよう、授業や社会貢献活動

などの様々な活動において、消費者の視点を踏まえた教育を推進することが求められて

います。 

府では、消費者教育・啓発に関するボランティア活動に積極的に参加し、同世代や年

下の若者等に対する消費者教育の担い手となる「大阪府消費者教育学生リーダー」の育

成と活動支援等を通じて、自立した判断能力を備え、人や社会、環境等に配慮した行動

を取ることができる能力を備えた大学生等の育成に努めます。 

また、消費者教育コーディネーターの調整のもと、大学等の新入生ガイダンス等の場

を活用した啓発の実施や府の出前講座の活用等を働きかけるなど、大学等における消費

者教育を支援します。 

＜具体的な取組＞ 

・大学生期における消費者教育（再掲）【府民文化部】 

 

[３] 地域における消費者教育 

消費者教育は、誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で受けること

ができることが必要であることから、身近な生活の場である地域における消費者教育は

重要です。 

高齢者等に消費者被害についての情報提供等を行う消費のサポーターなど地域の住民

が高齢者等を見守るネットワークの活用や、金融関係者、行政が参画した「大阪府金融

広報委員会」（※６）と連携を図り金融に関する知識やトラブルの現状等に関する理解を深

める取組、市町村単位での消費生活に関するイベント等への支援など、様々な人材・関
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係団体等と連携しながら地域における消費者教育の推進に努めます。 

また、高等学校等を中退した生徒等への消費者教育の実施方策を検討するとともに、

大学等が行う府民を対象とした講座・セミナー等の地域貢献活動と連携し、地域住民向

けの消費者教育の実施方策について検討します。 

＜具体的な取組＞ 

・消費のサポーター養成・更新講座（再掲）【府民文化部】 

・高齢者向け「消費者問題ミニ講座」への講師派遣（再掲）【府民文化部】 

・金銭教育の普及等【府民文化部】 

・消費者フェアの実施（再掲）【府民文化部】 

・消費者教育講師派遣（再掲）【府民文化部】 

・○新 消費のサポーター事業における地域安全センターとの連携(再掲)【府民文化部】【政策企画部】 

 

[４] 家庭等における消費者教育 

家庭等は、保護者が金銭や物を大切に扱う意識を子どもに身に付けさせたり、スマー

トフォンやパソコンを使ったインターネット等の利用のあり方について考え、ルールづ

くりなどができる場です。 

また、世帯が別であっても高齢者のみの世帯を狙った詐欺的な勧誘や社会経験等が少

ない若年者を狙った被害を防止するために、家族等の間で互いに情報共有や注意喚起を

行うことで未然に危害等を回避できる場でもあります。消費生活に関する様々な情報を

提供することで、日常生活の消費者トラブルの未然防止やエシカル消費の実践など、家

庭等における消費者教育に取り組みます。また、児童養護施設等で生活している子ども

への支援にも努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・社会教育施設等への情報提供及び教材等の貸し出し【府民文化部・教育庁】 

・高齢者等の見守り者対象の講座の実施【府民文化部】 

・消費生活情報の提供（抜粋、再掲）【府民文化部】 

・消費者教育講師派遣（再掲）【府民文化部】 

 

[５] 職域における消費者教育 

事業者は、お客様相談室などを設け、直接的、間接的に消費者の声を聴いていること

から、その声を生かし、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画できるような情

報の提供や、商品・サービスの開発といった消費者志向の取組が期待されています。 

また、従業者に対して研修等を実施することにより、消費生活に関する知識及び理解

を深めるよう努めることが求められています。 

このため、消費生活に関する知識、理解を深める従業員教育の重要性について、事業

者の協力を得ながら理解を深めてもらい、事業所内の研修等で啓発冊子等を活用し、消

費者教育を実施するなど、職域における消費者教育の推進に努めます。 

また、従業者が事業活動の中で、高齢者や障がい者等支援が必要な人々に消費者被害

や消費生活センターの相談窓口等についての情報を提供することができるよう、啓発冊

子等の配布等を実施しており、高齢者の見守りに資する取組として、継続的に実施して
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いきます。 

＜具体的な取組＞ 

・事業者等と連携した見守り強化（再掲）【府民文化部】 

 

[６] 消費者教育拠点としての府消費生活センターの活用 

府消費生活センターを消費者教育の拠点として、消費者に必要な情報を各種媒体によ

り広く発信し、講座等の開催を通じて消費者が学べる場（機会）を提供するとともに、

多様な場における消費者教育の取組を支援します。 

また、府民を対象に消費生活に関する情報をわかりやすく提供するイベント等を実施

し、人や社会、環境等に配慮した消費行動の具体的な取組を示したエシカル消費等につ

いてわかりやすく情報提供し、消費者市民社会の構築に向けた取組を推進します。 

＜具体的な取組＞ 

・消費生活情報の提供（再掲）【府民文化部】 

・消費者フェアの実施（再掲）【府民文化部】 

・総合案内の運営及び消費者啓発事業の実施（府市連携事業）（再掲）【府民文化部】 

 

（３）消費者教育の担い手の育成と活用 

誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受ける機会

を提供するためには、学校、大学、研究機関、消費者団体その他の関係機関等に対し消

費者教育を担う人材の育成について自主的な取組を促すなど、幅広い担い手の育成に努

めるとともに、有資格者等の活用を図る必要があります。また、大学生などの若者を同

世代や年下の若者等に対する教育の担い手として活用することも効果的です。  

 消費者教育を担う多様な関係機関や担い手をつなぐためには、間に立って調整をする

役割を担うコーディネーター的な役割も重要です。このため、府消費生活センターを拠

点として、消費者教育コーディネーターの育成と活用に取り組みます。 

また、小学校・中学校・高等学校・支援学校等における教職員の消費者教育に関する

指導力の向上や、消費者教育講座の講師になる機会も多い消費生活相談員等への研修等

の充実に努めます。 

   

[１] 小学校・中学校・高等学校・支援学校等における教職員 

学校の教職員には、消費者教育の推進役としての役割が期待されるところであり、消

費者教育への理解が一層深まるよう、研修の機会の充実等に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・消費者教育教材活用推進（再掲）【府民文化部】 

・学校教員の消費者教育研修の実施【教育庁】 

 

[２] 消費生活相談員等 

消費生活相談員や市町村職員は、学校や地域の消費者教育講座の講師となる機会が多

いことから、必要な知識を習得するための研修機会の充実を図ります。 
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＜具体的な取組＞ 

・中核的センター機能充実強化研修（再掲）【府民文化部】 

・市町村相談員総括者研修（再掲）【府民文化部】 

 ・市町村消費者行政職員等研修会の実施【府民文化部】 

 

[３] 実務経験者等 

   弁護士、司法書士、金融経済教育の実務者等実務をとおして消費者教育を行うことができ

る外部人材を活用し、学校等における消費者教育を充実します。 

 

[４] 地域における消費者教育の担い手 

誰もが、どこに住んでいても、生涯を通じて、様々な場で、消費者教育を受けることがで

きるよう、より身近な地域における消費者教育の担い手の育成や活用に取り組みます。 

＜具体的な取組＞ 

・消費のサポーター養成・更新講座（再掲）【府民文化部】 

・高齢者向け「消費者問題ミニ講座」への講師派遣（再掲）【府民文化部】 

・高齢者等の見守り者対象の講座の実施（再掲）【府民文化部】 

・事業者等と連携した見守り強化（再掲）【府民文化部】 

・大学生期における消費者教育（再掲）【府民文化部】 

 

[５] 消費者教育コーディネーター 

    府消費生活センターを拠点として、多様な主体が連携・協働した体制づくりが促進さ

れるよう、消費生活相談員等を活用した消費者教育コーディネーターの育成と活用に取

り組みます。また、その際には、実務経験者など消費生活に係る様々な専門分野からコ

ーディネーターを委嘱し多様なコーディネートができるよう、仕組みづくりを検討しま

す。 

＜具体的な取組＞ 

・国民生活センター（※14）研修の受講【府民文化部】 

・○新 消費者教育コーディネーターの活用【府民文化部】 

     

＜基本目標４ 消費生活相談体制の充実＞ 

（１）府の消費生活相談体制の充実・強化 

府は、広域的な見地が必要な事案や、高度で専門的な知識が必要とされる事案の処理を

行うとともに、市町村の相談員や職員への助言・指導等により住民に身近な相談窓口であ

る市町村の相談機能充実に向けた支援を行うなど、府全体としての問題解決能力の向上を

図るため、市町村消費生活センターの中核センターとして、府の消費生活センターの機能

強化に取り組みます。 

府では、住宅相談や医療相談、外国人相談、府政相談等が実施されており、府消費生活

センターとこれら消費生活関連の相談窓口が連携し、府の消費生活相談体制の充実・強化

に努めます。 

また、消費者トラブル・被害が複雑化する傾向にあることから、高度で専門的な相談に
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対応できる相談員の育成と資質向上を一層図るとともに、各消費生活関連相談窓口の府民

への周知強化を図ります。 

なお、府消費生活センターにおける商品テスト事業は、より専門的なテスト事業を行う

ことを目的に（独法）国民生活センターや（独法）製品評価技術基盤機構（※24）等と連携し

て実施します。 

 

[１] 高度で専門的な相談への対応力強化（相談員の育成・資質向上） 

高度で専門的な消費者相談に対して助言やあっせんを行います。また、こうした相談

に対応する相談員の育成と資質向上のための研修を実施するとともに、参加率が高まる

よう工夫します。 

＜具体的な取組＞ 

・消費生活相談及び苦情処理【府民文化部】 

・製品関連被害防止・救済のための商品テスト（再掲）【府民文化部】 

・中核的センター機能充実強化研修（再掲）【府民文化部】 

・国民生活センター研修の受講【府民文化部】 

 

[２] 府消費生活センターほか各種相談窓口の連携による相談体制の充実強化 

府が設置する各種消費生活関連相談窓口が連携し、相談体制を充実・強化します。 

府内の外国人からの相談については、外国人のための一元的相談窓口である「大阪府

外国人情報コーナー」と連携し、対応します。 

また、訪日外国人観光客等が府内で消費者トラブルに遭った場合の解決を促すため、

（独法）国民生活センターが平成 30(2018)年 12 月に開設した「訪日観光客消費者ホッ

トライン」（03-5449-0906）の周知に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・府民相談【府民文化部・健康医療部】○新 外国人相談の実施 

・多重債務者対策【商工労働部】 

・大阪府住宅リフォームマイスター制度（再掲）【住宅まちづくり部】 

・住宅相談の実施【住宅まちづくり部】 

・分譲マンション管理・建替えサポートシステム【住宅まちづくり部】 

・大阪の住まい活性化フォーラムにおける住まいの相談の実施【住宅まちづくり部】 

・建設工事請負契約等に関する相談【住宅まちづくり部】 

・悪質商法１１０番の設置【警察本部】 

 

[３] 府における消費生活関連相談窓口の周知強化（広報強化） 

各種消費生活関連相談窓口の周知徹底と利用促進を図るため、国とも連携し、「消費者

ホットライン１８８」の認知度が向上するよう周知を行います。 

＜具体的な取組＞ 

・ウェブサイトの運用（再掲）【府民文化部】 

・消費生活情報の提供（再掲）【府民文化部】 
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（２）市町村相談体制への支援 

どこに住んでいても公平かつ平等に消費生活相談を受けられる体制づくりに向けて、消

費者に最も身近な存在である市町村における消費生活相談窓口の整備や相談苦情処理体

制の充実を支援します。 

市町村が行う消費生活相談の事務に関し、助言等の援助を行うことを職務とする「指定

消費生活相談員」を指定します。 

 

 [１] 市町村消費生活相談員等の育成・資質向上等 

市町村消費生活相談員等のスキルアップ・レベルアップを図るため、共同事例研究会

を弁護士会と共同で行うほか、各種研修会を開催します。 

また、やむを得ず研修会への参加が困難な場合でも、後日研修内容を学ぶことができ

る方策について検討します。 

＜具体的な取組＞ 

・市町村相談員総括者研修（再掲）【府民文化部】 

・市町村消費者行政職員等研修会の実施（再掲）【府民文化部】 

・共同事例研究会の実施【府民文化部】 

 

[２] 市町村における消費生活相談業務の支援 

市町村消費生活相談員等の相談業務を支援するため、弁護士の協力を得て法律相談を

実施するほか、巡回訪問、経由相談を実施します。また、府が独自で運営する消費生活

相談窓口専用ウェブサイト等の活用を図ります。 

 ＜具体的な取組＞ 

・巡回訪問・経由相談の実施【府民文化部】 

・市町村相談体制整備支援【府民文化部】 

・法律相談の実施【府民文化部】 

・大阪府消費者行政推進事業補助金【府民文化部】 

・商品テスト事例研究会の実施【府民文化部】 

 

（３）消費者問題の早期解決支援 

消費者被害は、消費者の権利を侵害するものであり、迅速かつ適切な救済が必要です。 

消費生活センターに寄せられる相談の多くは消費者が直面する被害の救済と解決を求

めるものであり、消費生活相談により、事業者と消費者との間の紛争の解決に努めるとと

もに新たな被害を生じさせないためにも、法律や条例に基づき事業者に対して的確に対処

していきます。 

 

[１] あっせん、調停の活用 

市町村において解決が難しい案件など、消費者救済のため、条例の規定による、あっ

せん、調停の積極的な活用に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・大阪府消費生活苦情審査委員会の運営【府民文化部】 
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[２] 訴訟への支援ほか 

訴訟支援について、消費者が受けた被害に関して、事業者に対して訴訟を提起する場

合に一定の要件のもとで資金の貸付を行うほか、応訴時への対応の必要性を含め、その

あり方や裁判外紛争解決手続（ＡＤＲ）（※15）に関わる民間型裁判外紛争処理機関との連

携について検討します。 

＜具体的な取組＞ 

・訴訟の援助【府民文化部】 

 

[３] 高齢者、障がい者等の被害解決への支援 

被害相談が増加している高齢者等への被害の未然防止、拡大防止のための情報提供、

身近な支援者等との連携などの取組を進めます。 

＜具体的な取組＞ 

・高齢者等の見守り者対象の講座の実施（再掲）【府民文化部】 

・消費のサポーター養成・更新講座（再掲）【府民文化部】 

・高齢者向け「消費者問題ミニ講座」への講師派遣（再掲）【府民文化部】 

・消費生活情報の提供（再掲）【府民文化部】 

・特殊詐欺等被害防止に向けた広報啓発活動（再掲）【府民文化部・警察本部】 

・地域権利擁護総合推進事業 (再掲)【福祉部】 

・日常生活自立支援事業（再掲）【福祉部】 

・福祉サービスに関する苦情解決（再掲）【福祉部】 

・障がい福祉サービスに関する相談・苦情解決のための体制づくり（再掲）【福祉部】 

・介護保険制度における相談・苦情解決体制の推進（再掲）【福祉部】 

・圧着ハガキの郵送による広報啓発活動費（特殊詐欺対策）（再掲）【警察本部】 

・「おおさか特殊詐欺被害防止コールセンター」の開設（再掲）【警察本部】 

 

[４] 警察による防犯活動・犯罪の取締りの推進 

警察による防犯活動と悪質商法事犯等への取締りの強化に努めます。 

＜具体的な取組＞ 

・悪質商法１１０番の設置（再掲）【警察本部】 

・警察による防犯活動・犯罪の取締りの推進【警察本部】 
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第４章 計画の推進方策と進行管理 

 

１．推進方策 

（１）推進体制 

知事を本部長とし、全部局長等で構成する「大阪府消費者行政推進本部会議」を積極的

に運営するなど、庁内関連部局との連携・協力により消費者行政の総合的・効果的な推進

を図ります。 

また、消費者庁と地方公共団体が意見交換する「消費者行政ブロック会議」や府と府内

全市町村で構成する「大阪府内消費生活センター連絡会議」などにおいて、府の施策に関

する情報提供や意見交換等を行い、実効性ある計画の推進に努めます。 

 

（２）国・他都道府県との連携 

消費者行政を効果的に推進するため、また、消費者被害の未然防止や製品事故の拡大防

止のためにも、国や他の都道府県との連携を密にし、情報交換等を行うとともに必要があ

る場合には、国に対して意見を述べていきます。 

特に消費者問題が複雑化・多様化する中で、高齢消費者等の見守り強化や若年者への消

費者教育等を更に充実・強化していくことが求められており、こうした新たな課題に対応

していくためには、国による各地域の実情に即した財政支援が不可欠です。また、これま

で実施してきた府内の消費者行政の水準を維持し、今後も継続して実施するため、必要な

財源を継続的・安定的に確保するよう、国に対し強く要請していきます。 

さらに、法令等に基づく事業者の指導・処分に際しても、国や他都道府県及び市町村と

の有機的な連携を図りながら進めていきます。 

 

（３） 市町村との連携 

消費者行政を効果的に推進するため、府と市町村の具体的な役割分担を踏まえた上で、

必要に応じて府と市町村が連携し、情報の交換や困難事例の解決に取り組みます。 

 

（４） 消費者団体等への支援と連携 

消費者団体には、各地域において、消費者が必要とする情報を提供し、普及啓発、教育

に取り組み、あるいは消費者被害の防止や救済のための活動が期待されます。また、個々

の消費者の声を束ね、集約し、具体的な意見を表明し、行動することも消費者団体の重要

な機能です。府は、消費者団体への情報提供を行うなど、消費者団体の活動の支援を行う

とともに、消費者団体と連携し、安全・安心な消費生活の実現に向け施策を推進していき

ます。 

消費者被害の未然防止、拡大防止の観点から、差し止め請求を行うことのできる適格消

費者団体（※26）や、消費者の財産的被害の集団的な回復のための訴訟を起こすことのできる特

定適格消費者団体（※26）に対して、必要に応じて消費生活相談情報を提供するなど、団体が期待

される役割を充分に果たすことができるよう、連携を進めます。 
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（５）事業者・事業者団体との連携 

消費者の安全・安心の観点から、事業者や事業者団体が取り組む苦情処理体制の整備や

顧客の声を生かした情報提供、事業者の社会的責任（ＣＳＲ）の観点からの消費者教育へ

の取組が進むよう事業者や事業者団体との連携を図ります。 

 

（６）大学、研究機関、公益的団体等との連携 

消費者行政を推進していく上での専門的な内容や消費者教育などの取組については、地

域においてその分野を得意とする大学、研究機関や公益的団体等と連携し、取組が効果的

に進められるようノウハウの活用等を進めていきます。 

 

（７）弁護士会等との連携 

消費生活相談窓口に寄せられる相談のうち、特に高度な法律的判断を必要とする案件に

ついて、府内の相談員が専門的な助言を得ることができるよう、弁護士会等との連携を強

化し、法律相談の充実や、事例研究会などを通じて専門的な相談体制の強化を図ります。 

また、若年者への消費者教育、高齢消費者の見守りの取組等において、弁護士会等専門

家と連携し、効果的な施策を推進していきます。 

 

（８）関係者の意見の消費者施策への反映と透明性の確保 

「大阪府消費者保護審議会」において、消費者保護に関する施策についての重要事項の

調査・審議等を行うこと及び「大阪府消費者教育推進地域協議会」において、消費者教育

の総合的、体系的かつ効果的な推進に関し、情報交換・調整等を行うことにより、関係者

の意見の消費者施策への反映と透明性の確保に努めます。 

また、府民、消費者・消費者団体、事業者・事業者団体等への情報発信を強め、意見反

映の場の拡大に努めます。 

 

２．進行管理 

基本計画に関する進捗状況等については、毎年度検証を行い、検証結果を大阪府消費者保

護審議会及び大阪府消費者教育推進地域協議会に報告するとともに、広く府民に公表します。 

 

３．計画の見直し 

消費生活関連施策の進捗状況や消費者を取り巻く社会経済環境の変化に対応し、必要に応

じて見直しを行います。 
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１．基本目標（１～４）に関する具体的な施策一覧 

 

＜基本目標１ 消費者の安全・安心の確保＞ 

１．商品・役務の安全性の確保 

※ ○新の取組については、第１期計画期間中より実施されているもので第２期計画に新しく記載したもの、及

び第２期計画策定年度に初めて実施する取組を含む。 

施策名 施策の概要 部局 

製品関連被害防止・救済の

ための商品テスト 
 製品関連被害の未然・再発防止等安全確保の観点から商品のテス

トを行い、消費者の商品知識の向上を図る。 
府民文化部 

府消費者保護条例に基づ

く危害防止 

 商品や役務によって危害が発生し、又はそのおそれがあると認め

る場合において、現行法令で対処できない時は、事業者に必要な措

置をとるよう勧告するとともに、府民に周知する。 

府民文化部 

消費生活用製品の監視取

締り 

 消費者の生活の用に供される製品による生命又は身体に対する危

害の発生を防止するため、特定製品（家庭用圧力鍋等 9品目）及び

特定保守製品（屋内式ガス瞬間湯沸器等 9品目）の販売業者に対し、

立入検査等を実施する町村に対し移譲事務交付金を交付する。

（H19.4.1から町村へ移譲・市は自治事務） 

府民文化部 

家庭用品品質表示の指導

取締り 

 消費者の利益を保護するため、一般小売業者に対し立入検査を実

施し、不備・不適正事項を排除するために指導等を実施する町村に

対し移譲事務交付金を交付する。（H19.4.1から町村へ移譲・市は自

治事務） 

府民文化部 

高圧ガス・ＬＰガス・火薬

類（がん具煙火）の指導取

締り 

高圧ガス、ＬＰガス、火薬類（がん具煙火）よる災害の未然防止

を図り、公共の安全を確保するため、関係事業所等に対する保安指

導を実施する。また、販売業者が適正な保管、運用を行うよう立入

指導を実施する。（高槻市を除く 42市町村に移譲済（H30年 4月時

点）） 

政策企画部 

電気用品安全法、ガス事業

法の指導取締り 

電気用品安全法、ガス事業法にかかる安全性の確保につき、電気

用品及びガス販売事業者に対し、危険及び障害の発生を防止するた

めに、指導及び、立入を実施する。（町村へ移譲、市は法定移譲済

（H30年 4月時点）  

政策企画部 

医薬品、医薬部外品、化粧

品、医療機器、再生医療等

製品、指定薬物及び毒物劇

物に関する監視指導 

 医薬品等による保健衛生上の危害を防止し、府民に優良な医薬品

等を供給するため、立入検査及び製品の収去検査を実施し品質等の

確保に資するとともに、適正な管理と販売を指導する。 

 その他、医薬品等の一般広告については、虚偽・誇大広告の監視

指導を行う。 

 また、いわゆる健康食品の中で、医薬品的な効能・効果を標榜す

る広告については、違反業者を適正に指導する。 

健康医療部 

健康食品安全対策事業 

 医薬品成分の含有された無承認無許可医薬品をいわゆる健康食品

と称して販売することにより、消費者の健康に被害を及ぼす事件・

事故が発生していることに鑑み、これらの買い上げ検査を実施し、

無承認無許可医薬品の販売業者に対しては回収・廃棄等の指導を行

うとともに、府のホームページに掲載することで、健康被害の防止

を図る。 

健康医療部 

食品衛生に関する監視取

締り 

 食中毒等飲食に起因する危害の発生防止及び違反不良食品の排除

等を図るため、食品の製造・加工・調理・保存及び販売等各食品関

係施設を対象に施設監視・立入検査を実施し、衛生管理の徹底や不

備事項の改善を指示するとともに、HACCP（危害分析重要管理点方式）

に沿った衛生管理手法の導入や異物混入防止対策や適正表示等を指

健康医療部 
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導する。 

 また、府内に流通する食品等を収去し試験検査に供する。更に、

食品中の残留物質による健康危害の防止を図るため、農薬、動物用

医薬品、環境汚染物質等に係る各種検査を実施する。 

(1) 食品関係施設の監視指導 

(2) 食品、添加物、器具、容器包装の規格検査 

(3) 野菜、果物、魚介類、食肉、乳等について農薬、動物用医薬品、

環境汚染物質等に係る各種残留検査 

(4) 食品、添加物の表示の取締り 

(5) 食品、添加物等の一斉取締り（夏期・年末） 

(6) 食品衛生検査所（大阪府中央卸売市場）における集中的監視検

査 

(7) 食肉衛生検査所におけると畜検査（BSE検査を含む） 

(8) 食鳥処理場における食鳥検査 

食品衛生知識の普及 
 消費者及び食品関係事業者に食中毒予防等食品衛生に関する正し

い知識の普及を図るとともに、大阪版食の安全安心認証制度の普及

により、消費者の信頼を高め、安全・安心な食品の提供を促進する。 

健康医療部 

有害物質を含有する家庭

用品の監視取締り 

(1) 一般消費者の生活の用に供される製品である家庭用品に含有さ

れる有害物質による保健衛生上の危害を防止するため、有害物質の

基準値が定められた家庭用品を流通段階で監視、試買検査を行う。 

 ・対 象： 規制基準が定められた繊維製品、液体状の住宅用洗浄 

      剤、家庭用エアゾール製品等 

 

(2) 家庭用品を製造、輸入、又は販売の事業を行う者に対して必要

があるとき、立入検査を実施し、基準違反品を販売しないよう指導

する。併せてパンフレットを活用して法の周知徹底を行う。 

(3) ホームページにおいて、家庭用品の安全対策に関する情報提供

を行う。 

健康医療部 

 

２．消費者取引の適正化 

（１） 不当な取引行為の防止等 

施策名 施策の概要 部局 

府消費者保護条例等に基

づく不当な取引行為及び

訪問販売等の指導取締り

等 

 不当な取引行為を行う悪質な事業者に対し、府消費者保護条例や特

定商取引に関する法律に基づき厳正な指導等を実施する。また、法令

違反が疑われる事案について調査を行い、必要に応じて事業者に対す

る指導・処分を実施するとともに、消費者への情報提供等を行う。 

府民文化部 

前払式特定取引業者の指

導監督等 

 前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会及び友の会）等 4 社を対象に

報告徴収及び立入検査を実施し、事業者指導に努める。 
府民文化部 

ゴルフ場等の会員契約に

関する不当な行為の指導

取締り 

 法律において、一定の行政監督権限が知事の自治事務となっている

ことを受け、事業者に対し、会員勧誘時における誇大広告や会員契約

締結解除に関する不当な取引行為について指導・取締りを行う。 

府民文化部 

消費者行政関連会議、研

修会の出席 

 国及び他府県との連携を密にするとともに、情報交換を行い、必要

に応じて関係省庁に消費者施策の推進について要望を行う。 府民文化部 

事業者に対する関係法令

の説明会の実施 

 適正な消費者取引が行われるよう、事業者に対し消費生活に密接に

関係する関係法令等についての説明会を実施する。 
府民文化部 
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旅行業法に基づく府知事

登録業者への適正指導

（報告徴収及び立入検査

等） 

(1)大阪府内に主たる営業所を置く旅行業者等及び旅行サービス手配

業者の新規登録、更新登録等の申請受付や各種手続きを行う。また、

旅行業務の適正な運営を確保するため、登録業者に対して、適宜立入

検査の実施等を行い、旅行業務に関する取引の公正の維持、旅行の安

全の確保及び旅行者の利便の増進を図る。 

(2)旅行業者が倒産等の理由により、債務不履行となった際に、旅行者

の債権を保証するため、旅行業法に基づき、営業保証金の還付にかか

る手続きを行う。 

府民文化部 

自動車運転代行業者への

適正指導（報告徴収及び

立入検査等） 

 自動車運転代行業の適正化に関する法律に基づき、公安委員会の行

う業者の認定等の処分に関する協議を行う。また、業者に報告若しく

は資料の提出を求め、又は職員が営業所に立入検査を行うことで、明

瞭な料金設定や損害賠償保険の加入がなされているか等適正な業務の

実施のため、業者の監督を行う。自動車運転代行業の業務の適正な運

営が害される恐れがあると認められるときには、指示等必要な措置を

講ずる。 

 なお、本業務は政令により、国土交通大臣の権限に属する事務が知

事の自治事務とされていることを受けて行うものである（第４次一括

法関連）。 

都市整備部 

宅地建物取引の適正指導 

 宅地建物取引業者に対しての指導監督の実施や研修会の開催などを

行い、取引の適正化を図る。 

(1)宅地建物取引業者に対する指導及び立入調査の実施 

(2)宅地建物取引業法に違反した宅地建物取引業者に対する適正な措

置 

住宅まちづく

り部 

 

 

（２） 価格・商品の表示、広告等の適正化 

施策名 施策の概要 部局 

不当景品・不当表示の指導

取締り 

 事業者の公正な競争を確保し、消費者の適正な商品選択に資するた

め、公正取引委員会と密接な連携のもとに不当表示や不当な景品付き

販売行為の監視取締り及び指導を行い、違反行為の防止と排除に努め

る。また、権限を移譲している市へ移譲事務交付金を交付する。 

(H27.1.1から大阪市に措置命令等について権限移譲) 

※平成 26年 12月 1日に施行された改正法により、都道府県知事が行

うこととされていた指示等の事務が廃止され、新たに都道府県知事に

措置命令等の事務が政令により委任された。 

府民文化部 

家庭用品品質表示の指導

取締り（再掲） 

 消費者の利益を保護するため、一般小売業者に対し立入検査を実施

し、不備・不適正事項を排除するために指導等を実施する町村に対し

移譲事務交付金を交付する。（H19.4.1から町村へ移譲・市は自治事

務） 

府民文化部 

事業者に対する関係法令

の説明会の実施（再掲） 

 適正な消費者取引が行われるよう、事業者に対し消費生活に密接に

関係する関係法令等についての説明会を実施する。 
府民文化部 

医薬品、医薬部外品、化粧

品、医療機器、再生医療等

製品、指定薬物及び毒物劇

物に関する監視指導（再

掲） 

 医薬品等による保健衛生上の危害を防止し、府民に優良な医薬品等

を供給するため、立入検査及び製品の収去検査を実施し品質等の確保

に資するとともに、適正な管理と販売を指導する。 

 その他、医薬品等の一般広告については、虚偽・誇大広告の監視指

導を行う。 

また、いわゆる健康食品の中で、医薬品的な効能・効果を標榜する広

告については、違反業者を指導する。 

健康医療部 
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食品衛生に関する監視取

締り（再掲） 

 食中毒等飲食に起因する危害の発生防止及び違反不良食品の排除

等を図るため、食品の製造・加工・調理・保存及び販売等各食品関係

施設を対象に施設監視・立入検査を実施し、衛生管理の徹底や不備事

項の改善を指示するとともに、HACCP（危害分析重要管理点方式）に

沿った衛生管理手法の導入や異物混入防止対策や適正表示等を指導

する。 

 また、府内に流通する食品等を収去し試験検査に供する。更に、食

品中の残留物質による健康危害の防止を図るため、農薬、動物用医薬

品、環境汚染物質等に係る各種検査を実施する。 

(1) 食品関係施設の監視指導 

(2) 食品、添加物、器具、容器包装の規格検査 

(3) 野菜、果物、魚介類、食肉、乳等について農薬、動物用医薬品、

環境汚染物質等に係る各種残留検査 

(4) 食品、添加物の表示の取締り 

(5) 食品、添加物等の一斉取締り（夏期・年末） 

(6) 食品衛生検査所（大阪府中央卸売市場）における集中的監視検査 

(7) 食肉衛生検査所におけると畜検査（BSE検査を含む） 

(8) 食鳥処理場における食鳥検査 

健康医療部 

食品表示適正化推進事業 
食品表示法に基づく食品の適正表示の推進を図るため、食品関連施

設の監視指導を行うとともに、表示制度の普及・啓発を行う。 健康医療部 

米穀等の産地情報に関す

る表示の適正化の推進 

米トレーサビリティ法に基づく米穀等の産地伝達や表示の適正化

を推進するため、米穀事業者に対する啓発や指導等を行う。 
環境農林水産

部 

適正な計量の確保 

府民生活の安全安心のために適正な計量の実施がされるよう、商取

引に用いられる特定計量器の検定及び定期的な検査、スーパー等の特

定計量器を使用する事業所における自主的な計量管理の促進や立入

検査を行う。また、市町村や消費者団体が実施する商品量目調査や「暮

らしと計量展」の開催を通じて日常生活の中で計量が果たす役割等に

ついて普及啓発を行う。 

商工労働部 

 

３．消費者への情報提供 

施策名 施策の概要 部局 

府消費者保護条例に基づ

く危害防止（再掲） 

 商品や役務によって危害が発生し、又はそのおそれがあると認め

る場合において、現行法令で対処できない時は、事業者に必要な措

置をとるよう勧告するとともに、府民に周知する。 
府民文化部 

消費生活情報の提供 
 消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消

費生活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供するため、報道機関、

市町村、各種団体等各方面へ情報提供を行う。 
府民文化部 

ウェブサイトの運用 
 消費生活等に関するウェブサイト「消費生活事典」の積極的な運

用を行い、消費者教育・情報提供の促進を図る。 

≪URL: http://www.pref.osaka.jp/shouhi/≫ 
府民文化部 

若者向けウェブサイトの

運営 

 小学校高学年から 20歳代前半くらいの若者を対象にしたウェブサ
イトを運用し、インターネットトラブルを中心とした若者の消費者
被害の未然防止を図る。 

≪URL:http://www.nethigai.jp/≫ 

府民文化部 

消費者問題講演会 

（府市連携事業） 

 時事的な消費者問題についての講演会やシンポジウムを開催し、

消費者の認識を高める。 
府民文化部 
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消費者フェアの実施 
 行政、事業者団体、消費者団体等が連携して、府民に消費生活に

関する情報をわかりやすく提供する府民参加型イベントを開催す

る。 
府民文化部 

府消費者保護条例に基づ

く自主行動基準の策定・届

出 

 消費者との信頼関係を構築し、その利益の擁護及び増進を図るた

め、事業者の自主行動基準の策定を支援し、事業者に対して、策定

した自主行動基準を知事に届け出るよう促進し、その内容が府消費

者保護条例に定める内容に適合すると認めるときは公示する。 

府民文化部 

総合案内の運営及び消費

者啓発事業の実施（府市連

携事業） 

 消費生活に関する情報を消費者に効果的に提供するため、大阪市消

費者センターと共同で「くらしの広場・エル」の総合案内を運営す

る。また、消費生活に関する専門図書や啓発用ビデオ・ＤＶＤを開

架し、利用者への閲覧、貸出を行う。 

府民文化部 

○新 災害時等における消費

者被害の防止 

大規模災害や感染症のまん延時に、消費生活センターに寄せられ

た消費者からの相談に対して、適切に対応するとともに、不当な価

格形成や災害に便乗した悪質商法等の情報収集に努め、府民、市町

村への情報提供や注意喚起等、必要に応じて適切な措置を講じる。 

府民文化部 

○新 製品による事故防止の

ための情報提供 

製品の不適切な利用や想定外の使用方法による不慮の事故を防止

するため、消費者庁から提供される子供の事故や予防に関する情報

を消費生活センターの啓発リーフレット等に掲載するなどし、府内

消費者への注意喚起を行う。 

府民文化部 

福祉サービス第三者評価

事業の推進 

 福祉サービスの質の向上を促し、併せて、福祉サービス情報を利

用者に広く周知するため、公正・中立な第三者機関が専門的・客観

的な立場から評価を行い、その結果を公表する福祉サービス第三者

評価事業を推進する。 

福祉部 

 

高齢者の居住の安定確保

に関する法律に基づく「サ

ービス付き高齢者向け住

宅の登録・閲覧制度」 

 「高齢者の居住の安定確保に関する法律」に基づき、面積やバリ

アフリー構造等の一定の基準をみたし、安否確認や生活相談等の高

齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢者向け住宅」

を登録し、登録情報を府民の閲覧に供することにより、高齢者の居

住の安定を図る。 

福祉部 

住宅まちづく

り部 

感染症の予防に関する知

識の普及 
感染症の予防に関する知識の普及啓発を行う。 健康医療部 

救急医療の適正利用 
 不要不急の救急要請や安易な時間外の受診を減らすなど、救急医

療の望ましい利用のあり方について、大阪府ホームページに掲載し、

救急医療の適正利用に関する府民の理解促進を図る。 

健康医療部 

献血意識の高揚 

 年々減少する若年層献血者の献血意識の高揚を図るため、府民参

加型の公募事業の実施等を行う。 

 また、高校生等が同世代に献血の重要性を働きかける活動を支援

することで、効果的な啓発を図る。 

・献血啓発作品ポスター原画募集 

・高校生による街頭キャンペーンの実施 

・献血広告の実施 

健康医療部 

栄養知識の普及 

 府民の健康づくりを進めるため、生活習慣病の予防をはじめ食生

活の改善や栄養に関する正しい知識の普及に努める。 

○食育推進事業 

 府民一人ひとりが、生涯にわたって健やかな生活を送り、豊かな

心を育むことができるよう、ライフステージに応じた食育を推進す

る。 

・飲食店等のメニューの栄養成分表示やヘルシー化を促進する。 

・8月の大阪府食育推進強化月間に、関係団体等の連携・協働により、

食育に関する普及啓発等を実施する。 

健康医療部 
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生活習慣病予防に関する

知識の普及 

『健活 10』〈ケンカツ テン〉のキャッチコピーの下、生活習慣

の改善や生活習慣病の予防等に向け、府民に取り組んでいただきた

い 10の健康づくり活動について、ホームページや各種イベント等を

通じて普及啓発を図る。 

健康医療部 

医薬品の適正使用の推進 

 医薬品は、医療及び保健衛生の向上にとって欠かすことのできな

いものであるが、その反面、誤った取扱いによる健康被害や、予期

せぬ副作用の発現をみることがある。このことから、医薬品の持つ

特質、その使用及び取扱いに関する正しい知識の啓発を図る。 

健康医療部 

薬物乱用防止対策の推進 

 薬物乱用は、乱用者本人の心や体を蝕むだけでなく、さまざまな

犯罪を引き起こす要因となる等、憂慮すべき社会問題となっている。

特に最近は若年層の大麻乱用による検挙者数が増加する等、薬物乱

用の低年齢化が危惧されている。 

大阪府麻薬覚せい剤等対策本部では「大阪薬物乱用『ダメ。ゼッ

タイ。』第五次戦略」を策定し、警察、教育、行政等関係機関が連

携して「取締対策」、「啓発対策」と「乱用依存症者対策」を進め

ている。 

健康医療部 

健康食品安全対策事業（再

掲） 

 医薬品成分の含有された無承認無許可医薬品をいわゆる健康食品

と称して販売することにより、消費者の健康に被害を及ぼす事件・

事故が発生していることに鑑み、これらの買い上げ検査を実施し、

無承認無許可医薬品の販売業者に対しては回収・廃棄等の指導を行

うとともに、府のホームページに掲載することで、健康被害の防止

を図る。 

健康医療部 

住居衛生対策事業 

 快適な居住環境を確保し、府民の生活の質を高めるため、健康と

生活を軸とした住居衛生対策を推進する。 

（１）住居衛生に関する相談・情報発信等 

（２）地域健康展や講習会等に活用するためのパンフレット等 

   啓発媒体の作成 

（３）室内空気中ホルムアルデヒド等の濃度測定 

健康医療部 

○新 ギャンブル等依存症に

関する知識の普及 

ギャンブル等の依存症に関する正しい知識の普及や相談支援機関

の周知を行う。 
健康医療部 

大阪あんぜん・あんしん賃

貸住宅登録制度 

 民間賃貸住宅に入居を希望する高齢者、障がい者、子育て世帯等

（以下「住宅確保要配慮者」という。）が、円滑に入居できるよう、

住宅確保要配慮者の入居を受け入れる賃貸住宅の登録及び登録情報

の提供等を行う。 

住宅まちづく

り部 

住宅瑕疵担保履行法にか

かる情報提供 

 新築住宅の請負人や売主に義務付けられた資力確保措置（保険へ

の加入や保証金の供託）の周知に努める。（都市居住課） 

 また、資力確保措置の状況について、大阪府知事許可・免許事業

者からの届出の受付を行う。（建築振興課） 

※「住宅瑕疵担保履行法」とは、「住宅の品質確保の促進等に関す

る法律」（住宅品質確保法）によって定められた瑕疵担保責任の確

実な履行を担保するため、住宅供給業者側に資力確保措置を義務付

けるものである。 

住宅まちづく

り部 

大阪の住まい活性化フォ

ーラムにおけるリフォー

ム・リノベーションの普

及・啓発 

 公民連携による「大阪の住まい活性化フォーラム」の事業として、

過去に実施したリノベーションコンクールの受賞作品を発信する。 

≪URL: http://osaka-sumai-refo.com/ ≫ 

住宅まちづく

り部 

http://osaka-sumai-refo.com/
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大阪の住まい活性化フォ

ーラムにおける『大阪版・

空家バンク』の設置 

公民連携による「大阪の住まい活性化フォーラム」において、市町

村や市町村と連携している民間団体等が設置する空家バンクの利用

を促進するため、これらの空家バンク情報をとりまとめて発信して

いる。 

≪URL: http://bank.osaka-sumai-refo.com/ ≫ 

住宅まちづく

り部 

大阪府住宅リフォームマ

イスター制度 

 府民が安心してリフォームが行えるよう、大阪府が指定した非営

利団体「マイスター登録団体」が一定の基準を満たす「マイスター

事業者」を府民の依頼に応じて案内・紹介する。  

住宅まちづく

り部 

「大阪・工事監理の星」制

度への支援 

 大阪府では、（一社）大阪建築士事務所協会が創設した「大阪・

工事監理の星」制度を支援している。 

 本制度の目的は、違反建築や、欠陥工事・手抜き工事の防止に有

効な「工事監理」の定着を促進し、工事監理に真摯に取り組んでい

る建築士事務所を広く公表・PR することで、府民が工事監理を委託

する建築士事務所を選択する際の一助とすることである。 

 なお、現在、「大阪・工事監理の星」として登録されている建築

士事務所名を、（一社）大阪建築士事務所協会のホームページで公

開している。 

≪URL: http://www.oaaf.or.jp/ ≫ 

住宅まちづく

り部 

防犯に配慮した共同住宅

等に係る設計指針の公表 

 住宅・建築物の建築や改修等の際に、侵入盗などへの防犯へ配慮

した共同住宅等の設計のため「防犯に配慮した共同住宅に係る設計

指針」、戸建住宅に係る同様の設計指針・ガイドブックをホームペ

ージで公表している。 

住宅まちづく

り部 

建築物に附属する特定の

設備等の安全確保 

 建築物に附属するエレベーターやエスカレーター等の特定設備

を、府民が安全で安心して利用できるよう、これらの設備で事故が

発生した場合は、その設備の管理者・所有者に届出を義務付けてい

る。届け出られた事故情報及び事故原因や防止策について広く情報

発信することにより、設備の管理者・所有者のみならず、府民、設

備の製造者、建築物の設計者等多くの関係者間で情報の共有化を図

り、事故の再発や同種の事故の発生防止に取り組んでいる。 

住宅まちづく

り部 

建築基準法及び建築士法

に基づく情報提供等 

(1) 法定の書類等閲覧制度 

・（各特定行政庁）建築基準法第 93条の 2の規定による書類閲覧制
度に基づき、建築物の確認検査等の履歴、設計者、工事監理者等の
情報を提供 

・（指定登録機関、指定事務所登録機関）建築士法第 6条及び第 23
条の 9の規定による建築士名簿及び建築士事務所登録簿の閲覧制度
に基づき、建築士及び建築士事務所の情報を提供 

(2) 確認申請手続き等のご案内 

・各特定行政庁・指定確認検査機関、大阪府建築行政連絡協議会等、
それぞれのホームページにて確認申請手続き等を案内 

(3) 関連団体の取組み 

・（建築士会）新築等の設計者選定や耐震診断の斡旋、契約のトラ
ブルなどの相談を受け付け 

・（事務所協会）建築の瑕疵や欠陥、契約のトラブル、耐震診断の
斡旋等の相談を受け付け 

・その他、パンフレットの作成等 

住宅まちづく

り部 

http://bank.osaka-sumai-refo.com/
http://www.oaaf.or.jp/
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宅地建物取引及び建設工

事請負契約に関する啓発 

 消費者に対し、適切な宅地建物取引及び建設工事請負契約に関す

る啓発に努める。 

(1)消費者に対する宅地建物取引に関する知識の普及・向上を図るた

め、マイホームの購入や賃貸借契約におけるトラブル防止の啓発冊

子を配付 

 ・「マイホーム購入のためのちょっとアドバイス」 

 ・「賃貸借契約のためのちょっとアドバイス」 

(2)消費者への啓発を目的に、「建設業の指導監督等についてよくあ

るお問い合わせ」を府ホームページに掲載。 

住宅まちづく

り部 

 

４．個人情報の保護 

施策名 施策の概要 部局 

相談事業等を通じての個

人情報保護にかかる事業

者への注意喚起 

 相談業務における事業者との連絡等の機会を通じ、消費者の個人

情報保護について事業者に対して注意喚起に努める。 
府民文化部 

センター内の個人情報の

適正管理 

 大阪府個人情報保護条例に基づき、相談業務等の個人情報を適正

に管理する。 
府民文化部 

 

 

５．物価安定対策と適正な税の転嫁 

施策名 施策の概要 部局 

生活二法の適正な運用 

 生活関連物資等の価格が異常に上昇し、又は上昇するおそれがある

場合において、生活二法により当該物資が政令で定められたときに

は、当該物資の価格・需給動向を調査し、当該物資の販売等を行う者

に対し売り渡しの指示や規定された価格以下での販売の指示等を行

い、生活関連物資等の供給・価格の安定を図る。 

 また、条例により権限を移譲している市町村に対し、移譲事務交付

金を交付する。（H19.4.1から市町村へ移譲、政令市は自治事務） 

府民文化部 

府消費者保護条例による

緊急措置 

 生活関連物資の価格が異常に上昇し、又は上昇するおそれがある場

合において、買占め又は売惜しみが行われ、又は行われるおそれがあ

るとき、当該物資を指定して、売り渡しの勧告を行い、価格の安定及

び流通の適正化を図る。 

府民文化部 

○新 災害時等における生活

関連商品の価格・需給動向

等の監視 

大規模災害や感染症のまん延時等において、生活関連商品の価格・

需給動向の把握に努め、消費者に対して迅速かつ適切な情報提供を行

う。 府民文化部 

大阪市消費者物価指数の

作成 

 総務省統計局所管の小売物価統計調査の価格資料に基づいて「大阪

市消費者物価指数（速報値）」を毎月公表し、府民の消費生活に影響

を及ぼす物価水準の変動を正確・迅速に把握して、府民生活に関する

行政施策の基礎資料とする。 

 また、12月分公表時には年平均指数（速報値）を、3月分公表時に

は年度平均指数（速報値）をそれぞれ公表する。 

総務部 

青果物価格安定対策事業 

 野菜の産地（対象産地）から、あらかじめ選定された卸売市場等（対

象市場）へ出荷した野菜（対象野菜）の価格が一定の基準より低落し

た場合に、生産者に対し価格差補給交付金を交付することにより、野

菜生産農家の経営の安定を図り、もって野菜農家の健全な発展と府民

消費生活の安定に資する。 

環境農林水産

部 
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中央卸売市場事業 

 昭和 53年 5月に開設した中央卸売市場の適正な管理及び運営を図

ることにより、生鮮食料品流通の近代化合理化に寄与するとともに、

府民に対し、生鮮食料品等を円滑かつ安定的に供給する。 

 ・市場関係者（卸、仲卸等）の業務指導監督 

 ・中央卸売市場施設の維持管理 

 ・入荷量等の統計及び流通実態調査の実施 

環境農林水産

部 

地方卸売市場の運営の指

導  

地方卸売市場の適正な運営を図り、府内における生鮮食料品等の安

定的な供給と流通の合理化を促進する。 

(1) 地方卸売市場における取引の適正化 

 ・市場業務の指導監督及び検査 

環境農林水産

部 

 

＜基本目標２  消費者の自立への支援 ＞ 

１．高度情報通信社会への対応 

施策名 施策の概要 部局 

消費生活情報の提供（再

掲） 

 消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消

費生活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供するため、報道機関、

市町村、各種団体等各方面へ情報提供を行う。 
府民文化部 

中核的センター機能充実

強化研修 

 府域の中核的センターとして、「指定消費生活相談員導入」に伴

い中核的センター機能の強化を図り、府消費生活相談窓口の専門性

を強化するとともに支援技術等の向上を図ることにより、府全体と

しての問題解決能力向上を図る。 

府民文化部 

 

市町村相談員総括者研修 

 市町村消費生活相談窓口における問題解決能力の向上をめざし、

困難事案の対応において府センターとのパイプ役になる市町村の総

括的立場にある相談員を対象に、専門的で高度な内容の研修を行う

ことにより、円滑かつ効果的に相談における府の支援の効果をあげ、

より複雑化・多様化する相談事案の解決を図る。 

府民文化部 

消費者教育講師派遣 
 消費者問題について、学習を希望するテーマに応じた講師を派遣

し、消費者グループや学生等に学習機会や教育を提供する。 府民文化部 

若者向けウェブサイトの

運営（再掲） 

 小学校高学年から 20歳代前半くらいの若者を対象にしたウェブサ

イトを運用し、インターネットトラブルを中心とした若者の消費者

被害の未然防止を図る。 
府民文化部 

消費のサポーター養成・更

新講座 

 高齢者の消費者被害の未然防止、拡大防止に関する最新の情報提

供等を行う「消費のサポーター」養成講座を実施する。また、すで

に消費のサポーターとして登録しているボランティアに対し、専門

的な知識の維持と更新を図る更新講座を実施する。 

府民文化部 

高齢者向け「消費者問題ミ

ニ講座」への講師派遣 

 地域での高齢者の集まりに、悪質商法とその対策、被害に遭わな

いための注意点などの情報提供を行うボランティアである消費のサ

ポーターを養成し、派遣を支援することにより、高齢者の消費者被

害の未然防止を図る。 
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大阪の子どもを守るネッ

ト対策事業 

 社会経験も浅く、判断能力が未熟な青少年が、スマートフォンや

携帯ゲーム機等のネット機器利用によって、犯罪やトラブルの被害

に遭わないために、青少年自身に適切なインターネットの使い方を

考えさせる機会（ＯＳＡＫＡスマホサミットの開催等）を提供する

ことでネットリテラシーの向上を図る。 

 併せて、青少年を指導する教職員やＰＴＡ等を対象に民間事業者

を講師として派遣し具体的なトラブル事例やその回避策についての

研修を実施する。また、児童生徒を対象にした大学生講師による出

前講座を行う。 

政策企画部 

「大阪の子どもを守るサ

イバーネットワーク連絡

会議」における関係機関等

との連携 

 府警察本部や公共アドバイザー、民間アドバイザー、市町村教育

委員会等から構成される「大阪の子どもを守るサイバーネットワー

ク」と連携し、個人情報の流出や誹謗中傷の書き込みなどの事案対

応へのアドバイスやインターネット上のいじめ・トラブル等の未然

防止のための啓発を行う。 

教育庁 

サイバー犯罪に対する指

導・取締り 

○サイバー防犯ボランティアの活用 

 大学生によるサイバー防犯ボランティアを結成し、小中学生を対

象としたインターネットの適正利用に関する広報活動を実施してい

る。（平成 27年 11月から運用開始） 

 

○大阪府プロバイダ事業者等防犯連絡会の設置 

 警察本部と府内プロバイダ事業者等が連携して、インターネット

の適正利用に向け、防犯意識の高揚や各種情報交換等に努め、コン

ピュータ・ネットワークを悪用した犯罪の被害防止と違法・有害情

報の排除を図り、ネットワーク社会における安全な市民生活に寄与

することを目的として設置した。 

 現在、協力事業者のホームページから大阪府警察ホームページに

リンクが設定されており、サイバー犯罪等の未然防止に向けた広報

活動を実施している。 

警察本部 

不正アクセス行為の再発

防止のための援助 

 公安委員会は、不正アクセス行為が行われたと認められた場合に

おいて、不正アクセス行為が行われた特定電子計算機のアクセス管

理者から援助を受けたい旨の申出があり、その申出を相当と認める

ときは、申出者に対して不正アクセス行為の再発防止のための援助

を行う。（平成 12年 7月 1日から開始） 

警察本部 

インターネットバンキン

グや偽ショッピングサイ

ト被害等における消費者

に対する広報啓発活動 

 サイバー空間の脅威に関する広報啓発活動を推進するため、イン

ターネットバンキングにおける不正送金被害やショッピングサイト

における偽サイトの詐欺被害などの未然防止を図るためのキャンペ

ーンを実施する。 

  また、インターネットにおける消費者被害に関する消費者向けの

広報資料（パンフレット等）を作成し、広く配布する。 

警察本部 

 

２．持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の推進 

施策名 施策の概要 部局 

太陽光パネル設置普及啓

発事業 

 府民が安心して既存の住宅の屋根に太陽光モジュールを設置でき

るよう、府が太陽光発電システム製造者、施工店及び販売店を望ま

しい行動へ誘導するとともに、府が定める要件を満たすものを登録

及び公表することにより、府民が自主的に太陽電池発電設備を普及

促進することをめざす。 

 なお登録にあたっては、府消費者保護条例を参考にしつつ、消費

者との信頼関係構築や消費者利益の擁護及び増進を定めた「自主的

な行動基準」の作成と府への届出及び公表を必要とする。 

環境農林水産

部 
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府民参加型太陽光発電促

進事業 

地域に根ざした「民」主導の太陽光パネルの設置を促進するため

に、環境に関心のあるあらゆる市民が参加できる「市民共同発電」

事業を支援する。 

 具体的には、府内市町村が公共施設等に市民からの出資により市

民共同発電設備を設置する事業者を公募する際の留意事項、設置場

所の選定や技術的、制度的な課題への対応、市民からの資金調達方

法に関する課題などについてまとめた「市民共同発電の公募につい

て」を利用し、市町村に対して市民共同発電の実施に向けたサポー

トを行う。 

環境農林水産

部 

グリーン購入の推進 

(1)府民等への啓発 

 環境への負荷の少ないライフスタイルの構築に向け、「豊かな環

境づくり大阪府民会議」（府、市町村、事業者、府民及び民間団体

等で構成）において、グリーン購入の推進等を内容とする「豊かな

環境づくり大阪行動計画」（平成 8年 6月策定、毎年更新）を策定

し推進を図るとともに、環境にやさしい消費行動を通じて府民の環

境配慮行動を促進するため、「環境にやさしい買い物キャンペーン」

等を実施する。 環境農林水産

部 
(2)府の率先購入 

 府では、地球温暖化問題や廃棄物問題等への対策のひとつとして、 

国等の環境物品等の調達の推進等に関する法律」の規定により、策

定した「大阪府グリーン調達方針」（毎年改定）に基づき、事業者・

消費者の立場からあらゆる事務事業においてグリーン購入の推進に

努める。 

環境教育・環境保全活動の

推進 

 「環境教育等行動計画」に基づき、情報基盤の充実と連携の強化、

人材育成・人材活用、場の提供・学習機会の提供、教材・プログラ

ムの整備と活用、協働取組の推進・民間団体等への支援、普及啓発

の６つの柱のもと関連施策による環境学習と環境保全活動を推進す

る。 

環境農林水産

部 

省エネ行動の実践の促進 

 省エネの取組みを紹介したホームページ「省エネ生活のすすめ」

等により積極的に情報発信するとともに、イベントやセミナー等さ

まざまな機会を通じて、広く府民に環境配慮行動の必要性と実践を

呼びかける。また、府が委嘱した地球温暖化防止活動推進員による

地域に密着した自主的な温暖化対策活動を支援する。 

環境農林水産

部 

温暖化「適応」推進事業 

 現在生じている、あるいは、将来の発生が予想される気候変動の

影響による被害を回避あるいは最小化する取組（「適応」という）

に関する理解を深め、その地域での実践につなげることを目的に、

府民・事業者をはじめ、環境 NPO、地球温暖化防止活動推進員等を対

象に、学習会やセミナー、啓発活動を実施する。 

環境農林水産

部 

リサイクル社会推進事業 

 循環型社会の構築に向けて「大阪府循環型社会推進計画」（平成

28年 6月策定）を推進するため、一般廃棄物排出量等の推移やごみ

減量等に関する施策の実施状況を公表するとともに、リサイクル関

連法の情報をホームページに掲載し、府民、事業者、行政が行う実

践活動を促進する。また、大阪府循環型社会形成推進条例に基づい

た「大阪府リサイクル製品認定制度」を運用し、認定製品をホーム

ページに掲載する他、環境関連イベント等に出展し、府民・事業者

に紹介する。 

環境農林水産

部 

○新 プラスチック対策推進

事業 

行政や事業者、ＮＰＯ、府民の新たなプラスチック対策を進める

ため、有識者や事業者団体等で構成する「おおさかプラスチックご

み対策推進ネットワーク会議」を開催する他、府民のさらなる理解

と取組を推進し府全域にプラスチックごみ対策を展開するため、シ

ンポジウムや環境関連イベント等を通じて啓発を実施する。 

環境農林水産

部 
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食品ロス削減対策推進事

業  

多様な主体が連携し、大阪府全体として食品ロス削減を推進する

ために、指針となる大阪府食品ロス削減推進計画を策定するととも

に、事業者、消費者等それぞれの立場における具体的な行動につな

げられるよう、パートナーシップ制度における事業者との連携や、

食品ロス削減キャンペーンなどの府民啓発を実施する。 

環境農林水産

部 

生活排水対策の推進 

 ホームページ「生活排水をきれいにしよう」により生活排水に関

する情報を広く提供する。また、毎年 2月を「生活排水対策推進月

間」とし、府民に家庭でできる取組みを呼びかける。 

≪URL: 

http://www.pref.osaka.lg.jp/kankyohozen/sei-hai/index.html 

≫ 

環境農林水産

部 

エコカーの普及促進 

 自動車から排出される窒素酸化物(NOx)及び粒子状物質(PM)によ

る大気汚染の改善を図るとともに、二酸化炭素(CO2)排出量削減によ

る地球温暖化対策を推進するため、自動車メーカー等の民間企業や

自動車関係団体との協働により試乗イベントなどの啓発活動等によ

る取組みを行い、エコカーの普及促進を図る。 

環境農林水産

部 

駐車時におけるアイドリ

ングストップの推進 

 駐車中に自動車のエンジンをかけ続けるアイドリングは、大気汚

染や騒音等の問題を引き起こすことから、駐車時における不要なア

イドリングの停止について運転者等への啓発を行う。 

環境農林水産

部 

おおさか交通エコチャレ

ンジ推進運動 

 公共交通機関の利用やエコカーの使用、エコドライブなどに取り

組む府内事業者に対して、「おおさか交通エコチャレンジ宣言事業

者」の登録やエコドライブシミュレーターの貸出、エコドライブス

テッカーの配布等支援メニューを提供し、事業者における環境に配

慮した自動車利用の推進を図る。 

環境農林水産

部 

大阪エコ農業総合推進対

策事業 

 「大阪エコ農業推進基本方針」に基づき、農業の持つ物質循環機

能を活かし、農業の環境への負荷軽減を図りながら、府民が求める

安心な農産物の生産を推進するとともに、地域環境の保全に寄与す

る。 

環境農林水産

部 

大阪産（もん）ブランド化

の推進 

 豊かな府民生活の実現に向け、農林水産事業者と食品産業業者、

飲食事業者等と連携し、大阪産（もん）のブランド力向上と率先購

入の機会拡大を図る。 

 

・大阪産（もん）全国魅力発信事業 

 首都圏の百貨店等でキャンペーンを実施し、首都圏での需要を創

出するとともに、継続販売につなげる。 

 

・大阪産（もん）消費拡大加速化事業 

 大阪産（もん）の消費拡大につなげていくため、大阪産（もん）

の販売店や飲食店を増やしていく。 

 

・大阪産（もん）戦略品目需要創造事業 

 大阪産（もん）を国内外で戦略的に販売していくため、ＰＲ用の

資材の作成等を行う。 

環境農林水産

部 

○新 府内の福祉施設で働く

障がい者が生産する製品

の認知度向上  

府内の福祉施設で働く障がい者が生産する製品の付加価値や社会

的認知度を高め、販路拡大に向けた取組みを推進することにより、

障がい者に支払われる工賃の向上を推進する。 
福祉部 

 

○新 消費者フェアの実施

（エシカル消費の推進を

含む）（再掲） 

 行政、事業者団体、府内消費者団体などが連携して、府民に消費

生活に関する情報をわかりやすく提供し、エシカル消費の啓発をは

じめとして消費者市民社会の構築に向けた府民参加型イベントを開

催する。 

府民文化部 
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３．高齢者、障がい者等への支援 

施策名 施策の概要 部局 

高齢者等の見守り者対象

の講座の実施 

 高齢者等をサポートする見守り・支援者向けに出前講座等を実施

する。 
府民文化部 

消費のサポーター養成・更

新講座（再掲） 

 高齢者の消費者被害の未然防止、拡大防止に関する最新の情報提

供等を行う「消費のサポーター」養成講座を実施する。また、すで

に消費のサポーターとして登録しているボランティアに対し、専門

的な知識の維持と更新を図る更新講座を実施する。 

府民文化部 

高齢者向け「消費者問題ミ

ニ講座」への講師派遣（再

掲） 

 地域での高齢者の集まりに、悪質商法とその対策、被害に遭わな

いための注意点などの情報提供を行うボランティアである消費のサ

ポーターを養成し、派遣を支援することにより、高齢者の消費者被

害の未然防止を図る。 

消費生活情報の提供（再

掲） 

 消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消

費生活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供するため、報道機関、

市町村、各種団体等各方面へ情報提供を行う。 
府民文化部 

事業者等と連携した高

齢者、障がい者等への見守

り強化 

財務部、福祉部、府警本部等と連携し、「大阪府包括連携協定」

や「大阪府高齢者にやさしい地域づくり推進協定」を締結した事業

者等の協力を得て、事業者による高齢消費者の見守り強化を行う。     

また、民生委員、ＣＳＷ等福祉関係者等の見守り者を対象とした説

明会等の場において啓発資料を配付し、高齢者、障がい者の見守り

ポイント等についての情報提供を行う。 

府民文化部 

○新 「高齢者・障がい者等

の消費者被害に関する連

絡会」の開催 

府と大阪市の消費者行政と高齢者や障がい者に関する福祉行政の

担当課（所）による連絡会を開催し、高齢者や障がい者等の消費者

被害の未然防止や拡大防止のための情報交換を行うとともに、啓発

や研修その他連携して取り組むべき対策を検討する。 

府民文化部 

特殊詐欺等被害防止に向

けた広報啓発活動 

大阪府警察本部と連携し、啓発冊子・リーフレット等に特殊詐欺

防止に係る記事を掲載する。 
府民文化部 

 特殊詐欺の認知件数、被害金額の増加を食い止めるためには、高

齢者の防犯意識の向上及び地域ぐるみによる被害防止の機運の醸成

が急務であり、本事業においては、高齢者を対象とした防犯教室、

キャンペーン等において配付する啓発用物品を作成し、啓発効果を

高めるとともに、自治体、事業者、地域住民に対する広報活動や個

別防犯活動において配付するチラシを作成して高齢者のみならず地

域全体の防犯意識の向上を図り、更には、警察署、金融機関、事業

所等に掲示するポスターを作成してこれら施策では行き届かない

人々に対する補完的な広報を行う。 

 本事業においては、大阪府消費生活センターと連携することで、

より幅広く効果的な広報啓発活動を行う。 

警察本部 

地域権利擁護総合推進事

業 

 認知症・知的障がい・精神障がい等により、判断能力が十分でな

い方の権利と財産を守るために、地域で相談を受けている関係機関

等を対象として、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会を通じて、相

談支援事業を実施する。 

福祉部 

日常生活自立支援事業 

 認知症・知的障がい・精神障がい者等の判断能力が不十分な方の

権利擁護を図るため、福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理等

を行う社会福祉法人大阪府社会福祉協議会に対して補助を行う。 

 (内容)・福祉サービスの利用援助 

    ・日常的金銭管理サービス など 

福祉部 
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福祉サービスに関する苦

情解決 

 福祉サービスに関する苦情を解決するための相談、助言、事情調

査又はあっせん等を行う社会福祉法人大阪府社会福祉協議会運営適

正化委員会の取組みを支援する。 
福祉部 

障がい福祉サービスに関

する相談・苦情解決のため

の体制づくり 

 障害者総合支援法、児童福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法の

もとで、利用者が安心してサービスを利用できるよう、これらの利

用者等からの相談・苦情が円滑に解決される必要がある。 

 大阪府においても、指定した事業者のサービスの質を確保するた

め、指定事業者・施設に対し、集団指導や実地指導等の指導監督を

行う。また、喀痰吸引に係る研修機関・事業者の登録及び指導監督

を行う。 

福祉部 

介護保険制度における相

談・苦情解決体制の推進 

(1) 介護保険苦情処理体制の整備運営 

 大阪府国民健康保険団体連合会が迅速かつ適切に苦情に対応し、

公平・中立な立場から苦情処理を行えるようにするため、同連合会

が行う苦情処理体制の整備及びその運営に要する経費に対し補助を

行う。 

福祉部 

(2)介護保険制度における指定介護保険施設や指定居宅サービス事

業者等に対する指導・監査 

 介護保険制度により提供される施設サービスや居宅サービスの質

を確保するため、毎年度集団指導の開催や施設・事業所の実地指導

を行っている。実地指導では、法令遵守並びに利用者の立場に立っ

た適正なサービスの提供について指導を行い、不正事案等が確認さ

れれば監査を実施するなど、厳正な指導監督を行う。 

福祉部 

圧着ハガキの郵送による

広報啓発活動費 

（特殊詐欺対策） 

 各都道府県警察が捜査の過程で犯人グループから押収した名簿を

警察庁が集約し、集約後大阪府警察に還元された名簿を活用して高

齢者を中心とした名簿登載者に対し、ハガキを送付して注意喚起を

実施し、特殊詐欺被害の未然防止を図る。 

警察本部 

 

「おおさか特殊詐欺被害

防止コールセンター」の開

設 

 特殊詐欺被害未然防止対策として、押収名簿及びＮＴＴ電話帳の

掲載者等に架電して特殊詐欺の犯行手口の情報提供と被害防止の注

意喚起を行う。 
警察本部 

○新 市町村消費者行政職員

等研修会の実施（再掲一部

抜粋） 

 市町村職員等を対象に、消費者行政（消費者教育）の推進にあた

って必要な知識を習得するための研修を実施する。研修会において

は府内市町村の消費者安全確保地域協議会の設置を促すため、市町

村の消費者行政担当職員が協議会設置の事例やその運用方法等につ

いて学ぶ機会を設けている。 

府民文化部 

○新 消費のサポーター事業

における地域安全センタ

ーとの連携（再掲） 

地域安全センターにおいて開催される警察の防犯教室と、「消費

のサポーター」ミニ講座の共同開催に向け、警察、消費生活センタ

ー双方が互いに情報提供を行う。 

府民文化部 

政策企画部 

 

＜基本目標３ 消費者教育の推進＞ 

１．消費者教育推進の基本的な方向 

 

２．ライフステージに応じた多様な場における消費者教育の推進 

 （１）学校（小学校・中学校・高等学校・支援学校等）等における消費者教育 

施策名 施策の概要 部局 

消費者教育講師派遣（再掲） 
 消費者問題について、学習を希望するテーマに応じた講師を派遣

し、消費者グループや学生等に学習機会や教育を提供する。 
府民文化部 
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消費者教育教材活用推進 

・府立高校を「大阪府消費者教育推進モデル校」に指定し、学校現
場において消費者教育教材を活用したモデル授業を実施する。その
成果を事例集として取りまとめ発信する。 
・教材を活用した授業を実施するために教職員向けに研修を実施す
る。 
・実務経験者を外部講師として派遣し、教材を活用した消費者教育
の授業を実施する。 

府民文化部 

若者向け啓発資料の作成 

若者向け啓発リーフレットを作成し消費者教育教材を提供する。 

(1) 中学生向け啓発リーフレット 

(2) 高校生向け啓発リーフレット 

府民文化部 

成年年齢引下げに伴う集中

啓発事業 

 契約、お金の使い方、消費者市民社会の構築を重点的に、若者が

陥りやすいトラブルを図式化して解説したリーフレットを作成し、

消費者教育授業の補助資料として活用を図る。 
府民文化部 

若者向けウェブサイトの運

営（再掲） 

 小学校高学年から 20歳代前半くらいの若者を対象にしたウェブ

サイトを運用し、インターネットトラブルを中心とした若者の消費

者被害の未然防止を図る。≪URL:http://www.nethigai.jp/≫ 
府民文化部 

夏休み若者向け特別啓発事

業 

 夏休み期間に、若者（対象：主に高校生）が陥りやすいトラブル

を防止するための啓発イベントを開催する。 
府民文化部 

大阪の子どもを守るネット

対策事業（再掲） 

 社会経験も浅く、判断能力が未熟な青少年が、スマートフォンや

携帯ゲーム機等のネット機器利用によって、犯罪やトラブルの被害

に遭わないために、青少年自身に適切なインターネットの使い方を

考えさせる機会（ＯＳＡＫＡスマホサミットの開催等）を提供する

ことでネットリテラシーの向上を図る。 

 併せて、青少年を指導する教職員やＰＴＡ等を対象に民間事業者

を講師として派遣し具体的なトラブル事例やその回避策について

の研修を実施する。また、児童生徒を対象にした大学生講師による

出前講座を行う。 

政策企画部 

住まい・まちづくり教育の

普及 

公民連携による大阪府住まい・まちづくり教育普及協議会におい

て、子どもたちに「住まい」について考える機会を持たせ、次世代

の豊かな住まいづくりを担う子どもたちを通じて、家庭や地域全体

として「住まい」について考え、生活意識を高めていくために、小

学生や中学校教師を対象とした出前講座等を実施する。 

住宅まちづく

り部 

学習指導要領に基づく消費

者教育

  

学習指導要領による教育指導を行う。 

（具体的取組例） 

[小学５・６年（家庭科）]物や金銭の大切さ、計画的な使い方を学

ぶ など 

[中学（社会科：公民）] 

金融の仕組みや働き、消費者の自立の支援なども含めた消費者行政

を学ぶ など 

[中学（技術・家庭科）] 

消費者の基本的な権利と責任、生活に必要な物資・サービスの適切

な選択を学ぶ など 

[高等学校（家庭科）] 

消費者の基本的な権利と責任、消費行動における意思決定や契約の

重要性、消費者保護の仕組み等を学ぶ など 

[高等学校（公民科）] 

多様な契約及び消費者の権利と責任、市場経済の機能と限界、金融

の働き等を学ぶ など 

[支援学校] 

・一人ひとりの教育的ニーズに応じ、各支援学校において多様な取

組みを実施（商品等の安全、生活の管理と契約 など） 

教育庁 
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「大阪府金融広報委員会」

との連携 

 金融・金銭教育研究校は大阪府金融広報委員会との連携のもと金

融・金銭教育に係る実践を行う。 
教育庁 

 

（２）大学等における消費者教育 

施策名 施策の概要 部局 

大学生期における消費者教

育 

 消費者市民社会の実現に向け積極的に活動を行うことができる

力を持つ消費者教育学生ボランティアを育成し、主体的な活動を促

進する。 
府民文化部 

 

（３）地域における消費者教育 

施策名 施策の概要 部局 

消費のサポーター養成・更

新講座（再掲） 

 高齢者の消費者被害の未然防止、拡大防止に関する最新の情報提

供等を行う「消費のサポーター」養成講座を実施する。また、すで

に消費のサポーターとして登録しているボランティアに対し、専門

的な知識の維持と更新を図る更新講座を実施する。 

府民文化部 

高齢者向け「消費者問題ミ

ニ講座」への講師派遣（再

掲） 

 地域での高齢者の集まりに、悪質商法とその対策、被害に遭わな

いための注意点などの情報提供を行うボランティアである消費の

サポーターを養成し、派遣を支援することにより、高齢者の消費者

被害の未然防止を図る。 

金銭教育の普及等 

 府民の健全かつ計画的な家計運営及び金融知識の重要性に対す

る意識の向上に資するため、「大阪府金融広報委員会」との連携の

もと、生活設計の勧奨、金銭教育の普及等、金融広報に係る事務を

行う。 

府民文化部 

 

消費者フェアの実施（再掲）  行政、事業者団体、府内消費者団体などが連携して、府民に消費

生活に関する情報をわかりやすく提供する府民参加型イベントを

開催する。 
府民文化部 

消費者教育講師派遣（再掲） 
 消費者問題について、学習を希望するテーマに応じた講師を派遣

し、消費者グループや学生等に学習機会や教育を提供する。 府民文化部 

○新 消費のサポーター事業

における地域安全センター

との連携（再掲） 

地域安全センターにおいて開催される警察の防犯教室と、「消費

のサポーター」ミニ講座の共同開催に向け、警察、消費生活センタ

ー双方が互いに情報提供を行う。 

政策企画部 

府民文化部 

 

（４）家庭等における消費者教育 

施策名 施策の概要 部局 

社会教育施設等への情報提

供及び教材等の貸し出し 

地域の公民館や図書館などの社会教育施設やＰＴＡ活動におい

て消費者教育に関わる取組みが推進されるように情報提供や教材

等の貸出しを支援する。 

府民文化部 

教育庁 

高齢者等の見守り者対象の

講座の実施 

高齢者等をサポートする見守り・支援者向けに出前講座等を実施

する。 
府民文化部 

消費生活情報の提供（抜粋、

再掲） 

消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消

費生活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供する。 
府民文化部 
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消費者教育講師派遣（再掲） 
 消費者問題について、学習を希望するテーマに応じた講師を派遣

し、消費者グループや学生等に学習機会や教育を提供する。 
府民文化部 

 

（５）職域における消費者教育 

施策名 施策の概要 部局 

事業者等と連携した見守り

強化（再掲） 

財務部、福祉部、府警本部等と連携し、「大阪府包括連携協定」

や「大阪府高齢者にやさしい地域づくり推進協定」を締結した事業

者等の協力を得て、事業者による高齢消費者の見守り強化を行う。 

また、福祉関係者等の見守り者を対象とした説明会等の場において

啓発資料を配付し、高齢者の見守りポイント等についての情報提供

を行う。 

府民文化部 

 

（６）消費者教育拠点としての消費生活センターの活用 

施策名 施策の概要 部局 

消費生活情報の提供（再掲） 

 消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消

費生活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供するため、報道機

関、市町村、各種団体等各方面へ情報提供を行う。 
府民文化部 

 

消費者フェアの実施（再掲）  行政、事業者団体、府内消費者団体などが連携して、府民に消費

生活に関する情報をわかりやすく提供する府民参加型イベントを

開催する。 
府民文化部 

総合案内の運営及び消費者

啓発事業の実施（府市連携

事業）（再掲） 

 消費生活に関する情報を消費者に効果的に提供するため、大阪市

消費者センターと共同で「くらしの広場・エル」の総合案内を運営

する。また、消費生活に関する専門図書や啓発用ビデオ・ＤＶＤを

開架し、利用者への閲覧、貸出を行う。 

 

府民文化部 

 

３ 消費者教育の担い手の育成と活用 

（１）小学校・中学校・高等学校・支援学校等における教職員 

施策名 施策の概要 部局 

消費者教育教材活用推進

（再掲） 

・府立高校を「大阪府消費者教育推進モデル校」に指定し、学校現

場において消費者教育教材を活用したモデル授業を実施する。その

成果を事例集として取りまとめ発信する。 

・教材を活用した授業を実施するために教職員向けに研修を実施す

る。 

・実務経験者を外部講師として派遣し、教材を活用した消費者教育

の授業を実施する。 

府民文化部 

学校教員の消費者教育研修

の実施 

 学校教育における消費者教育の充実及び教員の消費者問題につ

いての知識向上を図るため、10年経験者研修、小・中・義務教育学

校・高等学校及び支援学校の担当教員を対象に「社会・地理歴史・

公民」教育課題研修、消費者教育研修を実施する。 

 小学校「家庭」授業づくり研修、中・高等学校「家庭」授業力向

上研修において、講座内容の一部で、衣生活・住生活・食生活等と

の関連を図りながら、消費者教育を取り入れている。 

教育庁 
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（２）消費生活相談員等 

施策名 施策の概要 部局 

中核的センター機能充実強

化研修（再掲） 

 府域の中核的センターとして、「指定消費生活相談員導入」に伴

い中核的センター機能の強化を図り、府消費生活相談窓口の専門性

を強化するとともに支援技術等の向上を図ることにより、府全体と

しての問題解決能力向上を図る。 

府民文化部 

市町村相談員総括者研修

（再掲） 

 市町村消費生活相談窓口における問題解決能力の向上をめざし、

困難事案の対応において府センターとのパイプ役になる市町村の

総括的立場にある相談員を対象に、専門的で高度な内容の研修を行

うことにより、円滑かつ効果的に相談における府の支援の効果をあ

げ、より複雑化・多様化する相談事案の解決を図る。 

府民文化部 

市町村消費者行政職員等研

修会の実施 

 市町村職員等を対象に、消費者行政の推進にあたって必要な知識

を習得するための研修を実施する。 
府民文化部 

 

（３）実務経験者等 

（４）地域における消費者教育の担い手 

施策名 施策の概要 部局 

消費のサポーター養成・更

新講座（再掲） 

 高齢者の消費者被害の未然防止、拡大防止に関する最新の情報提

供等を行う「消費のサポーター」養成講座を実施する。また、すで

に消費のサポーターとして登録しているボランティアに対し、専門

的な知識の維持と更新を図る更新講座を実施する。 

府民文化部 

高齢者向け「消費者問題ミ

ニ講座」への講師派遣（再

掲） 

 地域での高齢者の集まりに、悪質商法とその対策、被害に遭わな

いための注意点などの情報提供を行うボランティアである消費の

サポーターを養成し、派遣を支援することにより、高齢者の消費者

被害の未然防止を図る。 

高齢者等の見守り者対象の

講座の実施（再掲） 

 高齢者等をサポートする見守り・支援者向けに出前講座等を実施

する。 
府民文化部 

事業者等と連携した見守り

強化（再掲） 

財務部、福祉部、府警本部等と連携し、「大阪府包括連携協定」

や「大阪府高齢者にやさしい地域づくり推進協定」を締結した事業

者等の協力を得て、事業者による高齢消費者の見守り強化を行う。

また、福祉関係者等の見守り者を対象とした説明会等の場において

啓発資料を配付し、高齢者の見守りポイント等についての情報提供

を行う。 

府民文化部 

大学生期における消費者教

育（再掲） 

 消費者市民社会の実現に向け積極的に活動を行うことができる

力を持つ消費者教育学生ボランティアを育成し、主体的な活動を促

進する。 
府民文化部 

 

（５）消費者教育コーディネーター 

施策名 施策の概要 部局 

国民生活センター研修の受

講 

 (独法)国民生活センターが実施する担当職員等の研修会を受講

する。 
府民文化部 

○新 消費者教育コーディネ

ーターの活用 

 

消費者教育教材活用推進（再掲）、消費者教育講師派遣（再掲）、 

成年年齢引下げに伴う集中啓発事業（再掲）、夏休み若者向け特別
啓発事業（再掲）等の施策において、消費者教育を担う多様な関係
者や場をつなぐために間に立って調整する。 

府民文化部 
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＜基本目標４ 消費生活相談体制の充実＞ 

１．府の消費生活相談体制の充実・強化 

（１）高度で専門的な相談への対応力強化（相談員の育成・資質向上） 

施策名 施策の概要 部局 

消費生活相談及び苦

情処理 

 消費生活に関する消費者からの相談苦情の受付・処理を行う。 

＜相談体制＞ 

期間： 月～金（年末年始・祝休日を除く） 9時～17時 45分（受付は

17時まで） 

相談方法： 来所、電話、文書、電子メール 

相談内容： 消費生活一般の相談・苦情 

処理結果： 必要に応じ、関係行政機関へ連絡するとともに、マスコミ

等への記事提供、ホームページ、生活情報誌「くらしすと」、メールマ

ガジン等により府民に情報を提供する。 

府民文化部 

製品関連被害防止・救

済のための商品テス

ト（再掲） 

 製品関連被害の未然・再発防止等安全確保の観点から商品のテストを

行い、消費者の商品知識の向上を図る。 
府民文化部 

中核的センター機能

充実強化研修（再掲） 

 府域の中核的センターとして、「指定消費生活相談員導入」に伴い中

核的センター機能の強化を図り、府消費生活相談窓口の専門性を強化す

るとともに支援技術等の向上を図ることにより、府全体としての問題解

決能力向上を図る。 

府民文化部 

国民生活センター研

修の受講 
 （独法）国民生活センターが実施する担当職員等の研修会を受講する。 府民文化部 

 

（２）府消費生活センターほか各種相談窓口の連携による相談体制の充実強化 

施策名 施策の概要 部局 

府民相談 

・広聴（府政相談）の実施 府民文化部 

○新 外国人相談の実施（大阪府外国人情報コーナー） 府民文化部 

・医療相談の実施 健康医療部 

・ギャンブル等の依存症相談の実施 健康医療部 

多重債務者対策 

 H19年に国が策定した「多重債務問題改善プログラム」に基づき、本府

においても、広域府自治体として市町村の相談窓口強化に向けて市町村

支援や関係機関との連携強化を図り、市町村等協議会参画団体及び関係

機関とともに、多重債務者対策を推進する。 

商工労働部 

大阪府住宅リフォー

ムマイスター制度（再

掲） 

 

 府民が安心してリフォームが行えるよう、大阪府が指定した非営利団

体「マイスター登録団体」がリフォームに関する相談に応じるほか、一

定の基準を満たす「マイスター事業者」を府民の依頼に応じて案内・紹

介する。 

≪URL: http://www.pref.osaka.jp/jumachi/meister/index.html ≫ 

 

住宅まちづく

り部 

http://www.pref.osaka.jp/jumachi/meister/index.html
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住宅相談の実施 

 府民に対する住宅行政サービスの向上を図るため、住宅相談室におい

て、住宅・宅地問題に関する各種の相談に応じる。 

（相談内容） 

 ・府営住宅や特定公共賃貸住宅の募集案内 

 ・宅地・建物売買、建築時における契約上の相談 

 ・借地・借家関係の相談 

 ・住宅の建設、宅地造成等に関する相談 

 ・マンション関係の相談 

 ・地震等により被災した住宅の復旧等に関する相談 

 ・その他住宅関係一般の相談 

住宅まちづく

り部 

分譲マンション管

理・建替えサポートシ

ステム 

 府や住宅供給公社をはじめとする公的な団体が共同して、分譲マンシ

ョンの改修や建替えなどを中心とする様々な相談の受付、専門アドバイ

ザーの紹介などを行い、管理組合などによる取り組みを支援する。 

住宅まちづく

り部 

大阪の住まい活性化

フォーラムにおける

住まいの相談の実施 

公民連携による「大阪の住まい活性化フォーラム」の事業として、空

き家相談窓口を整備し、空家の適正管理等も含めた中古住宅・リフォー

ムに係る相談に応じる。 

≪URL: http://www.osaka-sumai-refo.com/ ≫ 

住宅まちづく

り部 

建設工事請負契約等

に関する相談 

 個人住宅などの建設工事請負契約等に関する相談に応じる。また、建

設工事の請負契約に関する紛争処理のために設置されている「大阪府建

設工事紛争審査会」に係る制度の概要説明や申請等の手続きについて相

談に応じる。 

住宅まちづく

り部 

悪質商法１１０番の

設置 

 悪質商法１１０番において、悪質商法、高金利融資、その他悪質業者

に関する相談や情報を受け付けている。 

０６－６９４１－４５９２ 

  [くるしい時のしんこくに] 

警察本部 

 

（３）府における消費生活関連相談窓口の周知強化（広報強化） 

施策名 施策の概要 部局 

ウェブサイトの運用

（再掲） 

 消費生活等に関するウェブサイト「消費生活事典」の積極的な運用を

行い、消費者教育・情報提供の促進を図る。 

≪URL: http://www.pref.osaka.jp/shouhi/≫ 
府民文化部  

消費生活情報の提供

（再掲） 

 消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消費生

活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供するため、報道機関、市町村、

各種団体等各方面へ情報提供を行うほか、消費者向けの総合情報誌とし

て大阪市と共同で「くらしすと」を発行する。 

府民文化部 

 

２．市町村相談体制への支援 

（１）市町村消費生活相談員等の育成・資質向上等 

施策名 施策の実施状況 部局 

市町村相談員総括者

研修（再掲） 

 市町村消費生活相談窓口における問題解決能力の向上をめざし、困難

事案の対応において府センターとのパイプ役になる市町村の総括的立場

にある相談員を対象に、専門的で高度な内容の研修を行うことにより、

円滑かつ効果的に相談における府の支援の効果をあげ、より複雑化・多

様化する相談事案の解決を図る。 

府民文化部 

市町村消費者行政職

員等研修会の実施（再

掲） 

 市町村職員等を対象に、消費者行政の推進にあたって必要な知識を習

得するための研修を実施する。 
府民文化部 

http://www.osaka-sumai-refo.com/
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共同事例研究会の実

施 

 大阪弁護士会消費者保護委員会と府内消費生活センター及び市町村消

費生活相談窓口の相談担当者が、相談事例について情報を交換しながら

法的な検討を行う。 
府民文化部 

 

（２）市町村における消費生活相談業務の支援 

施策名 施策の概要 部局 

巡回訪問・経由相談の

実施 

 市町村からの要請に基づき、相談処理の仕方、PIO-NET入力等について

助言・指導を行う巡回訪問を行うとともに、市町村からの経由相談を実

施し、必要に応じ出張相談を行う。 
府民文化部 

市町村相談体制整備

支援 

 市町村の消費生活相談体制整備に向けた支援 

（1）消費生活相談窓口職員専用ウェブサイト」の運営 

  [府内全市町村設置運用] 

 府センター及び市町村の相談窓口職員が、消費者被害に迅速・的確に

対応できるよう、被害の拡大が予想される新手の悪質な手口やその対処

法、事業者情報等業務に役立つ情報を即時に共有できる「消費生活相談

窓口職員専用ウェブサイト」(H17年度導入)を管理運営している。 

 

（2）消費生活オンライネットワークシステムの運用 

(PIO-NET:ﾊﾟｲｵﾈｯﾄ Practical living Information Online Network System) 

 消費生活情報の有効な活用を図るため、昭和 59年度に設置した全国消

費生活情報ネットワークシステムの運用を行っている。 

府民文化部 

法律相談の実施 

 消費生活に関する相談のうち高度な法的処理を必要とするものについ

て、平成 5年度から消費生活に関する法律相談を実施し専門家の助言を

受けるため、毎月当センターにおいて、当センター及び市町村相談窓口

職員等を対象に、弁護士による法律相談を行う。 

府民文化部 

大阪府消費者行政推

進事業補助金 

 市町村が行う消費生活相談窓口等の機能強化などの各種事業に対し補

助金を交付し、市町村における消費者行政の活性化に努める。 
府民文化部 

商品テスト事例研究

会の実施 

 大阪府内における、苦情相談に寄せられた商品の原因究明のためのテ

スト事例の情報交換を行うことにより、テスト部門の向上及び府内市町

村の相談支援を図る。 

府民文化部 

 

３．消費者問題の早期解決支援 

（１）あっせん、調停の活用 

施策名 施策の概要 部局 

大阪府消費生活苦情

審査委員会の運営 

 府消費者保護条例の規定によるあっせん・調停及び訴訟資金の貸付、

その他の調査審議を行うため、大阪府消費者保護審議会に設置している

消費生活苦情審査委員会の適切な運営を図る。 

府民文化部 

 

（２）訴訟への支援 

施策 施策の概要 部局 

訴訟の援助 
消費者が商品及び役務等によって受けた被害に関して、事業者を相手

方として訴訟を提起する場合に、一定の要件のもとに訴訟資金の貸付を

行う。  
府民文化部  
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（３）高齢者、障がい者等の被害解決への支援 

施策名 施策の概要 部局 

高齢者等の見守り者

対象の講座の実施（再

掲） 

 高齢者等をサポートする見守り・支援者向けに出前講座等を実施する。 府民文化部 

消費のサポーター養

成・更新講座（再掲） 

 高齢者の消費者被害の未然防止、拡大防止に関する最新の情報提供等

を行う「消費のサポーター」養成講座を実施する。また、すでに消費の

サポーターとして登録しているボランティアに対し、専門的な知識の維

持と更新を図る更新講座を実施する。 

府民文化部 

高齢者向け「消費者問

題ミニ講座」への講師

派遣（再掲） 

 地域での高齢者の集まりに、悪質商法とその対策、被害に遭わないた

めの注意点などの情報提供を行うボランティアである消費のサポーター

を養成し、派遣を支援することにより、高齢者の消費者被害の未然防止

を図る。 

消費生活情報の提供

（再掲） 

 消費者が自主的、合理的に商品や役務を選択し、安全・安心な消費生

活を営むうえで役立つ各種情報を随時提供するため、報道機関、市町村、

各種団体等各方面へ情報提供を行う。 
府民文化部 

特殊詐欺等被害防止

に向けた広報啓発活

動（再掲） 

大阪府警察本部と連携し、啓発冊子・リーフレット等に特殊詐欺防止

に係る記事を掲載する。 
府民文化部 

 特殊詐欺の認知件数、被害金額の増加を食い止めるためには、高齢者

の防犯意識の向上及び地域ぐるみによる被害防止の機運の醸成が急務で

あり、本事業においては、高齢者を対象とした防犯教室、キャンペーン

等において配付する啓発用物品を作成し、啓発効果を高めるとともに、

自治体、事業者、地域住民に対する広報活動や個別防犯活動において配

付するチラシを作成して高齢者のみならず地域全体の防犯意識の向上を

図り、更には、警察署、金融機関、事業所等に掲示するポスターを作成

してこれら施策では行き届かない人々に対する補完的な広報を行う。 

 本事業においては、大阪府消費生活センターと連携することで、より

幅広く効果的な広報啓発活動を行う。 

警察本部 

地域権利擁護総合推

進事業 (再掲) 

 認知症・知的障がい・精神障がい等により、判断能力が十分でない方

の権利と財産を守るために、地域で相談を受けている関係機関等を対象

として、社会福祉法人大阪府社会福祉協議会を通じて、相談支援事業を

実施する。 

福祉部 

日常生活自立支援事

業（再掲） 

 認知症・知的障がい・精神障がい者等の判断能力が不十分な方の権利

擁護を図るため、福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理等を行う社

会福祉法人大阪府社会福祉協議会に対して補助を行う。 

 (内容)・福祉サービスの利用援助 

    ・日常的金銭管理サービス など 

福祉部 

福祉サービスに関す

る苦情解決（再掲） 

 福祉サービスに関する苦情を解決するための相談、助言、事情調査又

はあっせん等を行う社会福祉法人大阪府社会福祉協議会運営適正化委員

会の取組を支援する。 

福祉部 

障がい福祉サービス

に関する相談・苦情解

決のための体制づく

り（再掲） 

 障害者総合支援法、児童福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法のもと

で、利用者が安心してサービスを利用できるよう、これらの利用者等か

らの相談・苦情が円滑に解決される必要がある。大阪府においても、指

定した事業者のサービスの質を確保するため、指定事業者・施設に対し、

集団指導や実地指導等の指導監督を行う。また、喀痰吸引に係る研修機

関・事業者の登録及び指導監督を行う。 

福祉部 
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介護保険制度におけ

る相談・苦情解決体制

の推進（再掲） 

(1) 介護保険苦情処理体制の整備運営 

 大阪府国民健康保険団体連合会が迅速かつ適切に苦情に対応し、公

平・中立な立場から苦情処理を行えるようにするため、同連合会が行う

苦情処理体制の整備及びその運営に要する経費に対し補助を行う。 

福祉部 

(2)介護保険制度における指定介護保険施設や指定居宅サービス事業者

等に対する指導・監査 

 介護保険制度により提供される施設サービスや居宅サービスの質を確

保するため、毎年度集団指導の開催や施設・事業所の実地指導を行って

いる。実地指導では、法令遵守並びに利用者の立場に立った適正なサー

ビスの提供について指導を行い、不正事案等が確認されれば監査を実施

するなど、厳正な指導監督を行う。 

福祉部 

圧着ハガキの郵送に

よる広報啓発活動費 

（特殊詐欺対策）（再

掲） 

 各都道府県警察が捜査の過程で犯人グループから押収した名簿を警察

庁が集約し、集約後大阪府警察に還元された名簿を活用して高齢者を中

心とした名簿登載者に対し、ハガキを送付して注意喚起を実施し、特殊

詐欺被害の未然防止を図る。 

警察本部 

「おおさか特殊詐欺

被害防止コールセン

ター」の開設（再掲） 

 特殊詐欺被害未然防止対策として、押収名簿及びＮＴＴ電話帳の掲載

者等に架電して特殊詐欺の犯行手口の情報提供と被害防止の注意喚起を

行う。 
警察本部 

 

（４）警察による防犯活動・犯罪の取締りの推進 

施策名 施策の概要 部局 

悪質商法１１０番の

設置（再掲） 

 悪質商法１１０番において、悪質商法、高金利融資、その他悪質業者

に関する相談や情報を受け付けている。 

０６－６９４１－４５９２ 

  [くるしい時のしんこくに] 

警察本部 

警察による防犯活

動・犯罪の取締りの推

進 

 生活経済関連事犯の取締りに努めている。 

（利殖勧誘事犯・闇金融事犯・悪質な特定商取引事犯・その他経済関係

法令違反） 
警察本部 

 生活環境関連事犯の取締りに努めている。 

（環境事犯・保健衛生事犯） 
警察本部 
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２．用語の説明 

用語 説明 初出頁 

あっせん 

（※１） 

 

消費者安全法第 8 条に基づき、事業者に対する消費者からの苦

情の処理のひとつとして、トラブル解決のために、相談者と事

業者が協議・交渉する機会を、相談員等が設ける行為。 

 

４ 

 

暗号資産（仮想通

貨） 

（※２） 

通貨のような機能を持つ電子データとして 2009 年以降、ネット

送金や決済に使われるようになった。「取引所」と呼ばれる会社

に口座を開いて使うのが一般的で、法定通貨の円やドルと交換

できる。送金や決済に関わる複数のコンピューターでデータを

管理する「ブロックチェーン」という仕組みで偽造を防いでい

る。「仮想通貨」と呼ばれていたが、法定通貨と誤解されやすい

として、2019年 5月末「暗号資産」と改称する法律が成立した。 

 

２ 

 

エシカル（倫理的）

消費 

（※３） 

人や社会、環境等に配慮した消費行動のこと。人への配慮とし

て、障がい者支援につながる商品の積極的な購入、社会への配

慮として、開発途上国の原料や製品を適正な価格で取引した「フ

ェアトレード商品」の購入、環境への配慮として、エコ商品・

リサイクル製品の積極的な購入等がある。 

 

11 

 

ＳＮＳ 

（※４） 

Social Networking Service の略。 

人と人とのつながりを促進・支援するコミュニティ型のＷｅｂ

サイト及びインターネットサービス。 

 

28 

 

越境取引 

（※５） 

国境を越えて外国と取引すること。海外事業者と取引した日本 

の消費者を対象に、消費者の相談窓口として消費者庁越境消費 

者センター（ＣＣＪ）が開設されている。 

 

９ 

大阪府金融広報委

員会 

（※６） 

 

大阪府、近畿財務局、日本銀行大阪支店、その他の公的団体、

金融機関などによって構成されている組織。中立公正な立場か

ら、学校等への金融広報アドバイザーの派遣により、金融に関

する広報や金融・金銭教育の支援を行っている。 

 

48 

大阪府消費者教育

学生リーダー 

（※７） 

 

府の「大学生期における消費者教育推進事業」において、消費

者教育・啓発のリーダーとして積極的に活動できる学生ボラン

ティアを育成しており、この事業において消費者教育学生リー

ダーとして認められた者。府内の大学等で構成する消費者教

育・啓発活動を行うネットワークを構築し、消費者問題に関す

31 
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る啓発等を自治体等のイベントや大学の授業、学園祭等の場で

自主的に行っている。 

 

大阪府消費者行政

推進本部会議 

（※８） 

府における消費者行政に関する施策について、庁内関連部局と

の連携・協力により、消費者行政を総合的かつ効果的に推進す

るため、知事を本部長とし、全部局長等で構成する会議。（事務

局は消費生活センター） 

 

45 

大阪府消費者保護

条例 

（※９） 

消費者の権利の確立と自立の支援についての基本理念を定め、

府や事業者、消費者がそれぞれ果たすべき責務と役割を明らか

して、消費者の利益の擁護と増進を図り、消費生活の安定と向

上に資することを目的とする条例。 

 

※2ページ以降は「府消費者保護条例」と記載をしております。 

 

２ 

オレオレ詐欺 

（※10） 

親族を装うなどして電話をかけ、会社における横領金の補填金

等の様々な名目で現金が至急必要であるかのように信じ込ま

せ、動転した被害者に指定した預貯金口座に現金を振り込ませ

るなどの手口による詐欺。 

 

24 

架空請求（詐欺） 

（※11） 

 

架空の事実を口実に金品を請求するハガキや電子メール等を送

付して、指定した預貯金口座に現金を振り込ませるなどの手口

（による詐欺）。 

 

２ 

 

還付金等詐欺 

（※12） 

 

公的機関の職員をかたって電話をかけ、医療費や税金などの還

付を行うと偽って、逆にお金を振り込ませる手続きをさせて、

金銭をだまし取ろうとする詐欺。 

 

24 

ＱＲコード決済 

（※13） 

ＱＲコードと呼ばれる２次元バーコードをスマートフォンなど

により読み取ったり、スマートフォンに表示させたＱＲコード

を読み取らせることにより支払いを行うこと。スマホなどに搭

載されたカメラの画像処理機能で読み取ることができ、スマホ

や携帯電話で誰でも利用できるため、急速に世界中に浸透して

いる。 

 

42 

（独法）国民生活セ

ンター 

（※14） 

消費生活相談の実施や商品テスト、ＡＤＲ手続きなどを通じて、

国民生活に関する情報の提供と調査研究を行うとともに、重要

な消費者紛争について法による解決のための手続を実施するた

めに設けられた独立行政法人。 

51 
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消費者ホットライン「１８８」では、土日祝日等で最寄りの相

談窓口が開いていないときに国民生活センターに繋がる。 

 

裁判外紛争解決手

続き（ＡＤＲ） 

（※15） 

Alternative Dispute Resolution の略。 

消費者トラブルが生じた場合、紛争解決の方法として裁判があ

るが、一般的には時間と費用がかかる。このため、厳格な裁判

によらずに当事者の合意に基づいて迅速かつ簡便に紛争解決す

る方法としてＡＤＲがある。 

 

54 

シェアリングエコ

ノミー 

（※16） 

個人が保有している物・サービス・場所などを、主にインター

ネットを介して多くの人と共有・交換して利用する社会的な仕

組みのこと。 

 

２ 

 

持続可能な開発目

標（ＳＤＧｓ） 

（※17） 

Sustainable Development Goals の略。 

2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のた

めの 2030 アジェンダ」にて記載された、2030 年までに持続可能

でよりよい世界を目指す国際目標のこと。2030 年までに国際社

会が達成すべき包括的な１７のゴールと１６９のターゲットを

設定。 

 

２ 

消費者安全確保地

域協議会 

（※18） 

高齢者等が消費者被害に遭わないよう地域で見守るために、市

町村の消費生活センター、行政の福祉部局、医療機関、地域包

括支援センター、警察署等地域の関係者が相互に連携して構築

する、消費者安全法に基づく見守りネットワークのこと。消費

生活相談等により得られた情報（個人情報）を関係機関間で共

有化して利用できる仕組みである。 

 

30 

 

消費者教育推進地

域協議会 

（※19） 

 

消費者教育推進法により都道府県・市町村への設置が努力義務

とされている。消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教

育関係者、消費生活センター等で構成し、消費者教育の総合的、

体系的かつ効果的な推進に対して消費者教育推進地域協議会の

構成員相互の情報交換及び調整を行う。消費者教育推進計画の

策定に際し、同協議会の意見を聞く必要がある。 

 

30 

消費のサポーター 

（※20） 

府が、消費者被害の未然防止、拡大防止を図るため、高齢者向

けの消費者啓発などを行うボランティアを「消費のサポーター」

として養成・登録し、地域における情報提供や消費者啓発活動

を行う。 

 

30 
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消費者ホットライ

ン １ ８ ８ （ い や

や！） 

（※21） 

全国共通の電話番号（１８８）に電話することにより、地方公

共団体が設置する最寄りの消費生活相談窓口（消費生活センタ

ー等）に電話をつなぐ電話案内。 

 

12 

商品テスト 

（※22） 

消費者からの消費生活に関する苦情相談のうち、商品による事

故等に関する相談を解決するため、消費者の使用実態を考慮し

つつ様々な角度から商品の調査を行い、トラブルの原因を究明

するもの。 

 

４ 

 

生活二法 

（※23） 

「生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関

する法律」と、「国民生活安定緊急措置法」の２つの法律の総称。

高度成長期の物価高騰やオイルショックを受けて制定され、国

民生活との関連性が高い物資や経済上重要な物資について、価

格動向の調査や、買占め・売惜しみの防止などの物価対策を規

定。 

 

41 

 

（独法）製品評価技

術基盤機構（NITE） 

（※24） 

経済産業省所掌に係る製品に関する事故の再発・未然防止を図

るため、製品事故に関する情報の収集・調査・分析を行う独立

行政法人。 

 

52 

地方消費者行政強

化交付金 

（※25） 

国の消費者施策に沿う地方公共団体の取組を支援する補助金

で、平成 30年度から導入された。補助率 2分の１の「地方消費

者行政強化事業」と、平成 29年度までに旧地方消費者行政推進

交付金等を活用し行ってきた消費生活相談体制の整備等の事業

について引き続き支援する「地方消費者行政推進事業」からな

る。 

 

12 

適格消費者団体 

 

特定適格消費者団

体 

（※26） 

不特定かつ多数の消費者の利益を擁護するために、差止請求権

を行使できる消費者団体として内閣総理大臣の認定を受けた法

人をいう。また、適格消費者団体の内、消費者に代わって被害

の回復を求めることのできる団体として認定を受けた法人を

「特定適格消費者団体」という。大阪府における適格消費者団

体及び特定適格消費者団体は、特定非営利活動法人消費者支援

機構関西（KC’s）。 

 

55 

特定商取引に関す

る法律（特定商取引

法・特商法） 

訪問販売、通信販売、連鎖販売取引等といった消費者トラブル

を生じやすい特定の取引形態を対象として、消費者保護と健全

な市場形成の観点から、特定商取引法を活用し、取引の適正化

26 
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（※27） を図っている。 

事業者の不適正な勧誘・取引を取り締まるための「行為規制」

やトラブル防止・解決のための「民事ルール」(クーリング・オ

フ等)を定めている。 

 

ネガティブ・オプシ

ョン 

（※28） 

購入の申込みをしていない消費者に一方的に商品を送り付け、

商品を受け取ったことを理由に契約の成立を主張して代金を請

求する商法。「送り付け商法」ともいう。 

 

19 

 

ＰＩＯ－ＮＥＴ（全

国消費生活情報ネ

ットワーク・システ

ム） 

（※29） 

Practical Living Information Online Network System の略。 

国民生活センターと全国の消費生活センターを専用回線で結

び、消費者から消費生活センターに寄せられた消費生活相談情

報の収集を行うシステム。 

22 

 

Ｂ to Ｃ 

（※30） 

商取引形態の一つで、企業(business)と一般消費者(consumer)

の取引のこと。企業間の取引は BtoB、一般消費者同士の取引を

CtoC という。 

 

８ 

不当景品類及び不

当表示防止法（景品

表示法・景表法） 

（※31） 

商品やサービスの品質、内容、価格等を偽って表示を行うこと

を規制するとともに、過大な景品類の提供を制限することなど

により、消費者が商品やサービスを自主的かつ合理的に選択で

きる環境を守ることを目的とする法律。 

 

26 

 

 

訪問購入 

（※32） 

店舗以外の場所で、事業者が消費者から物品を買い取る取引形

態。特定商取引法で規制されている。 

 

18 

 

訪問販売 

（※33） 

事業者が店舗や営業所等以外の場所で消費者から商品やサービ

スの契約の申込みを受けて行う取引形態。事業者が販売の目的

を告げずに呼び出したり（アポイントメントサービス）、店舗等

以外の場所で呼び止めて店舗等まで同行して（キャッチセール

ス）契約をした場合には、店舗や営業所等での契約であっても

不意打ち性が高いことから訪問販売に該当する。特定商取引法

で規制されている。 

 

18 

マルチ（商法） 

（※34） 

販売組織の会員が友人や知人を新規会員として誘い、その会員

がさらに次の会員を勧誘すれば、自分の利益を得られるとして

組織を拡大して、商品やサービスを販売する商法。特定商取引

法で「連鎖販売取引」として規制されている。 

 

19 
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○大阪府消費者保護条例 

昭和五十一年十月二十二日 

大阪府条例第八十四号 

大阪府消費者保護条例をここに公布する。 

大阪府消費者保護条例 

 

目次 

前文 

第一章 総則(第一条―第七条) 

第二章 基本計画（第八条） 

第三章 危害の防止、自主行動基準の策定、不当な取引行為の防止等 

第一節 危害の防止(第九条―第十一条) 

第二節 自主行動基準の策定(第十二条―第十四条) 

第三節 表示又は包装の基準(第十五条・第十六条) 

第四節 不当な取引行為の防止(第十七条―第二十一条) 

第五節 生活関連物資に関する緊急措置(第二十二条・第二十三条) 

第六節 報告の要求等(第二十四条) 

第四章 被害の救済 

第一節 苦情の処理のあっせん等(第二十五条・第二十六条) 

第二節 訴訟の援助(第二十七条・第二十八条) 

第五章 公表(第二十九条) 

第六章 消費者教育の推進（第三十条・第三十一条） 

第七章 雑則(第三十二条―第三十六条) 

附則 

 

経済社会の進展により府民の消費生活は著しく高度化し、多様化したが、大量生産、大量消費の

経済機構の下で多種多様な商品及び役務が市場に登場し、消費者がその品質、性能、安全性等につ

いて十分な認識を持って選択を適正に行うことはむずかしく、そのため消費者の安全と利益を害す

る問題が多発している。 

さらに、規制緩和、情報化及び国際化の進展などの社会経済情勢の変化により、消費者の選択肢

が広がり、インターネットを通じた取引が可能となるなど、消費者の利便性が高まった反面、消費

者問題が複雑化し、多様化している。 

本来、消費者と事業者は対等の立場において経済取引が行われるべきであるにもかかわらず、消

費者と事業者との間に情報の質及び量、交渉力、資力等の格差があるため、消費者は事業者に対し、

不利な立場におかれることが多い。 

このような事態を改善し、安全で良好な消費生活を営むためには、消費者の保護を図り、事業者

間の公正で自由な競争を確保し、市場における公正な取引ルールを構築するとともに、消費者の自

主的な努力と相まって消費者の権利を確立し、その自立の支援を図ることが必要である。 

また、事業活動の拡大や消費生活の変化により環境への負荷が増大し、環境の保全の観点から消
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費生活のあり方が問われていることから、持続可能な社会の実現に寄与するため、事業者及び消費

者は、環境への負荷の低減その他の環境の保全の必要性について十分留意しながら、事業活動を行

い、消費生活を営むことが求められている。 

わが国屈指の消費地であるとともに、新しい商品や役務が盛んに生み出されるなど、商業やサー

ビス業等の事業活動が活発に行われている大阪にあって、消費者と事業者の良好な信頼関係の確立

をねがいつつ、これらの課題の解決を目指して、この条例を制定する。 

 

第一章 総則 

 

(目的) 

第一条 この条例は、消費者の権利の確立及びその自立の支援に関し、基本理念を定め、府、事業

者及び事業者団体の果たすべき責務並びに消費者及び消費者団体の果たすべき役割を明らかに

するとともに府が実施する施策について必要な事項を定めることにより、消費者の利益の擁護及

び増進を図り、もって府民の消費生活の安定及び向上に資することを目的とする。 

 

(基本理念) 

第二条 消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策(以下「消費者施策」という。)の推進

は、府民の消費生活における基本的な需要が満たされ、その健全な生活環境が確保された上で、

次に掲げる消費者の権利の確立及びその自立の支援を図ることを基本として行われなければな

らない。 

一 商品及び役務並びにこれらの提供を受ける権利(以下「商品及び役務等」という。)によって

生命、身体及び財産に危害を受けない権利 

二 商品及び役務等について、並びに事業者が消費者との間で行う物品及び権利の購入及び交換

（以下「物品の購入等」という。）において、自主的かつ合理的な選択の機会が確保される権

利 

三 商品及び役務等について、並びに物品の購入等において、不当な取引条件及び取引方法を強

制されない権利 

四 消費生活において消費者の個人情報が侵害されない権利 

五 消費生活において必要な情報が提供される権利 

六 消費生活において必要な知識及び判断力を習得し、主体的に行動するための教育を受ける機

会が提供される権利 

七 消費生活に関する意見を表明し、その意見が消費者施策に反映される権利 

八 商品及び役務等並びに物品の購入等によって不当に受けた被害から適切かつ迅速に救済さ

れる権利 

 

(府の責務) 

第三条 府は、消費者施策を策定し、及びこれを実施する責務を有する。 

２ 府は、消費者施策を推進する上で市町村が果たす役割の重要性に鑑み、市町村が消費者施策を

実施しようとする場合には、技術的な助言その他の必要な支援の措置を講ずるものとする。 

３ 府は、消費者施策の策定及び実施に当たっては、消費者の意見を反映するとともに市町村との
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連絡調整を緊密に行うよう努めるものとする。 

４ 府は、事業者及び事業者団体による消費者の信頼を確保するための自主的な取組の推進のため

必要な支援の措置を講ずるものとする。 

５ 府は、消費者団体が行う消費者の消費生活の安定及び向上に資する健全かつ自主的な活動に必

要な支援の措置を講ずるものとする。 

 

(事業者の責務) 

第四条 事業者は、第二条の基本理念に鑑み、消費者が消費生活において使用し、又は利用する商

品及び役務等を供給し、並びに物品の購入等を行うに当たり、次に掲げる責務を有する。 

一 消費者に対する危害を防止すること。 

二 商品及び役務等の品質等並びに物品の購入等に関する広告その他の表示、消費者に対する勧

誘等を適正に行うことにより、消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 

三 公正な取引を確保するとともに、その取引の目的及び内容に応じて、消費者の年齢、知識、

経験、判断能力及び財産の状況等に配慮すること。 

四 消費者の個人情報を適正に取り扱うこと。 

五 消費者との間に生じた苦情を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、当

該苦情を適切に処理すること。 

六 府又は市町村が実施する消費者施策に協力すること。 

２ 事業者は、その供給する商品及び役務等並びに物品の購入等について、次に掲げる事項を行う

ことにより消費者の信頼を確保するよう努めなければならない。 

一 環境への負荷の低減その他の環境の保全に配慮すること。 

二 消費者の意見を反映すること。 

三 商品及び役務等の品質その他の内容を向上させること。 

四 適正な価格を維持すること。 

五 事業活動に関し自ら遵守すべき基準を作成すること。 

六 前各号に掲げるもののほか、消費者の信頼の確保に資すること。 

 

(事業者団体の責務) 

第五条 事業者団体は、事業者の自主的な取組を尊重しつつ、事業者と消費者との間に生じた苦情

の処理の体制の整備、事業者自らがその事業活動に関し遵守すべき基準の作成の支援その他の消

費者の信頼を確保するための自主的な活動に努めるものとする。 

２ 事業者団体は、府又は市町村が実施する消費者施策に協力しなければならない。 

 

(消費者の役割) 

第六条 消費者は、消費者の権利を自覚し、その確立を目指して、自ら進んで消費生活に関して、

必要な知識を修得し、及び必要な情報を収集するとともに、消費者相互の連携及び組織化を図る

等自主的かつ合理的に行動するよう努めることによって、消費生活の安定及び向上に積極的な役

割を果たすものとする。 

２ 消費者は、消費生活に関し、環境への負荷の低減その他の環境の保全及び知的財産権等の適正

な保護に配慮するよう努めなければならない。 
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(消費者団体の役割) 

第七条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対する

啓発及び教育、安全かつ公正な取引を確保するための市場の監視、消費者の被害の防止及び救済

のための活動その他の消費者の消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主的な活動に

努めるものとする。 

 

   第二章 基本計画 

 

（基本計画の策定） 

第八条 知事は、消費者施策を計画的に推進するための基本的な計画（以下この条において「基本

計画」という。）を策定するものとする。 

２ 基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 消費者施策の基本的な方針 

 二 前号に掲げるもののほか、消費者施策を推進するために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を策定するに当たっては、あらかじめ大阪府消費者保護審議会（以下「審議

会」という。）の意見を聴くとともに、府民の意見を反映させるための適切な措置を講ずるもの

とする。 

４ 知事は、基本計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

５ 前二項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

 

第三章 危害の防止、自主行動基準の策定、不当な取引行為の防止等 

 

第一節 危害の防止 

 

(勧告等) 

第九条 知事は、商品及び役務等がその欠陥により消費者の生命、身体又は財産について危害を発

生させ、又は発生させるおそれがあると認めるときは、法令に基づく措置が執られる場合を除き、

当該商品及び役務等の供給を行う事業者に対し、当該商品及び役務等の供給の停止又は回収その

他の当該商品及び役務等による消費者の生命、身体又は財産に対する危害の発生又は拡大を防止

するための必要な措置を執るべきことを勧告することができる。 

２ 知事は、前項の規定による勧告をしたときは、必要に応じ、その旨を消費者に周知させるもの

とする。 

 

(調査等) 

第十条 知事は、商品及び役務等がその欠陥により消費者の生命、身体又は財産について危害を発

生させ、又は発生させるおそれがあるかどうか明らかでない場合において、必要があると認める

ときは、当該商品及び役務等について必要な調査を行うとともに審議会の意見を聴かなければな

らない。 

２ 知事は、前項の調査を行うに当たり、必要があると認めるときは、当該商品及び役務等を供給
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する事業者に対し、当該商品及び役務等がその欠陥により消費者の生命、身体又は財産について

危害を発生させず、かつ、発生させるおそれがないものであることの立証を求めることができる。 

 

(緊急危害防止措置) 

第十一条 知事は、商品及び役務等がその欠陥により消費者の生命又は身体について重大な危害を

発生させ、又は発生させるおそれがある場合において、当該危害を防止するために緊急の必要が

あると認めるときは、法令に基づく措置が執られる場合を除き、直ちに、当該商品及び役務等の

名称、これを供給する事業者の氏名又は名称及び住所その他の必要な情報を府民に提供しなけれ

ばならない。 

 

第二節 自主行動基準の策定 

 

(自主行動基準) 

第十二条 事業者又は事業者団体は、消費者との信頼関係を構築し、その利益の擁護及び増進を図

るため、商品及び役務等の品質等並びに物品の購入等に関する広告その他の表示の方法その他の

規則で定める事項に関し、事業者自ら又は事業者団体自ら若しくは事業者が遵守すべき基準を策

定するよう努めなければならない。 

２ 事業者又は事業者団体は、前項の基準を策定しようとするときは、規則で定めるところにより、

知事に届け出なければならない。当該基準を変更し、又は廃止しようとするときも、同様とする。 

３ 知事は、前項の規定による届出があった場合において、その届出に係る基準の内容が第一項に

規定する目的に適合しないと認めるときは、その届出をした者に対し、その内容を同項に規定す

る目的に適合するように改めるべきことを勧告するものとする。 

４ 知事は、第二項の規定による届出があった場合において、その届出に係る基準（前項の規定に

よる勧告に基づき是正された基準を含む。）の内容が第一項に規定する目的に適合すると認める

ときは、規則で定める事項を公示しなければならない。ただし、その届出をした者（事業者団体

にあっては、その構成員である事業者を含む。）に係る第十七条に規定する不当な取引行為に関

する苦情の処理の申出が相当数あり、かつ、当該申出について、消費者に被害が生じ、又は生ず

るおそれがあると認める場合は、この限りでない。 

 

(自主行動基準の策定の推進) 

第十三条 知事は、事業者及び事業者団体による前条第一項の基準の策定が推進されるよう支援す

るものとする。 

 

(勧告) 

第十四条 知事は、事業者又は事業者団体が、第十二条第四項の規定による公示に係る基準（同項

ただし書の規定により公示しないこととした基準を含む。）を遵守していないと認めるときは、

同条第二項の規定による届出をした者に対して当該基準を遵守し、又は遵守させるよう勧告する

ことができる。 

 

第三節 表示又は包装の基準 
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(表示又は包装の基準) 

第十五条 知事は、商品及び役務等並びに物品の購入等について、消費者が適切かつ容易に選択し、

又は商品及び役務等を安全に使用し、若しくは利用することができるようにするため、必要があ

ると認めるときは、当該商品及び役務等並びに物品の購入等について、事業者が遵守すべき表示

又は包装の基準を定めることができる。 

２ 第十二条第四項の規定は、前項の基準の設定、変更又は廃止について準用する。 

 

(勧告) 

第十六条 知事は、事業者が前条第一項の基準を遵守していないと認めるときは、その者に対して

当該基準を遵守すべきことを勧告することができる。 

 

第四節 不当な取引行為の防止 

 

(不当な取引行為の禁止) 

第十七条 事業者は、消費者との間で行う商品及び役務等の取引並びに物品の購入等に関し、次の

いずれかに該当する行為であって規則で定めるもの（以下「不当な取引行為」という。）を行っ

てはならない。 

一 消費者に対し、不実を告げ、誤信を招く情報を提供し、威迫し、心理的に不安な状態に陥れ

る等の不当な方法で、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

二 消費者に対し、著しく不利益をもたらす不当な内容の契約を締結させる行為 

三 消費者に対し、契約(契約の成立について、当事者間で争いのあるものを含む。)に基づく債

務の履行を不当に強要し、消費者の正当な根拠に基づく契約の解除等を妨げ、又は契約若しく

は契約の解除等に基づく債務の履行を拒否し、若しくは正当な理由なく遅延させる行為 

四 商品及び役務等の販売等をする事業者又はその取次店等実質的に販売等をする者からの商

品及び役務等の購入等を条件又は原因として信用の供与をする契約又は保証を受託する契約

(以下「与信契約等」という。)について、消費者の利益を不当に害することが明白であるにも

かかわらず、その締結を勧誘し、若しくは締結させ、又は消費者の利益を不当に害する方法で、

与信契約等に基づく債務の履行を強要し、若しくは債務の履行をさせる行為 

 

(調査) 

第十八条 知事は、不当な取引行為が行われている疑いがあると認めるときは、その行為の方法、

内容その他の事項について調査を行うことができる。 

 

(合理的な根拠を示す資料の提出) 

第十九条 知事は、次条の規定による指導若しくは勧告又は第二十一条第一項若しくは第二項の規

定による情報の提供に当たって、第十七条第一号の不実を告げる行為をしたか否かを判断するた

め必要があると認めるときは、当該事業者に対し、期間を定めて、当該告げた事項の裏付けとな

る合理的な根拠を示す資料の提出を求めることができる。この場合において、当該事業者が当該

資料を提出しないときは、当該事業者は、同号の不実を告げる行為をしたものとみなす。 
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(指導及び勧告) 

第二十条 知事は、事業者が不当な取引行為を行っていると認めるときは、その者に対し、当該不

当な取引行為を是正するための必要な措置を執るべきことを指導し、又は勧告することができる。 

 

(情報の提供) 

第二十一条 知事は、不当な取引行為による被害の発生及び拡大を防止するため必要があると認め

るときは、速やかに、その行為の方法、内容その他の必要な情報を府民に提供するものとする。 

２ 知事は、次に掲げる場合にあっては、速やかに、その行為の方法及び内容、事業者の氏名又は

名称及び住所その他の必要な情報を府民に提供するものとする。 

一 不当な取引行為に関する苦情の処理の申出が相当数あり、かつ、当該申出について、消費者

に重大な被害が生じ、又は生ずるおそれがあると推測することができる場合 

二 前号に掲げる場合のほか、不当な取引行為により消費者に重大な被害が生じ、又は生ずるお

それがあると認める場合 

３ 知事は、前項の規定による情報の提供をしようとするときは、当該情報の提供に係る者に、あ

らかじめ、その旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、釈明及び証拠の提出の機会を

与えるため、意見の聴取の手続を行わなければならない。 

 

第五節 生活関連物資に関する緊急措置 

 

(指定) 

第二十二条 知事は、府民の消費生活との関連性が高い物資(以下「生活関連物資」という。)の価

格が異常に上昇し、又は上昇するおそれがある場合において、当該生活関連物資の買占め又は売

惜しみが行われ、又は行われるおそれがあると認めるときは、当該生活関連物資を特に価格の安

定及び流通の円滑化を図るべき物資として指定することができる。 

２ 知事は、前項の規定による指定をし、又はこれを解除したときは、その旨を公示しなければな

らない。 

 

(勧告) 

第二十三条 知事は、事業者が前条第一項の規定により指定された物資の買占め又は売惜しみによ

り価格の安定又は円滑な流通を妨げていると認めるときは、その者に対し、売渡しをすべき期限

等を定めて当該物資の売渡しの措置を執るべきことを勧告することができる。 

 

第六節 報告の要求等 

 

第二十四条 知事は、第九条第一項、第十四条、第十六条及び前条の規定による勧告、第十八条に

規定する調査又は第二十条の規定による指導若しくは勧告を行うため必要があると認めるとき

は、当該事業者若しくはその者とその事業に関して関係のある事業者に対し、その業務に関し報

告を求め、又はその職員に、これらの者の事務所、事業所その他その事業を行う場所に立ち入り、

帳簿、書類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 
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２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に

提示しなければならない。 

 

第四章 被害の救済 

第一節 苦情の処理のあっせん等 

 

(苦情の処理のあっせん等) 

第二十五条 知事は、消費者から商品及び役務等の取引並びに物品の購入等に関する苦情の処理の

申出があったときは、苦情の処理のあっせん等により適切かつ迅速に処理されるよう努めなけれ

ばならない。 

 

(審議会のあっせん等) 

第二十六条 知事は、消費者と事業者との間の商品及び役務等の取引並びに物品の購入等に関する

苦情のうち解決が困難であると認めるものについて、審議会によるあっせん又は調停に付するこ

とができる。 

２ 審議会は、あっせん又は調停のため必要があると認めるときは、当事者の出席を求め、その意

見を聴くことができる。 

３ 知事は、あっせん又は調停の手続が終了した場合において、あっせん又は調停に付した苦情に

係る被害の原因と同一又は同種の原因による被害の防止を図るため必要があると認めるときは、

それらの結果の概要（事業者又は個人の氏名又は名称、住所、事業所の所在地等を除く。）を公

表するものとする。 

 

第二節 訴訟の援助 

 

(訴訟資金等の援助) 

第二十七条 府は、消費者が商品及び役務等並びに物品の購入等によって受けた被害に関して事業

者を相手方として訴訟を提起する場合において、当該訴訟が次の各号のいずれにも該当するとき

は、規則で定めるところにより、当該消費者に対し、当該訴訟に要する費用に充てる資金の貸付

けその他の援助をするものとする。 

一 当該訴訟に係る紛争が審議会によるあっせん又は調停によっては解決できないものである

こと。 

二 当該訴訟に係る被害の原因と同一又は同種の原因による被害が多数生じ、又は生ずるおそれ

があること。 

三 資金の貸付けをする場合にあっては、当該訴訟に要する費用の額が当該訴訟に係る被害金額

を超え、又は超えるおそれがあること。 

四 審議会により当該援助をすることが適当であると認められたものであること。 

 

(貸付金の返還等) 

第二十八条 前条の資金の貸付けを受けた者は、当該訴訟が終了したときは、規則で定めるところ
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により当該貸付けに係る資金の全額を返還しなければならない。 

２ 知事は、特別の理由があると認めるときは、前条の資金の貸付けを受けた者の当該貸付けに係

る資金の返還債務の全部又は一部を免除することができる。 

 

第五章 公表 

 

第二十九条 知事は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合において、その行為について正

当な理由がないと認めるときは、その者の氏名又は名称、住所及びその行為の内容を公表するこ

とができる。 

一 第九条第一項、第十四条、第十六条、第二十条及び第二十三条の規定による勧告に従わなか

ったとき。 

二 第十条第二項の規定による立証の要求に応じず、又は虚偽の証拠を提出したとき。 

三 第二十四条第一項の規定による報告の要求に応じず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の

規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁

をせず、若しくは虚偽の答弁をしたとき。 

四 第二十六条第二項の規定による調停に係る出席の要求に応じなかったとき。 

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に、あらかじめ、そ

の旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、釈明及び証拠の提出の機会を与えるため、

意見の聴取の手続を行わなければならない。 

 

第六章 消費者教育の推進 

 

（消費者教育） 

第三十条 府は、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することがで

きるようその自立を支援するため、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じた消費生活

に関する教育の充実に努めるものとする。 

 

（情報の提供等） 

第三十一条 府は、前条の目的を達成するため、必要に応じて商品及び役務等の品質、安全性その

他の内容に関する試験及び検査並びに需給の状況等に関する調査の結果の発表等消費生活に関

する知識の普及及び情報の提供に努めるものとする。 

 

第七章 雑則 

 

(試験、検査等の施設の整備) 

第三十二条 府は、消費者施策の実効を確保するため、商品及び役務等に関する試験、検査等を行

う施設の整備に努めるものとする。 

 

(消費者の申出) 

第三十三条 消費者は、この条例に基づく措置が執られていないと認めるときは、知事に対し、そ
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の旨を申し出て、適当な措置を執るべきことを求めることができる。 

２ 知事は、前項の規定による申出の内容が事実であると認めるときは、この条例に基づく措置そ

の他適当な措置を執らなければならない。 

３ 知事は、消費者の利益の擁護及び増進を図るため必要があると認めるときは、第一項の規定に

よる申出の内容並びにその処理の経過及び結果を府民に提供するものとする。 

 

 (国に対する意見表明等) 

第三十四条 知事は、消費者の利益の擁護及び増進を図るため必要があると認めるときは、国に対

し、意見を述べ、又は必要な措置を執るべきことを求めなければならない。 

 

(国等との相互協力) 

第三十五条 知事は、消費者施策を実施するに当たって必要があると認めるときは、国、他の地方

公共団体及び独立行政法人国民生活センターに対し、協力を求めなければならない。 

２ 知事は、国、他の地方公共団体及び独立行政法人国民生活センターからその実施する消費者施

策等について協力を求められたときは、適当な措置を執るよう努めなければならない。 

 

(規則への委任) 

第三十六条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、昭和五十二年二月一日から施行する。 

(附属機関に関する条例の一部改正) 

２ 附属機関に関する条例(昭和二十七年大阪府条例第三十九号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

附 則(昭和六〇年条例第一三号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、昭和六十年四月一日から施行する。 

 

附 則(平成二年条例第八号) 

この条例は、平成二年七月一日から施行する。 

 

附 則(平成七年条例第三号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成七年十月一日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行前に大阪府消費者保護条例第二十五条第二項又は大阪府福祉のまちづくり条

例第二十二条第二項の規定により行われた聴聞又は聴聞のための手続は、改正後の大阪府消費者

保護条例第二十五条第二項又は大阪府福祉のまちづくり条例第二十二条第二項の規定により行
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われたものとみなす。 

 

附 則(平成一七年条例第二九号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成十七年七月一日から施行する。 

(大阪府附属機関条例の一部改正) 

２ 大阪府附属機関条例(昭和二十七年大阪府条例第三十九号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 

附 則(平成二三年条例第一六号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成二十三年四月一日から施行する。 

 

附 則（平成二六年条例第十八号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、同年七月一日か

ら施行する。 

（大阪府附属機関条例の一部改正） 

２ 大阪府附属機関条例（昭和二十七年大阪府条例第三十九号）の一部を次のように改正する。 

  次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正

する。 

〔次のよう〕略 
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平成二十四年法律第六十一号 

消費者教育の推進に関する法律  

 

目次 

第一章 総則（第一条―第八条）  

第二章 基本方針等（第九条・第十条）  

第三章 基本的施策（第十一条―第十八条）  

第四章 消費者教育推進会議等（第十九条・第二十条）  

附則 

  

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、消費者教育が、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力の格差

等に起因する消費者被害を防止するとともに、消費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的

かつ合理的に行動することができるようその自立を支援する上で重要であることに鑑み、消費者

教育の機会が提供されることが消費者の権利であることを踏まえ、消費者教育に関し、基本理念

を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、基本方針の策定その他の

消費者教育の推進に関し必要な事項を定めることにより、消費者教育を総合的かつ一体的に推進

し、もって国民の消費生活の安定及び向上に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「消費者教育」とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活

に関する教育（消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及

び関心を深めるための教育を含む。）及びこれに準ずる啓発活動をいう。 

２ この法律において「消費者市民社会」とは、消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多

様性を相互に尊重しつつ、自らの消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の

社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な

社会の形成に積極的に参画する社会をいう。 

 

（基本理念） 

第三条 消費者教育は、消費生活に関する知識を修得し、これを適切な行動に結び付けることがで

きる実践的な能力が育まれることを旨として行われなければならない。 

２ 消費者教育は、消費者が消費者市民社会を構成する一員として主体的に消費者市民社会の形成

に参画し、その発展に寄与することができるよう、その育成を積極的に支援することを旨として

行われなければならない。 

３ 消費者教育は、幼児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に行われるとともに、年齢、障

害の有無その他の消費者の特性に配慮した適切な方法で行われなければならない。 

４ 消費者教育は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場の特性に応じた適切な方法により、
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かつ、それぞれの場における消費者教育を推進する多様な主体の連携及び他の消費者政策（消費

者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策をいう。第九条第二項第三号において同じ。）と

の有機的な連携を確保しつつ、効果的に行われなければならない。 

５ 消費者教育は、消費者の消費生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経

済情勢及び地球環境に与える影響に関する情報その他の多角的な視点に立った情報を提供する

ことを旨として行われなければならない。 

６ 消費者教育は、災害その他非常の事態においても消費者が合理的に行動することができるよう、

非常の事態における消費生活に関する知識と理解を深めることを旨として行われなければなら

ない。 

７ 消費者教育に関する施策を講ずるに当たっては、環境教育、食育、国際理解教育その他の消費

生活に関連する教育に関する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮がなされなけれ

ばならない。 

 

（国の責務） 

第四条 国は、自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができる自立し

た消費者の育成が極めて重要であることに鑑み、前条の基本理念（以下この章において「基本理

念」という。）にのっとり、消費者教育の推進に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

２ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、前項の施策が適切かつ効率的に策定され、及び実施される

よう、相互に又は関係行政機関の長との間の緊密な連携協力を図りつつ、それぞれの所掌に係る

消費者教育の推進に関する施策を推進しなければならない。 

 

（地方公共団体の責務） 

第五条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、消費生活センター（消費者安全法（平成二十一年

法律第五十号）第十条の二第一項第一号に規定する消費生活センターをいう。第十三条第二項及

び第二十条第一項において同じ。）、教育委員会その他の関係機関相互間の緊密な連携の下に、消

費者教育の推進に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の社会的、

経済的状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（消費者団体の努力） 

第六条 消費者団体は、基本理念にのっとり、消費者教育の推進のための自主的な活動に努めると

ともに、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場において行われる消費者教育に協力するよう

努めるものとする。 

 

（事業者及び事業者団体の努力） 

第七条 事業者及び事業者団体は、事業者が商品及び役務を供給する立場において消費者の消費生

活に密接に関係していることに鑑み、基本理念にのっとり、国及び地方公共団体が実施する消費

者教育の推進に関する施策に協力するよう努めるとともに、消費者教育の推進のための自主的な

活動に努めるものとする。 
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（財政上の措置等） 

第八条 政府は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置その他の措置

を講じなければならない。 

２ 地方公共団体は、消費者教育の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置その他の

措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

 

第二章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第九条 政府は、消費者教育の推進に関する基本的な方針（以下この章及び第四章において「基本

方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 消費者教育の推進の意義及び基本的な方向に関する事項 

二 消費者教育の推進の内容に関する事項 

三 関連する他の消費者政策との連携に関する基本的な事項 

四 その他消費者教育の推進に関する重要事項 

３ 基本方針は、消費者基本法（昭和四十三年法律第七十八号）第九条第一項に規定する消費者基

本計画との調和が保たれたものでなければならない。 

４ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならな

い。 

５ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関

係行政機関の長に協議するとともに、消費者教育推進会議及び消費者委員会の意見を聴くほか、

消費者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じなければならない。 

６ 内閣総理大臣及び文部科学大臣は、第四項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、

基本方針を公表しなければならない。 

７ 政府は、消費生活を取り巻く環境の変化を勘案し、並びに消費者教育の推進に関する施策の実

施の状況についての調査、分析及び評価を踏まえ、おおむね五年ごとに基本方針に検討を加え、

必要があると認めるときは、これを変更するものとする。 

８ 第四項から第六項までの規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

（都道府県消費者教育推進計画等） 

第十条 都道府県は、基本方針を踏まえ、その都道府県の区域における消費者教育の推進に関する

施策についての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号において「都道府県消費者教育推進

計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県消費者教育推進計画が定められているときは、基本方針及び都

道府県消費者教育推進計画）を踏まえ、その市町村の区域における消費者教育の推進に関する施

策についての計画（以下この条及び第二十条第二項第二号において「市町村消費者教育推進計画」

という。）を定めるよう努めなければならない。 

３ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めよ
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うとするときは、あらかじめ、その都道府県又は市町村の区域の消費者その他の関係者の意見を

反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。この場合において、第二十条第一

項の規定により消費者教育推進地域協議会を組織している都道府県及び市町村にあっては、当該

消費者教育推進地域協議会の意見を聴かなければならない。 

４ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めた

ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５ 都道府県及び市町村は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を定めた

場合は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育の推進に関する施策の実施の状況に

ついての調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、都道府県

消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を変更するものとする。 

６ 第三項及び第四項の規定は、都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画の変

更について準用する。 

 

 

第三章 基本的施策 

 

（学校における消費者教育の推進） 

第十一条 国及び地方公共団体は、幼児、児童及び生徒の発達段階に応じて、学校（学校教育法（昭

和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校をいい、大学及び高等専門学校を除く。第三

項において同じ。）の授業その他の教育活動において適切かつ体系的な消費者教育の機会を確保

するため、必要な施策を推進しなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、教育職員に対する消費者教育に関する研修を充実するため、教育職員

の職務の内容及び経験に応じ、必要な措置を講じなければならない。 

３ 国及び地方公共団体は、学校において実践的な消費者教育が行われるよう、その内外を問わず、

消費者教育に関する知識、経験等を有する人材の活用を推進するものとする。 

 

（大学等における消費者教育の推進） 

第十二条 国及び地方公共団体は、大学等（学校教育法第一条に規定する大学及び高等専門学校並

びに専修学校、各種学校その他の同条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を

行うものをいう。以下この条及び第十六条第二項において同じ。）において消費者教育が適切に

行われるようにするため、大学等に対し、学生等の消費生活における被害を防止するための啓発

その他の自主的な取組を行うよう促すものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等が行う前項の取組を促進するため、関係団体の協力を得つつ、

学生等に対する援助に関する業務に従事する教職員に対し、研修の機会の確保、情報の提供その

他の必要な措置を講じなければならない。 

 

（地域における消費者教育の推進） 

第十三条 国、地方公共団体及び独立行政法人国民生活センター（以下この章において「国民生活

センター」という。）は、地域において高齢者、障害者等に対する消費者教育が適切に行われる

ようにするため、民生委員法（昭和二十三年法律第百九十八号）に定める民生委員、社会福祉法
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（昭和二十六年法律第四十五号）に定める社会福祉主事、介護福祉士その他の高齢者、障害者等

が地域において日常生活を営むために必要な支援を行う者に対し、研修の実施、情報の提供その

他の必要な措置を講じなければならない。 

２ 国、地方公共団体及び国民生活センターは、公民館その他の社会教育施設等において消費生活

センター等の収集した情報の活用による実例を通じた消費者教育が行われるよう、必要な措置を

講じなければならない。 

 

（事業者及び事業者団体による消費者教育の支援） 

第十四条 事業者及び事業者団体は、消費者団体その他の関係団体との情報の交換その他の連携を

通じ、消費者の消費生活に関する知識の向上が図られるよう努めるものとする。 

２ 事業者は、消費者からの問合せ、相談等を通じて得た消費者に有用な消費生活に関する知識を

広く提供するよう努めるものとする。 

３ 事業者は、その従業者に対し、研修を実施し、又は事業者団体等が行う講習会を受講させるこ

と等を通じ、消費生活に関する知識及び理解を深めるよう努めるものとする。 

４ 事業者団体は、消費者団体その他の民間の団体が行う消費者教育の推進のための活動に対し、

資金の提供その他の援助に努めるものとする。 

 

（教材の充実等） 

第十五条 国及び地方公共団体は、消費者教育に使用される教材の充実を図るとともに、学校、地

域、家庭、職域その他の様々な場において当該教材が有効に活用されるよう、消費者教育に関連

する実務経験を有する者等の意見を反映した教材の開発及びその効果的な提供に努めなければ

ならない。 

 

（人材の育成等） 

第十六条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、消費者安全法に定める消費生活相談員その

他の消費者の利益の擁護又は増進を図るための活動を行う者に対し、消費者教育に関する専門的

知識を修得するための研修の実施その他その資質の向上のために必要な措置を講じなければな

らない。 

２ 国及び地方公共団体は、大学等、研究機関、消費者団体その他の関係機関及び関係団体に対し、

消費者教育を担う人材の育成及び資質の向上のための講座の開設その他の自主的な取組を行う

よう促すものとする。 

 

（調査研究等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、消費者教育に関する調査研究を行う大学、研究機関その他の関

係機関及び関係団体と協力を図りつつ、諸外国の学校における総合的、体系的かつ効果的な消費

者教育の内容及び方法その他の国の内外における消費者教育の内容及び方法に関し、調査研究並

びにその成果の普及及び活用に努めなければならない。 

 

（情報の収集及び提供等） 

第十八条 国、地方公共団体及び国民生活センターは、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場
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において行われている消費者教育に関する先進的な取組に関する情報その他の消費者教育に関

する情報について、年齢、障害の有無その他の消費者の特性に配慮しつつ、これを収集し、及び

提供するよう努めなければならない。 

２ 国は、消費生活における被害の防止を図るため、年齢、障害の有無その他の消費者の特性を勘

案して、その収集した消費生活に関する情報が消費者教育の内容に的確かつ迅速に反映されるよ

う努めなければならない。 

 

第四章 消費者教育推進会議等 

 

（消費者教育推進会議） 

第十九条 消費者庁に、消費者教育推進会議を置く。 

２ 消費者教育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して消費者教育推進会議の委員相互の情

報の交換及び調整を行うこと。 

二 基本方針に関し、第九条第五項（同条第八項において準用する場合を含む。）に規定する事

項を処理すること。 

３ 消費者教育推進会議の委員は、消費者、事業者及び教育関係者、消費者団体、事業者団体その

他の関係団体を代表する者、学識経験を有する者並びに関係行政機関及び関係する独立行政法人

（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する独立行政法人をい

う。）の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

４ 前二項に定めるもののほか、消費者教育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で

定める。 

 

（消費者教育推進地域協議会） 

第二十条 都道府県及び市町村は、その都道府県又は市町村の区域における消費者教育を推進する

ため、消費者、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者、消費生活センターその他の当該

都道府県又は市町村の関係機関等をもって構成する消費者教育推進地域協議会を組織するよう

努めなければならない。 

２ 消費者教育推進地域協議会は、次に掲げる事務を行うものとする。 

一 当該都道府県又は市町村の区域における消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進に関

して消費者教育推進地域協議会の構成員相互の情報の交換及び調整を行うこと。 

二 都道府県又は市町村が都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費者教育推進計画を作成

し、又は変更しようとする場合においては、当該都道府県消費者教育推進計画又は市町村消費

者教育推進計画の作成又は変更に関して意見を述べること。 

３ 前二項に定めるもののほか、消費者教育推進地域協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

消費者教育推進地域協議会が定める。 

 

 

附 則 抄  
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（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。 

 

（検討） 

２ 国は、この法律の施行後五年を目途として、この法律の施行の状況について検討を加え、必要

があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （平成二六年六月一三日法律第七一号） 抄  

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第一条中不当景品類及び不当表示防止法第十条の改正規定及び同法本則に一条を加える改

正規定、第二条の規定（次号に掲げる改正規定を除く。）並びに附則第三条及び第七条から第

十一条までの規定 公布の日から起算して二年を超えない範囲内において政令で定める日 
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